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序論 
 
 
１. 研究課題 
 わが国では，1980 年代の繁栄から，90 年代前半のバブル崩壊を経て，アジアの台頭とと
もに，失われた 10 年といわれる時代に入る．アジアが世界の生産拠点となるにつれ，日本
は産業の空洞化が進み，それまでの生産工程の改善（プロセスイノベーション）という考
え方だけでは立ちゆかない時代を迎える．そこで政府は，1995 年から科学技術基本法をス
タートさせ，本格的な科学技術政策を進め始めた．日本では，それまで企業が研究開発の
中心にあったが，バブル崩壊後は企業の積極的な研究開発投資を期待できないこともあり，
大学がその役割を担っていくことへの期待は高まっていった．そして科学技術基本法の制
定以降，政府の積極的な制度改革や資金提供もあり，日本の大学の産学連携への対応は大
きな変革を遂げることとなる．98 年の｢大学等における技術に関する研究成果の民間事業
者への移転の促進に関する法（TLO 法）｣による TLO 機関の認定，99 年の｢日本版バイドー
ル法｣の制定，2000 年の大学発ベンチャー1000 社構想，知財管理室の設置，01 年の産業ク
ラスター計画と知的クラスター計画1，05 年の国立大学の独立行政法人化など，大学を巻
き込む施策が次々と実施されている．しかしながら，政府が日本で実施してきた産学連携
施策は，米国のモデルを模倣してきたものが多い．ところが，産学連携で重要な役割を担
う大学は，米国と日本ではその制度も運営も全く異なる．従って同様の役割を求められて
も，容易に対応できるものではない．日本に適した産学連携のあり方については，先行研
究でも数々論じられ提言が行われている．例えば，マイケル・ポーターは『日本の産業ク
ラスター戦略』2の巻頭言で「日本では経済発展における大学の役割を再定義する必要があ
る．大学はクラスター開発の鍵であり，実際，ダイナミックな経済において地域開発の中
心的な働きをするものである」（p.vii）と指摘している．また石倉らは，「産業クラスター
における大学の役割について，産業クラスターの発展に不可欠な存在であるが，現在の状
況は十分その機能を果たしていない」，更に「産学連携が個別案件である『点と点』の関係
にとどまっており，『面』的な広がりに欠ける」(石倉ほか[2003] p.280)と指摘している．
こうした指摘はあるものの，未だ日本型モデルと言えるだけの提案と，成果事例は生まれ
ていない． 
本論文では，クラスター理論を踏まえて，また，日本のクラスター政策を通じて，日本
の大学の役割を明確にする．着目するのは，産業活性化を導く核となる研究を主な業務と
                                               
1 第 2 期科学技術基本法で実施計画が盛り込まれた．事業開始は H14 年度． 
2 石倉洋子・藤田昌久・前田昇・金井一頼・山崎朗 [2003] 『日本の産業クラスター戦略』有斐閣． 
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する大学（以下，研究大学3と呼ぶ）である．日本において，イノベーションの源泉として
の研究大学の役割は，研究大学が有する先端的研究開発力に焦点を当てた文部科学省の科
学技術基本計画と，地域産業との連環の中で大学の持つポテンシャルを活用する経済産業
省の産業クラスター計画という２つの大きな政策を通して整理することができる．続いて，
米国のスタンフォード大学のシリコンバレ （ー自然発生的クラスターモデル），カリフォル
ニア大学サンディエゴ校のサンディエゴ（州立大学・政策的クラスターモデル） を用いて
米国のクラスター形成における研究大学の役割を分析する． 
次に，米国の研究大学の財政構造について考察する．「アメリカの大学はもともとは教育
重視であったので研究のための資金は外部から調達する伝統があった．1920 年代は非営利
財団，1960 年代は連邦政府，1980 年代以降は産業界である．また，相対的に産学連携が後
退した時期もあったが大学と産業界は伝統的につながっていた．さらに，18 世紀には教会，
19 世紀には実業界が理事会を支配し大学に影響力を行使した．アメリカの大学はこのよう
な外部の権力の影響を受けながら，外部社会とのかかわりを持ちながら，外部から研究資
金を調達しながら，キャンパスでの学問の自由を確立してきた．」（宮田[2002]p.223)と指
摘されているように，米国の研究大学は伝統的に研究資金を外部に求め，産学連携の素地
を培ってきたのである．また「最大の収入源は授業料・受験料などで 28％を占める．次い
で大きいのが投資収益と，病院や関連企業などの事業収入で，それぞれ 25％となっている．
投資収益とは，主として寄付金を積み立て基本財産（endowments）を投資信託などで運用
して得られた利益である．」(谷[2006]p.46)あるいは「州立大学は財政的には州政府からあ
る程度自立した存在なのである．」(谷[2006]p.48)とした上で，「私立大学と違って州立大
学は基本財産のうえに設立されるわけではないので，一部の大学を除いて財産運用による
収益はさほどでもないが，それでも寄付金などを蓄積することによって，多くの大学は運
用可能な独自の財源を持とうとしている．」(谷[2006]p.49)と指摘されている．このように，
米国の研究大学は財政面において，自立化への努力を続けてきており，その財政基盤が，
大学を中核とする自立的なクラスター形成を可能としていると考えられる．そこで本論文
では，米国の研究大学を財政構造から分析することを通じて，産学連携に担い手である研
究大学について日本と米国の違いを述べ，米国の研究大学の競争力の強さを明らかにする． 
本論文ではさらに，米国とは異なる方法で，産学連携による産業活性化が進んでいると
されるドイツの事例を研究する．ドイツの産学連携システムは，「産業界と大学の多面的な
連携によるもの」(塚本ら[1999a])であり，「産学連携関連組織整備の強化，共同研究や受
託研究のオーバーヘッド制の導入や知財の機関帰属，産学連携活動を評価するシステムの
導入」(塚本ら[1999b])が行われ，「米国のような組織的な支援体制は不十分であるが，外
部からの研究資金を受け入れやすい環境を整備し，教官の自発的な産業界との連携活動を
                                               
3 研究大学の定義については，第 2 章において詳しく述べる． 
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制度として認めることにより，産業界との研究協力や大学発ベンチャー企業設立が行われ
ている」(塚本ら[2002])と指摘されている．このように，ドイツの産学連携は，ドイツの
研究大学が大学だけではなく，産業界と大学の多面的な連携により形成されていることで
その強みを発揮しており，米国の産学連携とは異質なモデルを築いていると考えられる．
本論文では，ドイツの産学連携モデルを制度設計の面から明らかにすることにより，ドイ
ツの産学連携の優位性を論じる．最後に，ドイツの産学連携モデルを日本に導入する可能
性について検証し，日本において今後取り組むべき施策について論じる． 
 
２. 先行研究の検討 
日本の産業クラスター政策と産業クラスター（以下，クラスターと略す）における研究
大学の役割について，宮田は，「研究大学の存在は自動的にはハイテク産業クラスターには
ならないのである」（宮田[2009] p.182) とした上で，「①地域に関して産学官の関係者が
話し合う場を提供すること，②クリエイティブクラスが住みやすい環境づくり」（宮田
[2009] ) に果たす大学の役割は大きいとする．これまでの政策の中でも産学官の交流の
場やインフラの整備など，ある程度の施策は実施されてきているが，未だその成果は十分
ではない．日本の研究大学がその役割を果たすためには，更に新たな機能を備えることが
必要である． 
一方，米国の産学連携については，宮田が「産学連携先進国アメリカについて分析し正
しい理解を深めることは，今日のわが国の政策を考える上でもきわめて重要だと考えられ
る」（宮田[2002]) と分析している．日本政府も米国の制度を積極的に輸入し，2000 年以
降に大学改革を始めたことは記憶に新しい．しかしながら，米国の制度輸入はわが国の制
度に沿うものであったのかどうかという検証は行われていない． 
また，米国の産学連携を担う研究大学は，早い段階から外部資金の獲得と独立性の維持
という両面を模索してきた．また「私立大学では寄付やそれをもとにした資産の運用も収
入源である．研究予算と同様に州立大学では州政府からの資金が重要である．事業収入は
ライセンス収入はもちろん，スポーツ（フットボール，バスケットボール）での収入，ブ
ックストアの収入などである．州立大学も私立大学に劣らず，事業収入が多くビジネスに
熱心である」（宮田[2002]p.91)とあるように，大学が独立した企業のように，安定した経
営のため収益を上げる努力をしてきたことが分かる． 
さらに，大学を経営面から研究した先行研究では，「政府の補助金や学生の納付金による
通常の経常収入によって教育事業活動が行われているが，政府の補助金には条件が設けら
れる場合もある．教育機関として自由な活動を行うためにも，寄付基金の存在は大きい．
また，寄付基金の目的は資金の安定供給にもある．毎年，補助金や寄付金が十分入るかど
うかはわからない」(川原[2004]p110)と述べられ，「寄付基金からの収益と寄付金は大学（公
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立大学）予算の 15％に達しており，州政府を通さない唯一の独立した資金源となっている．
財政豊かな私学では寄付基金の収益が大学予算の 25%をまかなっている場合もある．私学
の場合と同様に，大学の独立性を高め，教育機関としての質を高めるために寄付基金が大
きな役割を担っている．特に学費は州の問題であり，学費の値上げや大学への給付削減な
ど州の財政環境に依存してしまう．大学が未来永劫，優れた教育機関として存在するため
には，寄付金，寄付基金の収益，企業からの研究補助金が必要となる」(川原[2004]p111)
など，大学の財政を支える寄付基金の重要性が指摘されている． 
即ち，これまでの先行研究では，第 1 に，米国の大学が研究費を自ら獲得することを本
意としてきたこと，第 2 に，そのため事業収入等を得る努力をしてきたこと，第 3 に，寄
付基金がその中でも重要であることが明らかになっている．しかしながら，研究大学が長
期的に産学連携の中核を担うには，資金源を明らかにするだけは不十分である．研究大学
の資金は，フローとストックの両面からその財政構造について詳しく分析されなければな
らない．そこで本論文では，これまでの研究で明らかにされていなかった，米国研究大学
の資金の流れを年次報告書や財務報告書を中心に研究を行い，フローとストックの両面か
ら，財政構造が米国の研究大学の産学連携活動を支えていることを明らかにする．そして
日本の研究大学の財政構造との根本的な違いを論じる． 
本論文ではまた，産学連携が活性化しているとされるドイツにおける産学連携事例を分
析する．ドイツの産学連携に関するわが国の先行研究は２つのグループによって行われて
きた．1 つめのグループの塚本らは，英米独に比べわが国の産学連携が遅れた状況にある
ことを指摘し，その中でも日本の状況と近しいドイツの産学連携の活性化に着目し，その
特徴を分析している．（塚本ほか[1999a]）それらを要約すると，以下のようになる． 
第 1 は，フレキシブルな産学連携制度が導入されていることである．具体的に産学連携
の深化を図っていくために，共同研究，受託研究，コンサルティング等幅広く連携活動が
行えるようになっている．第 2 は，大学帰属特許の独占実施権が付与されていることであ
る．ドイツでは従来，連邦政府の助成を受けた研究の発明を特許化して，第三者へ実施さ
せて収入を得た場合には，収入の一部を連邦政府機関へ還元することが必要であった．ま
た第三者へ実施許諾する場合には独占実施契約が認められず，通常実施権のみであったが, 
1999 年からは収入の連邦政府機関への還元が不要となり，また独占契約が可能となってい
る．第 3 は，ベンチャー企業設立支援体制が整備されていることである．ドイツでは，イ
ンキュベータの設立，地域ネットワーク形成，リスクマネーの供給体制の整備等によりベ
ンチャー企業の育成支援策の充実が図られている．このため，大学関連の技術を活用した
ベンチャー企業も多く設立され，雇用の場の創出面でもよい効果をもたらしつつあったが，
日本では大学の技術を活用したベンチャー企業が多く生まれている状況にはなかった． 
塚本らの研究の後，約 10 年の間に日本でも制度改革が大きく進展し，これら指摘された
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整備が進み産学連携も促進された．しかしながら共同研究など外部資金の獲得や大学発の
技術を基に起業する大学発ベンチャーについては，ドイツに大きく遅れを取ったままであ
る．即ち，氷山の一角として現れる制度的差異に着目し導入するだけでは，わが国の産学
連携を立て直すことはできない．また，塚本らによって日本の産学連携の成功例がいくつ
か紹介されているが，どのような制度がその成功を可能にしているのか明らかではない． 
第二の前田は，必要とされているのは「リニアな日本的に言う技術移転と言う産学連携
ではなく，産と学とが同じ屋根の下で数年間同じ目的のもとに結合して何かをやり遂げる，
すなわちモード２的環境を生み出す産学結合の状態である．基礎研究と応用研究，商品開
発研究，市場調査，顧客満足度調査等が時系列に進むのではなく入り乱れて結合し，融合
し，反発しながら新しい価値を創造」（前田[2000]）すべきであると主張し，「日本でもこ
れらドイツの仕組みを日本的に翻訳しながら取り入れることにより大きな産学連携のステ
ップを踏み出し得るのではないか（前田[2000]）と述べている．しかしながら，肝心の「ド
イツの仕組み」がどのような制度であるのか明らかではない． 
そこで本論文では，具体的な組織の事例を分析し，その制度を研究することを課題とす
る．これまでのドイツの産学連携研究を踏まえて，制度設計上の知見を積み上げることを
試みる．ドイツの産学連携制度を，社会的背景を異にするわが国の産学連携に反映可能で
あるか明らかにするためには，ドイツの制度設計の特徴を個々に検討する必要がある．そ
こで，ドイツの大学と民間企業を繋ぐ組織として機能する２つの研究所を事例にその制度
設計の特徴を抽出する．その結果，２つの研究所はそれぞれ全く異なる背景を持ちながら
も，大学と民間企業の連携を促進する役割を果たしていることを明らかにする．また，そ
れらを大学と民間企業の間に位置する「中間組織体」と位置づけ，中間組織体が持つべき
基本的な機能を明らかにする． 
 
３.  本論の構成 
第 1 章では，研究大学を中心にした産学連携による産業活性化を目的としたクラスター
政策を通じて，研究大学の産業活性化における役割を明確にする．その為，クラスター理
論の分析を行った上で，日本の政策を整理し，米国のクラスター成功モデルとされる事例
の調査を行い，それらの分析結果から得られる示唆を明示する．まず第 1 節では，経済産
業省の産業クラスター政策の基本となったマイケル・ポーターThe Competitive Advantage 
of Nations, 1990（邦訳『国の競争優位』1992）および On Competition, 1998（邦訳『競
争戦略論Ⅱ』），日本の産業クラスター研究会を中心に纏められた『日本の産業クラスター
戦略』を先行研究として検証し，産業クラスターの定義を明確にする．第 2 節では，経済
産業省の政策が産業クラスターに至るまでの経緯を述べる，産業クラスター政策の内容を
分析する．第 3 節では，大学と産業の関わりを歴史的観点から考察するため，英国・米国・
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日本の事例を取り上げる．その上で，大学を核とした海外の産業クラスターの成功事例研
究として，スタンフォード大学が位置するシリコンバレ （ー自然発生的クラスターモデル），
カリフォルニア大学サンディエゴ校が位置するサンディエゴ（州立大学・政策的クラスタ
ーモデル）の調査を踏まえて，先行調査文献を参考に，その成功の要因を明らかにする． 
第 2 章では，産学連携による産業活性化が成功しているとされる米国の事例を使って，
新しい視点からその成功の要因を導き出すことを試みる．まず研究大学の財政面の分析を
行い，その制度を明らかにする．また，その制度がどのように産学連携を促進しているか
について述べる．まず第 1 節で，冷戦以降の米国科学技術政策と研究大学の関係を整理す
る．科学技術政策が国家戦略として重視される中で，研究大学が基礎研究という重要な役
割を担うものとして位置付けられてきたことを示す．第 2 節では，米国研究大学の特徴を
まとめる．まず，研究大学の評価に使用される項目を整理し，その特徴を分析する．次に
評価項目の代表的なもので，大学の財政に大きく寄与する競争的資金について検証する．
競争的資金の中でも特に第 1 節で述べる連邦政府予算を取り上げる．最後に，米国研究大
学のシステムで特に評価すべき項目について整理を試みる．研究大学のシステムはあらゆ
る局面に競争的システムが導入され，結果として人材と研究の両面で強い競争力を生み出
している．また，そのシステムを支える機能として，財政が大変重要な役割を果たしてい
る．そこで第 3 節では，米国研究大学の競争力を支える財政について，スタンフォード大
学を中心に，カリフォルニア大学サンディエゴ校，マサチューセッツ工科大学，テキサス
大学オースティン校を参考データとして，財務諸表を中心に分析し，その特徴を論じる．
最後にこれまでの研究成果を総括しながら，日本の大学が置かれている状況と比較し，わ
が国の課題を考察する． 
第 3 章では米国とは異なる制度を作り上げ，産学連携による産業の活性化が進んでいる
とされるドイツの産学連携を取り上げ，その優位性について分析する．第 1 節において先
行研究との比較の中で，本章において明確にすべき課題を整理する．第 2 節では，ドイツ
の産学連携が活性化しているとする根拠を明らかにするため，調査指標に基づきドイツの
産学連携の概況を分析する．次に，ドイツの産学連携の活性化を顕著に示す 2 つの事例を
取り上げ，それらの組織の制度設計の特徴を洗い出す．事例としては，ドイツ人工知能研
究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH)とフラウンホーフ
ァ ー 協 会 （ Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung und Forschung der angewandten 
forschung e. V.）という全く異なるタイプの組織を取り上げ比較を行った．その結果，1）
研究所への大学教授の深い関与とそれを支える制度，2）学生のキャリアアップの場として
魅力ある教育システムと研究システムが確立，3）財政面で競争と支援が融和，4）知財戦
略などの共通点が抽出された．これらの共通点は，今後，日本の大学が米国とは異なるモ
デルの産学連携を模索するにあたり，参考になる制度（中間組織体）であると考えられる． 
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第 4 章では，中間組織体に関わる制度設計を具体的に明らかにする．日本への導入モデ
ルとなり得るドイツ人工知能研究所の制度設計を支える契約書（基本契約書，付属書，株
主間契約書）を詳細に調べ，その特徴を分析する．契約書には，政府と大学と民間企業の
多様な目的を達成し，かつコンフリクトを回避するための詳細な取り決めが行われており，
今後，この種の組織を組成するにあたって，重要な示唆が得られるものである．第 1 節で
は，中間組織の機能を支える契約書として，基本契約書（連邦政府，州政府，大学および
株主である企業とドイツ人工知能研究所間の契約書）および付属契約書（大学，ドイツ人
工知能研究所間の契約書），また株主間契約書（大学を含む株主間の契約書）の構成を示す．
次に，第 2 節では，中間組織の機能を支える基本契約書と付属契約書を，第 3 章において
特徴的であるとした制度（組織連携，人材育成，財政基盤，知財戦略）に分類して明らか
にする．第 3 節では，中間組織体の運営を支える契約書として株主間契約書の重要な条項
について論じる． 
 結論では，上記の研究をまとめた上で，日本の産学連携への示唆を述べる．日本におい
ては，1990 年代より本格的に大学での取り組みが行われているが，まだ改革はその途上に
ある．一方で，国内外の環境変化は著しく，グローバル化の波は，企業のみならず大学に
も押し寄せ，わが国の少子化問題と相まって大学を翻弄しているかのようである．資源を
持たざるわが国は，知識や人材をベースにした産業振興が不可欠である．その中核に位置
する大学の力を，いまだ産業振興に生かす仕組みが形成できていないことは，わが国にと
って大きな損失である．本論文では，その仕組みの一翼を担うであろう可能性も持った中
間組織体の必要性について指摘するものである．
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第１章 日本における産学連携と産業クラスター政策 
 
 日本のクラスター政策が実施されて約 10 年が経過した．この政策は，米国の自然発生的
産業クラスターや政策的産業クラスターのコンセプトを，日本に移植したものである．し
かしながら，日本固有の文化的な背景や全国一律に実施される施策に，問題点も散見され
る．本章では，大学が持つポテンシャルを産業クラスターという観点から分析し，日本に
おいて，大学を核とした産業クラスター創出の可能性を検討する． 
 
第１節  産業クラスターとは何か 
本節では，マイケル・ポーターが理論展開したクラスター論について纏め，ポーターの
指摘する競争優位なクラスターの本質がどこにあるのか，またクラスター理論を展開する
場合に注意するべきポイントを確認する．さらに日本におけるクラスター政策を分析した
『日本のクラスター戦略』を参考に，日本型クラスターへの理論構築がどのように示され
ているのか考察する． 
 
1. マイケル・ポーターの産業クラスター論 F4 
マイケル・ポーターは The Competitive Advantage of Nations, 1990（邦訳『国の競争
優位』1992）の中で，クラスター理論を発表した．その後，On Competition, 1998（邦訳
『競争戦略論Ⅱ』の中の第 2 章 The Competitiveness of Locations（クラスターと戦略）
において，さらにクラスター理論を展開している． 
 ポーターは『国の競争優位』において，クラスターとは国家・州・地域の競争力をグロ
ーバル経済という文脈の中で捉える概念と位置付けている．クラスター理論のルーツは，
アルフレッド・マーシャルの｢経済学原理｣に遡り，経済地理学として 20 世紀前半に学問分
野として確立，その後，経済学の主流から一時外れるが，昨今立地理論への回帰がブーム
となり，経済地理学への関心も高まったとしている．しかしながら，現代的な知識ベース
経済ではクラスターの役割は複雑化しており，競争理論やグローバル経済における立地の
影響力を関連づけなければ理解はできない，また，クラスターの新たな役割を理解するに
は，もっとダイナミックな競争理論のなかに位置付ける必要があると分析している． 
クラスターの定義について，ポーターは次のように示している．ある特定の分野に属し，
相互に関連した企業と機関からなる地理的に近接した集団であり，その地理的な広がりは，
一都市のみの小さなものから，国全体，あるいは隣接数カ国のネットワークである．さら
に，クラスターの適切な定義は，クラスターに属する企業が競争するセグメントや，彼ら
が用いる戦略などによって，立地ごとに変ってくる．そして，クラスターとは，最終製品
                                               
4 第１節に関しては，(Porter[1990], Porter[1998])を参考にまとめた. 
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やサービスを生み出す企業，供給業者，金融機関，関連産業に属する企業，下流産業や補
完製品メーカー，政府や大学やシンクタンクなどの機関，業界団体等で構成されており，
クラスターの範囲が従来の標準的な産業分類システムと一致することはほとんどないと述
べている．また，産業どうしあるいは各種機関どうしのつながりや補完性のうち，競争上
最も大きな意味を持つものについての理解に裏づけられた創造的なプロセス，こうした｢ス
ピルオーバー（溶出効果）｣の強さと，それが生産性やイノベーションに与える影響によっ
て最終的なクラスターの境界が決まってくると分析している．『国の競争優位』において，
競争のなかで立地が影響する要因を①企業戦略および競争環境，②要素（投入資源）条件，
③需要条件，④関連産業・支援産業という 4 つの相互に影響し合うフレームワーク（ダイ
ヤモンド・モデル）として表現した．狭義のクラスターは，④の関連産業・支援産業を指
すように考えられるが，ポーターの指摘するクラスターは，この 4 つの要素が相互に作用
しあうパワー，それにより生み出される優位性や競争の促進にその価値を見出している． 
クラスターの誕生条件については，ダイヤモンド・フレームワークの要素のうち歴史的
な状況に由来する部分に求められることが多いとしており，専門的なスキルや大学・研究
機関などの立地，地元の需要条件，供給産業や関連産業の存在，中心的な役割を果たす革
新的企業の存在が重要であるとしている．偶然が働く場合もあるが，これも前提条件とし
て立地条件があり，偶然の果たす役割は小さいと指摘する．結果，特に優位性のない立地
でクラスターを育てることは困難であると明言，｢クラスター開発に向けた正しい政策とは，
市場の試練を潜り抜けた既存地域あるいは同様の新興地域に構築するとすべき｣としてい
る．(Porter[1998]p.240)(筆者訳) 
ポーターは，各地の成功している産業集積をクラスター理論（ダイヤモンド・フレーム
ワーク）という新しい観点で見なおすことにより，グローバル化や情報化の進展する新た
な経済環境下での競争優位の源泉を分析している．彼のいうクラスターは多岐の分野に亘
り，サイズもレベルもフレキシブルである．また前述のように，立地によってクラスター
の定義そのものが変わるとも表現している．日本政府は日本という立地にあった定義を明
確にした政策立案を実施したのであろうか．あるいは，政府主導のクラスター戦略そのも
のがポーターのいうクラスター理論と矛盾していたのではないであろうか．以下に検証す
る． 
 
2. 石倉・藤田ほか『日本の産業クラスター戦略』の所説 F5 
経済産業省の産業クラスター計画6，文部科学省の知的クラスター創成事業7など，クラ
                                               
5 2 は(石倉・藤田・前田・金井・山崎[2003])を参考にまとめた． 
6 産業クラスター計画は，2009 年度にその役割を終了し，｢地域協創プログラム」という新たな政策が実施さ
れている． 
7 文部科学省の知的クラスター創成事業は，2010 年度から「地域イノベーションクラスタープログラム」に継
承された． 
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スター政策が積極的に取り組まれているが，クラスター理論に関する日本独自の研究は遅
れていた．そのため，2002 年に産業クラスター研究会が設置され，その構成メンバーを中
心に『日本の産業クラスター戦略』が刊行された．ここでは，第 7 章｢日本の産業クラスタ
ー戦略に向けて｣での議論を中心に整理する． 
最初に，グローバル化の進展とともに，日本の産業が空洞化，プロセスイノベーション
からプロダクトイノベーションへ，そして東京一極主義のヒエラルキー型産業構造が終焉
したと状況の変化を捉えている．その中で，個々の地域が自立的に発展していくことが必
要であるとし，産業クラスターがその鍵を握るとしている． 
産業クラスターの強みは，ポーターのダイヤモンド・モデルにある 4 つの要素が互いに
影響し合い，更なる価値を生み出すことである．更なる価値を生み出すためには，まずク
ラスターに存在する企業や機関を効果的に連携させることであり，さらに，その為にはク
ラスター形成の旗振り役となる人物が必要であると指摘する．また，政府にも役割があり，
4 つの要因をグレードアップさせるとともに，それらを連携させるための各種の政策を講
じることが必要としている．政府の役割とは，専門的な人材育成機関の設置による人材供
給，専門的な研究機関開設あるいは誘致，産学連携のための研究補助金の提供，民間投資
のトリガーとなる公的ベンチャーキャピタルの設置などである．また，これらの人や機関
の連携により｢知識連鎖｣が起こることがイノベーティブな産業クラスターにとって重要な
鍵となると指摘する．シーズの研究段階から最終製品に至る間に，各種の機関や企業とバ
リューチェーンを形成していく，そのそれぞれのフェーズ段階で各種の知識（形式知，暗
黙知）の共有化や創造が起こり高い付加価値が生まれるというのである． 
さらに，産業クラスターと地域との関係について，産業クラスターは，ある特定分野の
企業と機関の“塊”であり，｢産業｣概念であって｢地域｣概念ではないと定義づけている．
その為，その塊の産業群を捕らえて分析すれば，ある時は狭い地域に限定されるし，ある
時は国境を越えた地域に広がっているケースもある．一方，高度に発展した産業クラスタ
ーでは｢知識連鎖｣を形成するために，フェース・ツー・フェースの情報交流が必要となり，
地理的範囲が限定されるとする．ただし，情報交流の内容により，その地理的近接性は変
化するとしている．わが国の場合，ものづくり企業による産地の集積では知識共有が行わ
れていたが，ユーザーのニーズを把握したマーケットインの視点がないため新製品開発力
が不足していると指摘した上で，今後のものづくりには大学等との連携も重要であり，地
域内にマッチする大学がなければより広域のクラスターを形成することが効果的であると
している．そして，複数の大学，研究機関，地域の企業群などからなり，都市圏を巻き込
んだ新しい知識連鎖をつくるためには，経済産業省が現在進めている各地方経済産業局を
結節点とする地方ブロック単位のプロジェクト（広域的取り組み）は妥当性があると結論
づけている． 
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産業クラスター形成の期間は通常 20～30 年であり，地域ポテンシャルのある事例でも 5
年程度の期間を要している．日本のクラスター政策の問題点として，個々の要素は高い水
準にあるものの，政策メニューがクラスターという枠組みのなかで一元化されていないた
め，全体として歯車が噛み合っていないと問題提起している． 
『日本のクラスター戦略』は，全体的な印象として，個別の学際的な研究ではあるが，
議論が十分尽くされておらず，具体的な解決策を提示するまでには至っていない．しかし
ながら，重要な論点がいくつか提起されている．たとえば，最も大きな問題として，日本
のクラスター政策は，クラスターの定義が明確に提示されないまま始まっている．これは，
最近の米国輸入型政策のなかに，特に散見される．全体政策ではなく，個別の制度のみの
導入なり，その制度を支える背景が欠落しているところに課題が残ることを指摘したい． 
 
3. 産業クラスターの要点 
ポーターの定義に立ちかえると，クラスターとは，分野の大小やローテク・ハイテク等
には関係なく多様なものであると明記している．外に見える形ではなく，その根源にある
力に焦点を当てているといえる．その力は，新たなものを生み出す創造力であり，他を寄
せ付けない競争力であり，協業力であり，人間力である．その力の及ぶ範囲がクラスター
の範囲である．その根底にあるものは，ポーターも指摘するとおりダイナミックに繰り返
される競争の原理である． 
 
第２節  日本の産業クラスター戦略 
本節では，日本における産業クラスター政策のルーツを探り，どのような産業政策の流
れで産業クラスター政策が実施されてきたのかを検証する．その上で，第Ⅰ期（2001 年～
2005 年）に実施された政策の内容をまとめる．また，同様のクラスター政策として，文部
科学省で実施された知的クラスター創成事業（同時期）との比較を行う． 
 
1. 8 0 B日本の産業振興政策の流れ 
 わが国では 1970 年から産業の地方分散，拠点開発が産業政策の重要課題となり，1972
年には工業再配置法が制定，1983 年～1998 年にかけてテクノポリス法 F8F，1988 年から 1998
年には頭脳立地法，そして 1992 年からは地方拠点法が制定された．しかしながら，時代は
情報技術の急速な高度化とともにグローバル化が進展，国内での移転にとどまらず海外へ
の工場移転等が加速化するなど，国内の製造業の空洞化等が大きな問題となってきた．そ
のため，1990 年代半ばから空洞化の防止と新規成長分野への支援が新たな政策課題となり，
                                               
8 工業の集積の程度が著しく高い地域及びその周辺地域以外の特定の地域について高度技術に立脚した工業
開発を促進． 
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1997 年に地域産業集積活性化法9，1998 年に新事業創出促進法が制定された．これらは，
既存産業集積の活性化や新事業創出を支援するための政策であり，地域プラットフォーム
の整備やベンチャーおよび第 2 創業支援などが実施されてきた． 
 続いて，2001 年 5 月に平沼通商産業大臣が発表した新市場・雇用創出に向けた重点プラ
ン（通称：平沼プラン）の中の開業創業倍増プログラムにおいて，｢地域再生産業集積（産
業クラスター）計画｣が次の産業活性化策として打ち出された．これは産学官の広域的な人
的ネットワークを構築し，技術の事業化支援などのための支援策を効果的に投入すること
により，地域経済を支え，世界に通用する新事業が次々と展開される産業集積（産業クラ
スター）を形成しようとするものである．(清川[2001])  具体的には，平沼プランが発表
された 2001 年頃から個別プロジェクトとしてスタートしているが，本格的な産業クラスタ
ー関連施策として稼動したのは 2002 年になってからである．(岡村・大澤・土屋・高橋・
岸田[2002]）2001 年度予算では，環境立地局立地政策課地域産業振興室が主務となって推
進されていた地域プラットフォーム活動支援関連事業が，2001 年 1 月に実施された省庁再 
 
図表 1. 産業クラスター関連予算の推移 
0
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出所：[参考文献 19,22,26]経済産業省・日本新事業支援機関協議会 HP よりデータ抽出筆者がグラフ作成                        
 
編により新たに設置された｢地域経済産業グループ｣によって，産業クラスター計画という
新たな視点からの包括的な取り組みが実施されることになる．この｢地域経済産業グルー
プ｣は，地域経済をめぐる激的な環境変化に対応しながら，世界レベルで活躍できる地域産
業・企業の成長を支援することを目標としており，且つ地方分権の精神を十二分に踏まえ
た地方と国の適切なパートナーシップの下に，各種の政策手段を実施していくことを視野
                                               
9 正式には｢特定産業集積の活性化に関する臨時措置法｣基盤的技術産業が集積する地域で事業間連携等集積の
メリットを活用して新たな事業展開をする事業者を支援． 
A：産業クラスター関連施策 
B：地域関連施策の要求総額 
 
H17 は概算要求による数字 
その他の年度は予算 
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に入れている．（今井[2001]) 図表 1 にあるとおり，産業クラスター計画に対する予算付
けは，毎年 20％弱の伸びを示している．この数字を見るだけでも，当時産業クラスター計
画の推進による地域経済の活性化にかける日本政府の期待は大きかった． 
 
2. 政府の産業クラスター政策 
 次に，経済産業省が発表した産業クラスター計画の施策の中身をまとめる．(経済産業省
[2004],参考文献 20) 
施策の目的としては，経済が当面の不況から脱却し，中長期的に発展していくためには，
経済・産業の活性化が不可欠であり，特に地域経済の再生が喫緊の課題であること．そし
て，その地域経済再生のためには，地域経済を支え世界に通用する新事業の創出と産業ク
ラスターの形成が必要としている． 
概要としては，成長分野はハイリスク・ハイリターンであるため，一社独力で技術・人
材・資金等を集めることは困難としており，産学官の広域ネットワーク（企業・大学・公
的研究機関・ベンチャーキャピタル・専門商社等）が必須であるとしている．そのネット
ワーク形成のため，地域経済産業局自らが結節点となって，企業経営者と緊密に接触し，
産学官連携の技術開発プロジェクト，個別企業の技術開発支援，専門商社との連携による
販路開拓等の支援策を総合的，効果的に投入していくとしている． 
産業クラスター計画の先行事例となったのが，関東経済産業局が平成 10 年に任意団体と
して立ち上げた「TAMA 産業活性化協議会」である．埼玉県南西部から東京都多摩地域，神
奈川県中央部にわたる首都圏西部地域（TAMA）において地域産業活性化プロジェクト（旧
称：広域関東圏バイタライゼーションプロジェクト）をスタートさせた．関東経済産業局
では，同様の取り組みを平成 11 年に長野県の諏訪・山科県の甲府地域｢中央自動車道沿線
地域｣，平成 12 年度には千葉県の柏・埼玉県の川口｢東葛・川口地域｣，平成 13 年に｢三遠
南信地域｣，平成 14 年に｢首都圏北部地域｣と広げている． (経済産業省[2004],参考文献
10) 
経済産業省では，平成 13 年度に産業クラスター計画を推進しており，平成 16 年現在全
国 19 のプロジェクト（図表 2 を参照）を指定し，産業クラスターを核とした支援を実施し
ている．認定された 19 プロジェクトでは，地域の経済産業局の職員と民間機関が連携し，
参加企業約 3 千社（現在は 5800 社と公表）への支援を実施している． 
 文部科学省では第 2 期科学技術基本計画（平成 13 年 3 月 30 日閣議決定10）において，｢知
的クラスター｣への取り組みが位置付けられた．平成 14 年度より事業が開始，1 地域 5 億
円程度／年で 5 年間継続して実施されている．2 年後の平成 16 年度には 18 地域において
16 の知的クラスター創成事業が実施されている．(文部科学省[2004],参考文献 33) 
                                               
10 2006 年度には第 3 期科学技術基本計画が策定． 
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図表 2. 産業クラスター計画プロジェクト一覧 
出所： 経済産業省産業クラスター計画プロジェクト一覧表（2004 年時点）[参考文献 20] 
 
 知的クラスター構想も，米国シリコンバレーを目標とする技術革新型クラスターを目指
している．基本的な考え方の特徴としては，①自治体の主体性，積極性を十分考慮するこ
と．②国際的な産業競争力を確保・維持する｢人｣と｢知恵｣の集積によるクラスターの創成
をめざすものであり，国際的な｢優位性｣の確保を主眼におく．そのため，産業的な技術の
分野特化を前提とする．③知的クラスターの形成には 10 年～30 年程度の期間が必要だと
考えられるため，本事業自体は｢育成段階｣としての 5 年間と定義している．(文部科学省
[2004]参考文献 33) 図表 3 は，文部科学省・経済産業省がそれぞれ実施しているクラスタ
ー計画を比較したものである．文部科学省が知的クラスター本部という中核機関を設置し
ているのに対し，経済産業省では地域経済産業局が前面に推進機関の役割を担っている．
また，文部科学省が大学等の知の活用を中核に据え，知的クラスター構想を都市づくりと
位置付けているところが特徴的である．さらに，知的クラスター創成事業を当初 5 年間の
育成機関とし，事業終了後の自治体・大学・企業等の自主的な努力を促している． 
 
 
 
 
 
地方経済産業局名 プロジェクト名等 推進組織
北海道経済産業局 北海道スーパー ・クラスター振興戦略
情報分野 北海道情報産業クラスター・フォーラム
バイオ分野 北海道バイオ産業クラスター・フォーラム
東北経済産業局 情報・生命・未来型ものづくり産業プロジェクト 情報・生命・未来型ものづくり産業クラスター協議会
循環型社会対応産業振興プロジェクト (社)東北ニュービジネス協議会　循環型社会対応産業クラスター委員会
関東経済産業局 地域産業活性化プロジェクト
首都圏西部地域（ＴＡＭＡ） (社)首都圏産業活性化協会
中央自動車道沿線地域 中央自動車道沿線地域新規産業創出推進協議会 　　諏訪地域　　甲府地域
東葛・川口地域 東葛・川口地域産業集積活性化協議会　新産業創出推進ネットワーク
三遠南信地域 三遠南信バイタライゼーション協議会
首都圏北部地域 首都圏北部地域産業活性化推進ネットワーク
バイオベンチャーの育成 首都圏バイオ・ゲノムベンチャーネットワーク
情報ベンチャーの育成 首都圏情報ベンチャーフォーラム
中部経済産業局 東海ものづくり創生プロジェクト 東海ものづくり創生協議会
東海バイオ創生プロジェクト ＮＰＯ法人バイオものづくり中部
電力・ガス事業北陸支局 北陸ものづくり創生プロジェクト 北陸ものづくり創生協議会
近畿経済産業局 近畿バイオ関連産業プロジェクト ＮＰＯ法人近畿バイオインダストリー振興会議 　近畿バイオ産業クラスター部会
ものづくり元気企業支援プロジェクト ものづくりクラスター協議会
情報系クラスター振興プロジェクト ＫＩＳＳ（関西ＩＴ共同体）
近畿エネルギー・環境高度化推進プロジェクト ＮＰＯ-ＥＥネット（ＮＰＯ法人近畿エネルギー・環境高度化推進ネットワーク）
中国経済産業局 中国地域機械産業新生プロジェクト (社)中国地域ニュービジネス協議会　産業クラスターフォーラム
循環型産業形成プロジェクト
四国経済産業局 四国テクノブリッジ計画 四国テクノブリッジフォーラム
九州経済産業局 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（Ｋ－ＲＩＰ） 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ （Ｋ－ＲＩＰ）
九州シリコン・クラスター計画 九州半導体イノベーション協議会
沖縄総合事務局 　経済産業部 ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト推進ネットワーク
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    図表 3. 知的クラスター創成事業・産業クラスター計画比較表(2004 年時点) 
出所：文部科学省・経済産業省 HP 資料を参考に筆者が作成 
 
一方，経済産業省では，地域経済産業局の職員自らが企業訪問を実施し，現場のニーズ
をヒアリングするところからスタート，研究会や交流会，セミナー等を開催しながら，産
学官の連携や人的ネットワークを直接築く支援を実施している．そして，これらの受け皿
になる機関に補助金等をつけるなどの側面支援も実施している．取り組み方の相違はある
ものの，目指す方向性はほぼ同じであり，昨今は両支援システムの相乗効果を計るため，
知的クラスターは技術シーズを中心に，産業クラスターは実用化・事業化を目指すとの両
省の歩み寄りも図られた． (経済産業省[2004]参考文献 28) 
 産業クラスター政策は，その後 2006 年から 2010 年までの第Ⅱ期をクラスター成長期と
位置づけ，ターゲット分野やその運営体制に改良を加えながら開始した．一方，知的クラ
スター創成事業も同様に第Ⅱ期に入り，第Ⅰ期の中から選抜された地域が第Ⅱ期の５ヵ年
へ取り組みを開始した． 
日本の産業クラスター政策のスタート地点は明確ではない．各地方で実施されていた取
知的クラスター創成事業 産業クラスター計画
制度設計 文部科学省 経済産業省
基本計画 第２期科学技術基本計画
新市場・雇用創出に向けた重点プラン(平沼プラン）
平成１３年５月
選定経緯 ＦＳ調査の実施⇒ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙのある候補地から選抜 各地域経済産業局所管
採択数 １８ １９
中核機関 知的クラスター本部（本部長、事業総括、研究総括） 地域経済産業局（母体はＮＰＯや協議会）
概念
知的クラスターとは、地域の大学等の独創的研究成果に基づき、プ
ロダクト・イノベーション指向型企業、起業支援機関等の集積を前提
として、競争的環境の下に連鎖的に技術革新と新産業の創造が起
こる地域的空間をいう。知的クラスターは、地域の大学等の地域的
特色のある研究成果と研究人材の存在を基礎としている点におい
て、企業の集積から成る産業クラスターと一線を画している。
産業クラスター計画は、各地域経済産業局が、地方自治体と共働し
て、世界市場を目指す企業を対象に、これら企業を含む産学官の広
域的な人的ネットワークを形成、当省の地域関連施策を総合的・効
果的に投入。これにより、地域経済を支え世界に通用する新事業が
次々と展開され、産業クラスターが形成されることを目標。
目的
地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大学、公的研
究機関等を核とした、関連研究機関、研究開発型企業等による国際
的な競争力のある技術革新のための集積の創成を目指す。
地域経済の再生が喫緊の課題。そのため地域経済を支え世界に通
用する新事業の創出と産業クラスターの形成が必要。
地域経済の再生には、地域において成長性ある新規分野を開拓す
る産業・企業の創出が必要。
予算
平成１４年度事業開始
平成１５年度：６９億円
平成１６年度：９０億円
１地域：５億円程度／年　×　５年間
平成１３年度：３００億円（関連予算：４００億円）
平成１４年度：３６０億円（関連予算：４８８億円）
平成１５年度：４１０億円（関連予算：５２０億円）
平成１６年度：４９０億円（関連予算：５３０億円）
事業概要
○科学技術コーディネーターの配置や弁理士等のアドバイザーの
活用
○企業ニーズを踏まえた、新技術シーズを生み出す産学官共同研
究の実施
○研究成果の特許化及び育成に係る研究開発の実施
○研究成果の発表等のためのフォーラム等の開催
○産学官の広域的人的ネットワークの形成
○地域の特性を活かした技術開発の推進
○起業家育成施設（インキュベータ）の整備等
○事業化段階においても、地域経済局が、以下の支援策を総合的・
効果的に投入
特徴
○大学等を中心に｢知｣や｢能力｣を集積し、知を活用した技術革新
型のクラスター形成を目指す。
○運営は、本来、産業界、大学等の自主的な運営とすべきである
が、育成段階においては国をはじめとする行政の積極的な支援が
必要。
○知的クラスター構想は、都市づくりの要素もふくみ、アメニティの形
成等にも配慮が必要。
○クラスター形成には、１０年から３０年程度の期間が必要。５年間
の支援事業を終えてからの自治体の主体的な取り組みが期待。
○地域経済産業局自らが結節点となって産学官のネットワークの形
成を促すとともに、企業経営者と緊密に接触して、個々の企業の経
営課題や特徴を熟知した上で、産学官連携の技術開発プロジェク
ト、個別企業の技術開発支援、専門商社との連携による販路開拓
等の支援策を総合的、効果的に投入。
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り組みの中で，特に成果を生み出している地域をモデルに，マイケル・ポーターのクラス
ターモデルをモディファイし，日本型クラスター戦略という枠組みをはめたものと推察さ
れる．したがって，クラスター予算についても，それ単独で存在するものではなく，従来
から存在する予算を大きくクラスターという仕組みで組み替えたと考えられる．また，全
国の地域産業局において同様の施策を実施したため，全国各地にクラスターが形成される
という現象がおきている．このことは，逆にいえば，各地域レベルの特色を活かしたもの
になっているということもできる． 
しかしながら，ポーターが指摘するように，潜在的な要素がないところにクラスターは
存在し得ないとし，その根底にあるものは，ダイナミックに繰り返される競争の原理であ
るとするならば，クラスター形成への民間の積極的な関与は不可欠である．現行の官主導
型クラスターから，自立的な動きを作る民間主導の仕組み作りへ，長期的な戦略が必要と
なる．助成金頼りの体質から，民間プレーヤーに取って魅力ある市場創出へ向けて，官民
が果たすべき役割が見直される時期に来ているといえる． 
 
第３節  産業クラスター形成11と大学 
 20 世紀後半以降，大学の社会における存在意義は大きく変貌してきた．そして今日，大
学の自立化と産業社会へのより直接的貢献が強く期待されている．マイケル・ポーターが
定義する多様な意味での産業クラスターの中に，必ずしも大学が存在する必要性はない．
しかしながら，連続的なイノベーションと高い技術力に支えられたバイオや IT テクノロジ
ーをベースとする産業クラスターの場合，大学という高度な頭脳集積は不可欠である．特
に，技術立国を自負してきた日本は，失われた 10 年に対する反省の意も込めて，政府施策
として大学の頭脳の産業界への還元を推し進めている． 
本節では，最初に大学の産業界との関わりを歴史的に振り返り，大学に期待される役割
と位置付けを整理する．次に，成功事例と言われる米国シリコンバレーのスタンフォード
大学とサンディエゴ地域のカリフォルニア大学サンディエゴ校の技術移転機関を事例に産
業界との関わりを考察する． 
 
1. 8 3 B大学と産業界の関係に関する国際比較（英国 F12F・米国・日本） 
英国における大学の成立の歴史は，13 世紀に設立されたオックスフォード大学とケンブ
リッジ大学を第一期として，六期に分類される（図表 4 を参照）．第三期の Civic University
は，地域の産業ニーズに答えることを使命としており，企業からの財政的な支援も受けて
いた．そのため，産業界への人材供給というミッションが色濃く，地域単位の産業分野ニ
ーズに沿ったカリキュラムであったことも否めない．第五期 1960 年代に入ってから，各地
                                               
11 ここで述べる産業クラスターとは，経済産業省の産業クラスター政策という狭義の意味ではない． 
12 英国については(日本政策投資銀行[2003]｢英国型産学連携の軌跡｣)を参考にまとめた． 
 18 
域平等に高等教育の場を提供するため，New University と呼ばれる大学が設立されていっ
た．これらは，地域産業分野に影響されることのない教育内容となっている．その後第六
期に入ると，1960 年代に設立されたポリテクニックという工科専門学校が大学に昇格（各
学校の選択による），全英の大学数は一気に 89 校となった． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ポリテクニックは，産業界のニーズに合わせた人材（特に高度に専門的な能力は必要と
しない）の育成を目的に設立されたが，学生のニーズ（よりアカデミックなカリキュラム
を要望）とのギャップが生じ不人気に陥ってしまった．そのため政府は，この問題を解決
するために，ポリテクニックの大学昇格の道を取った．ポリテクニックでは大学昇格後も，
研究開発面では既存の大学に劣るため，実践的な人材教育に重点が置かれる戦略が取られ
た．しかし今度は，既存大学側の人材育成が産業ニーズよりにシフトしてきたため，ポリ
テクニックの存在意義はさらに薄れることとなった．これらの背景には，英国における産
学連携に対する意識改革が進み，大学側のスタンスが変化してきたことが要因として上げ
られる． 
産学連携への意識改革が進んだといっても，オックスフォードやケンブリッジなどの名
門大学では，教育内容は一般教養に重きが置かれ，期待される研究開発への貢献も旧態依
然とした状態が続いていた．その結果，政府主導による産学連携支援の施策が実施される
10 数年前まで，英国における産学連携は，産業界への人材供給という面では成果を上げつ
つも，技術開発という点では大きく立ち遅れることとなる．(日本政策投資銀行[2003] 
pp.17-22)  
 一方，米国においては，1862 年に成立したモーリル法により，連邦政府主導による各州
での大学設立が支援され，大学の数が大幅に増えた．これらの州立大学は，Land Grant 
Colleges と呼ばれており，当時は米国産業の中心が農業であったため，農業技術の研究開 
 
英国大学の成立時期順６分類 
第一期 Ancient University 
第二期 Scotland の Ancient University 
第三期 Civic University（１８世紀末，多くが地域新設） 
第四期 New Civic University（～第二次大戦，ロンドン大学分校の独立及び地域新設） 
第五期 New University（戦後，国の設立） 
第六期 旧 Polytechnique（工科専門学校，1960 年代設立，1992 年大学に｢昇格｣） 
図表 4. 英国大学の６分類 
出典：日本政策投資銀行ロンドン駐在員事務所 L-44 英国型産学連携活動の軌跡 
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図表 5. 大学の研究開発費用の調達元別内訳推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
発に大きく貢献をする．英国が産業界からの財政的な支援により大学が設立，産業界への
人材提供を目標と掲げているのに対し，米国の州立大学では連邦政府主導の財政援助のも
とに設立され，地元産業へ還元する研究開発をそのミッションとしている．また研究開発
費においても，米国の研究費の 3 分の 2 は（図表 5 参照）連邦政府の予算で賄われている．
第 2 次世界大戦以降冷戦時代にかけて，米国では，軍事技術開発のために多くの研究開発
予算がつけられた．多額の予算投入は，その多くが国立の研究所や大学へと流れていった．
これら軍事目的の研究開発の成果は，その後の IT 産業やバイオ産業の進展へと大きく貢献
する結果となる．(日本政策投資銀行[2001]p.2) 
図表 6 は，2002 年度の連邦政府による Science & Engineering 分野への支援金額高額ラ
ンキングトップ 20 大学である．上位 20 大学で全体の 35％を占めており，このランキング
は前年から変わっていない．(Bennof[2004]) 州立大学と私立大学がほぼ半々であり，州
立私立に関係なく優秀な大学には積極的な研究開発支援が連邦政府により実施されている．
逆にいえば，大学の研究開発資金は，その大部分を連邦政府に頼らざるを得ない状況であ
るともいえる． 
 
 
 
 
 
 合計 連邦政府 州・ 
地方政府 
企業 大学 
内部資金 
その他非営
利機関 
1985 9,687 6,064 752 560 1,617 694 
1986 10,928 6,712 915 700 1,869 732 
1987 12,153 7,343 1,023 790 2,168 828 
1988 13,463 8,193 1,106 872 2,356 935 
1989 14,977 8,991 1,224 994 2,698 1,071 
1990 16,286 9,638 1,324 1,127 3,006 1,191 
1991 17,585 10,234 1,474 1,204 3,367 1,307 
1992 18,818 11,092 1,491 1,279 3,547 1,409 
1993 19,951 11,956 1,559 1,360 3,589 1,486 
1994 20,966 12,618 1,544 1,415 3,818 1,571 
1995 22,098 13,297 1,676 1,481 4,035 1,609 
1996 22,962 13,802 1,795 1,596 4,155 1,614 
1997 24,188 14,420 1,883 1,700 4,495 1,690 
1998 25,735 15,077 1,928 1,870 4,999 1,861 
年平均伸び率 7.8% 7.3% 7.5% 9.7% 9.1% 7.9% 
構成比：1985 100% 63% 8% 6% 17% 7% 
1998 100% 59% 7% 7% 19% 7% 
出典：日本政策投資銀行 [2003]「英米のライセンス・起業活動と大学研究部門収支の分析」 
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図表 6.  2002 年度の連邦政府による Science & Engineering 分野への支援金額高額ランキング 
(百万ドル)
大学名 Total DoD DOE HHS NASA NSF USDA その他1
すべて大学の総計 24,394.0 2,316.8 736.8 14,492.9 1,244.4 3,582.1 1,085.5 935.5
Johns Hopkins Universiity.
2 1,136.5 386.2 2.3 523.8 167.2 33.0 1.0 22.9
Universiity of Washington 576.7 39.1 14.6 419.9 9.7 73.8 3.1 16.5
Universiity Pennsylvania 479.9 18.3 6.8 423.4 1.5 26.7 0.9 2.3
Universiity of Michigan 456.8 29.2 12.2 334.6 10.7 60.2 1.2 8.6
Universiity of California-Los Angeles 439.8 37.1 21.8 322.8 14.4 40.4 0.3 3.1
Stanford University 409.1 36.4 14.2 241.7 65.1 47.7 0.0 4.0
Universiity of California-San Diego 408.7 29.3 10.9 246.4 12.0 107.1 0.7 2.5
Universiity of Wisconsin-Madison 393.6 15.8 22.5 229.9 10.6 84.8 26.2 3.9
Universiity of California-San Francisco 386.9 5.2 0.7 376.2 0.6 4.3 0.0 0.0
Washington University 381.5 5.4 2.8 344.7 4.8 23.2 0.5 0.1
Columbia University 372.9 8.2 9.3 269.3 12.3 65.7 0.2 7.9
Universiity of Colorado 358.4 13.6 5.9 214.5 49.7 45.7 0.2 28.8
Harvard University 356.5 15.7 9.5 284.2 8.5 32.6 0.0 6.1
Duke University 355.3 27.5 8.2 283.8 2.2 31.7 0.2 1.7
Universiity of Pittsburgh 351.4 13.5 3.0 316.9 2.0 13.7 0.3 2.0
Yale University 334.4 9.2 10.1 289.6 2.5 21.6 1.1 0.3
Universiity of North Carolina-Chapel Hill 329.0 6.7 2.3 278.6 2.7 19.9 0.7 18.1
Cornell University 327.5 21.5 6.2 159.6 6.9 94.5 36.6 2.1
Universiity of Minnesota 326.5 12.3 9.8 222.4 5.0 43.2 25.7 8.1
Pennsylvania State University-UP 317.8 123.4 8.0 80.5 20.8 45.7 29.0 10.4
Top 20 大学 8,499.4 853.8 181.3 5,862.8 409.1 915.3 127.8 149.3
DoD = Department of Defense; DOE = Department of Energy; HHS = Department of Health and Human Services;  NASA = National Aeronautics and Space Administration; NSF =
National Science Foundation; USDA = Department of Agriculture.
1 Includes data for the Departments of Commerce, Education, Housing and Urban Development, the Interior, Labor, and Transportation; Agency for International Development;
Environmental Protection Agency; Appalachian Regional Commission; Nuclear Regulatory Commission; Office of Justice Programs (part of Department of Justice); and Social
Security Administration.
2 Includes funding for Applied Physics Laboratory.
出展  National Science Foundation/Division of Science Resources Statistics, Survey of Federal Science and Engineering Support to Universities, Colleges, and Nonprofit
Institutions: FY 2002.
 
次に，日本の大学の歴史を振り返る．図表 7 に見られるように，戦前から 1970 年代まで，
大学に期待される産業側のニーズは質の高い人材供給であった．その後 80 年代から 90 年
代にかけて，大学が次第に改革の道を歩みはじめ，90 年代半ば頃から一気に加速し始める．
それらのベースになったものが，科学技術基本法・科学技術基本計画である．(磯谷[2004]) 
科学技術基本法とは，1995 年 10 月に衆参両院で審議，可決され，11 月に施行された法
律である．それを受けて 1996 年 7 月に第１期科学技術基本計画が，1996 年度から 2000 年
度の５ヵ年計画として閣議決定された．その中で，日本の科学技術の現状はかつてない厳
しい状況にあることを踏まえ，自ら率先して未踏の科学技術分野に挑戦していくことが必
要であるとしている．そのため 1996 年から 10 年程度を見通した計画を策定，それを踏ま
え第 1 期の 5 ヵ年計画が第 1 期基本計画として示された．内容は，若手研究者の育成や，
国等の研究成果の民間における活用の促進，産学官の人的交流のための制度改革，また政
府の研究開発投資の拡充などで，対 GDP 比率で欧米なみの水準に引き上げることを目標と
して設定した． 
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図表 7. 日本の大学改革の変遷（政策を中心に） 
● 
政府主導の
大学改革 
（明治期） 
● 
高等教育 
一元化 
高等教育機
関が大学化 
 ● 
学生紛
争  
● 
臨時教育審議会 
大学改革の進展 
●大学を取り巻く 
環境変化 
→大学改革 
   ● 
国立大学法人化法 
教職員非公務員型へ 
 ● 
大学発Ｖ国立大学 
施設無償使用許可 
          
● 
科学技術庁
設置 
      ●開かれた 
      大学システムへ 
外部評価 
教員任期制 
  ● 
専門大学院制度 
 
● 
大学と企業
の関係は，
質の高い労
働力の提供 
    
● 
産学連携政策が
スタート 
（通商産業省と 
文部省が中心） 
 
 
    ●     
科学技術基本法    
科学技術基本計画   
              ● ●         
TLO 法  日本版 SBIR･ 
日本版ﾊﾞｲ･ﾄﾞｰﾙ 
                ● 
大学連携推進室 
の設置 
● 
大学発Ｖ 
1000 社構想 
         ● 
産学連携関連施策が 
  急速に活発化 
 
戦争   1960    1970    1980        1990            2000 
  
    
 
さらに 2001 年には，第 1 期の基本計画の成果と課題を見直し，日本の研究開発水準がよ
うやく改善しつつあるものの（対 GDP 比率の研究開発投資額は欧米なみの水準に達した），
いまだ産業競争力の回復は不充分であるとし，より具体的な目標設定を行った．これが第
2 期科学技術基本計画であり，2001 年度から 2005 年度まで実施された．計画の中で，科学
技術創造立国として目指すべき国の姿として次の 3 つの姿が示された．①知の創造と活用
により世界に貢献できる国，②国際競争力があり持続的発展ができる国，③安心・安全で
質の高い生活のできる国．また，科学技術の振興は未来への先行投資として，知の創出と
人材の育成，研究成果が速やかに社会と産業に還元され，次の投資に繋がるダイナミック
な循環を目指すなどの戦略が打ち出された．具体的には，研究開発システムの改革や産業
技術力の強化と産学官連携の仕組みの改革，科学技術関係の人材養成と教育，科学技術振
興のための基盤整備など，今日の産学連携施策の基盤をなす基本政策が構築された．さら
に，総合科学技術会議が新たに設置され，科学技術政策推進の司令塔として，省庁の縦割
りを排した日本の科学技術戦略を推進していくこととなった．これ時期以降，日本の産学
連携環境は，急速に実行的に前進することとなる． 
 
 
 
出所：磯谷桂介[2004/3]｢日本の産学連携と大学改革の進展｣講演資料 
および経済産業省大学連携推進課資料から筆者が図表化 
(文部科学省・経済産業省は 2000 年の省庁再編以降使用されている名称) 
文
部
科
学
省 
経
済
産
業
省 
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2. 8 4 B米国シリコンバレーにおける産業クラスター形成とスタンフォード大学 
 次に，産業クラスターの形成において成功と言われる事例を考察する．最初にスタンフ
ォード大学という私立大学を核としたシリコンバレー，次に州立大学のカリフォルニア大
学サンディエゴ校を核としたサンディエゴという産業クラスターを，産学連携の要である
大学の技術移転機関のヒアリングを中心に事例分析する． 
 シリコンバレーは，1891 年設立のスタンフォード大学を中心とした産業クラスターが形
成された地域である．自然発生的クラスターの代表例としてよく取り上げられるが，スタ
ンフォード大学が擁する人材や技術のスピルオーバーにより今日の繁栄を築いてきた．一
方，カリフォルニア大学サンディエゴ校はスタンフォード設立から約 70 年後の 1960 年に
創立，サンディエゴ市やカリフォルニア州の政策的ミッションを強く帯びた州立大学であ
る．これら二つの象徴的事例を調査分析し，その特徴を比較する． 
シリコンバレー F13は，スタンフォード大学のあるパロアルト市からサンノゼ市に至る 11
都市一体に広がるエリアをさしている．南北の車での移動時間は車の渋滞がなければ約半
時間程度の移動距離である．シリコンバレークラスターの発展は，スタンフォード大学と
ともにある． 
スタンフォード大学は，ビジネス・地球科学・教育・工学・人間科学・法学・医学の 7
学部で構成されており，生徒数は学部生 6,654，大学院生 7,800，教師数は 1,749 である． 
スタンフォードの技術移転機関は，Organization of Technology Licensing(OTL)という
名称であり，そのミッションは大学の技術を社会に還元し，得られた収入を研究と教育に
活用することであるとしている．OTL のライセンススタッフは 8 名，その他サポートスタ
ッフや契約書担当などで構成されている．一人のライセンススタッフが担当するのは，200
～300 件と膨大な数にのぼる．これらのスタッフのバックグラウンドは修士レベルであり，
企業での経験は問われるが博士まで取っている必要はないという．インハウスの専門家は
おらず，パテント申請などの業務は弁護士事務所などに外注している．担当者は特許申請
準備段階からライセンスまで一人が面倒を(揺りかごから墓場まで)みる． 
OTLの歴史は 1970 年にスタートしたが，現在まで累積で 5200 を超える特許を開示してお
り，現在も 2100 がアクティブ14である．2400 超のライセンス契約を実施し，その内約 1350
のライセンスが使用中である．図表 8 に，OTLに巨額のライセンス収入を齎したものをまと
めた．OTLの技術移転のよるロイヤリティ収入は累積で 600 百万ドルにのぼり，内 255 百万
ドルがDNA関連の特許である．そして 460 百万ドル以上がスタンフォード大学や発明者に還
元されている．また，33 百万ドルがResearch Incentive Fund15へ寄付されている． 
OTL 設立時からのロイヤリティの変遷は， 
                                               
13 スタンフォード大学については，Catharine Ku, Director からのヒアリングを参考にまとめた． 
14 特許には有効期限があるが，有効期限中であるの意． 
15 Research Incentive Fund は，アーリーステージでイノベーティブな研究アイデアをサポートするための資
金で，Dean of Research が管理する． 
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 1970-50,000 ドル 
 1998-61.2 百万ドル(最高額) 
 2003-45.4 百万ドル 
 2003 年は 442 の発明が収入を計上．（44 件が 10 万ドル以上，７件が百万ドル以上） 
 
      図表 8. スタンフォード OTL によるロイヤリティ収入の主なもの 
1971 FM ｻｳﾝﾄﾞｼﾝｾｻｲｽﾞ 22.9 百万ドル 
1974 組み換え DNA 255.0 百万ドル 
1981 ﾌｨｺﾋﾞﾘﾌﾟﾛﾃｲﾝ 38.9 百万ドル 
1981 光ﾌｧｲﾊﾞｰ Amplifier 26.5 百万ドル 
1982 遺伝子増幅器 18.5 百万ドル 
1984 Functional Antibodies(特定機能抗体) 61.0 百万ドル 
1990‐92 Digital Subscriber Line 17.9 百万ドル 
出所：Stanford University Office of Technology Licensing(OTL)Catharine Ku, Director の資料を基に筆者が作成 
 
 ロイヤリティの分配は，グロスロイヤリティから 15%を OTL 管理費として差し引き，経
費を差し引く．ネットロイヤリティは 3 等分され，それぞれ発明者，所属機関，大学へ分
配される．2002-2003 実績ベースで発明者(8.9 億円)・所属機関(10 億円)・大学(9.7 億円) 
2.2 億円を Research Incentive Fund へ還元している． 
 
図表 9. スタンフォードが株式を受け取った会社数と売却益(単位千ドル) 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Stanford University Office of Technology Licensing(OTL) 
Catharine Ku, Director の資料を基に筆者が作成 
 
ライセンス契約の形態としては，ライフサイエンス分野は小企業が独占的実施権16を，
フィジカルサイエンス分野は大企業が通常実施権17を希望するケースが多い．小企業が独
                                               
16 1 社独占で特許権を許諾する意，英語で独占は exclusive license と表現するが，発明者の権利等微妙に  
ニュアンスが違う． 
17 独占ではない実施権の許諾の意． 
 Equity を受け取った会社
数 
Equity売却による収入 
1998 6  7,969 
1999 17 0 
2000 20 10,275 
2001 13  2,130 
2002 13    406 
2003 16or17     25 
Total  21,418 
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占的実施権を取得したいとする場合，キャッシュベースでの支払いが困難なため，一部ス
トックで対価を支払うケースも多い．OTLは現在約 80 の会社の株式を保有しており，OTL
設立からの累計は約 100 社になり，売却済みの累計金額は 21 百万ドルになる．大学側の方
針として，所有する株式については，利益相反やインサイダー取引に関するリスクを回避
するために，IPO18後は早期に売却しキャッシュに変える． 
 スタンフォード大学のOTLにとって，ロイヤリティ収入は成功のひとつの指標に過ぎず，
地元の経済開発やスタートアップ企業の活動支援も大きなミッションであるとしている．
そして，技術移転は長期的な命題であり忍耐を必要とする事業であると指摘する．また，
シリコンバレーというクラスターは成熟しており，OTLはその中で知財をベースにした限定
領域で機能しているだけであると分析する．したがって，スタートアップ企業へのハンズ
オン19的な支援は実施していないし，ベンチャーキャピタルとも緩やかな関係を保ってい
るとしている． 
 シリコンバレーは，学生向けの起業プログラムや有能で経験豊富なベンチャーキャピタ
ル，100 人に 1 人はMillionaire20といわれる成功者，ベンチャービジネスに詳しい弁護士・
弁理士・公認会計士等の専門家集団，海外からの有能な研究者や技術者の自由な受け入れ，
そしてハードな仕事を精神的に癒してくれる明るい太陽という自然の恵みもある．シリコ
ンバレーのベンチャーキャピタルは，スタンフォード大学出身者にしか投資をしないとい
う話もある．これは少々極端であるが，あまりにも多くのビジネスプランを抱えるベンチ
ャーキャピタルにとって，スタンフォード大学出身というフィルターはリスク回避の確率
論から導き出された答えであることも否めない．シリコンバレーは村社会であり，そこに
住む人々のコミュニティは濃厚である．外から来るものは拒まないが，コミュニティに入
るにはそれなりの実力と努力が必要である． 
 シリコンバレーには，連邦政府の多額の政策的資金も流れ込んでいるので自立的なクラ
スターではないという指摘もある．しかしながら，今日の繁栄を生み出したものは，ポー
ターの指摘するダイナミックな競争原理そのものであり，成功と冨というインセンティブ
がそこには大きく働いている． 
 
3. カリフォルニア大学サンディエゴ校と産業クラスター形成 
Uサンディエゴの背景 U F21 
サンディエゴのコミュニケーション，バイオ／医薬系のクラスターの形成は，1960 年に
設立したカリフォルニア大学サンディエゴ校と，1923 年に米国海軍が太平洋艦隊の基地と
                                               
18 証券取引所への新規株式公開の意，Initial public offering の略語． 
19 米国のベンチャーキャピタルが支援先のベンチャーに対し，経営内部に入り込んで実施に支援する様を表
現したもの． 
20 1 億円以上のキャピタルゲインを得た人． 
21 サンディエゴの背景は(JETRO[1999])を参考にまとめた． 
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してこの地を選んだことを抜きには語れない．サンディエゴは 1848 年に米国がメキシコか
ら買い取った地域であり，年間を通じて温暖で風光明媚な全米でもっとも美しい町と呼ば
れるところである．サンディエゴの産業としては，農業・観光産業・軍事産業関連などで
あった．しかしながら，世界情勢の変遷とともに，サンディエゴも変化を遂げることにな
る． 
東西冷戦終結（1980 年代後半）にともなう軍事利用を目的とする大規模な研究開発の縮
小化により，世界をリードしてきた科学技術大国としての地位が危うくなるリスクを回避
するため，米国連邦政府はNational Information Infrastructure, NII(国家情報基盤構
想)22やHuman Genome Project(ﾋｭｰﾏﾝｹﾞﾉﾑ計画)に代表される大きな政策を実施した． 
 サンディエゴは米国本土の軍事戦略上重要な位置を占めていたため，図表 10 にあるよう 
 
図表 10. サンディエゴを支えるハイテク研究機関 F23 
名称 設立 or 創業年 
研究者数 
概要 
スクリップス海洋研究所 1892→1925 現在の名称になったのが 1925 年，現在は UCSD に編入される． 
カリフォルニア大学サン
ディエゴ校（UCSD） 
1960/7 米国政府提供の研究費取得額は全米トップ１０に入る． 
サンディエゴのバイオテクノロジー企業の基盤特許の３分の１を提供 
米国海軍研究施設  米国海軍のハイテクおよびシステム医術研究開発の全米の拠点 
情報通信技術・超音波探索技術・衛星通信技術・軍事用素材・ﾛ
ｹｯﾄ開発 
ジェネラル・アトミックス
社 
1955 
職員数 1400 名 
高温ﾌﾟﾗｽﾞﾏ制御技術の開発，原子力の平和利用に関する研究 
サンディエゴ・スーパーコ
ンピューターセンター 
職 員 数 250 名 
UCSD に付属 
国立研究所，米国高性能ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの研究主幹 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｼｭﾐﾚｰｼｮﾝを利用した物質の生物学的活性構造の解析
や生物機能を持つ新物質創出目的のｿﾌﾄｳｪｱ開発なども行われて
いる． 
ソーク研究所 1960 
職員数 700 名 
創立者は小児麻痺ワクチンの開発者（ｼﾞｮﾅｽ・ｿｰｸ） 
９名のノーベル賞受賞者がスタッフに加わる．DNA 二重ラセン構造解
析をしたﾌﾗﾝｼｽ・ｸﾘｯｸなど 
スクリップス研究所 1961 
職員数 1600 名 
1961 年に初代所長に着任したﾌﾗﾝｸ・ﾃﾞｨｸｿﾝ（腎臓免疫病理学の
権威）の影響で，1970 年代後半には世界免疫学研究のﾒｯｶとなる．
現在は脳代謝や生化学を含めた広範囲な研究が行われている． 
ラホヤ・アレルギー免疫
研究所 
1988 
職員数 210 名 
 
出所：JETRO LA Technology Report 1[1999]｢サンディエゴ地域産業としてのバイオテクノロジー｣から筆者が作成 
 
にハイテク軍事技術の研究機関が集積していたが，これらの産業の縮小により，軍事産業 
そのものが打撃を受けるとともに，それらの産業に従事していた人材が排出されることと
なった．国策として軍事技術等の民間への積極的な移転と排出された人材を活用して，コ
ミュニケーション関連およびバイオ関連の産業が新たにサンディエゴの地で急速に成長す
ることになる．(Jetro[1999]pp.7-12) 
 
                                               
22 情報スーパーハイウェイ計画． 
23 軍事関連研究所を含む，現在のサンディエゴを支えるハイテク研究機関をまとめた． 
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Uカリフォルニア大学サンディエゴ校 
サンディエゴのバイオクラスターの中核的な存在となったのが，カリフォルニア大学サ
ンディエゴ校である．サンディエゴのバイオベンチャーの特許技術は，その多くがこの大
学から生まれたものである．冷戦後の地元産業への深刻な影響下のもと，大学として何か
取り組みができないかと模索するなか，学生の安い労働力を活用することや，より賃金の
高い仕事が大学のナレッジベースで実現できないか検討された．[ヒアリング,参考文献
49] 
サンディエゴ校の技術移転機関は Technology Transfer & Intellectual Property 
Services (TechTips)であり，1994 年に設立した．TechTipsのミッションは次の３つであ
ると，この機関を代表するALAN S. PAAU, PhD (Assistant Vice Chancellor)は明言する．
①Knowledge Levelを上げる ②Knowledgeを拡散する ③Local Communityへの貢献である．
TechTipsは大学の一機関として予算で運営されており，機関として利益は上げていない．
州立大学として，ナレッジベースで地元貢献することがもっとも期待されている．そのた
め，結果としてライセンス先は 90%が地元企業であり，既存企業の新規事業としてあるい
は既存事業の補填技術としてライセンスされることが多い．ライセンスフィーはダイレク
トに大学へ入るが，大学規定のルールとして州政府へ 25%，残りを発明者と学部へ配分す
る．2003 年の実績として，移転先はサンディエゴへ 40～50%，カリフォルニア州内に 70～
80%である．アップフロントフィー24で高額の提示をしてきた州外の企業があったとしても，
地元企業へライセンスした場合の将来の州税・地元での雇用創出などと比して地元企業へ
の移転を優先するとしている．(ヒアリング,参考文献 49) TechTipsそのものでは回収し
きれなくても，州全体がひとつのカンパニーのように考えられ，地元にその利益が落とさ
れることを重視している．州立大学に期待される姿を示唆する． 
TechTips では，大学関係者に対する知的財産に関する教育なども実施しており，スター
トアップ企業に対するサポート（具体的にはベンチャーキャピタルへの紹介など）も行っ
ている．スタートアップ企業へのライセンスは 2002 年以降増える傾向にあり，2003 年実
績では，15～20%になっている．(ヒアリング,参考文献 49) 
バイオクラスターのベースとなる資産は 1960 年代にすでにサンディエゴに存在してい
た．しかしながら 1980 年代から 1990 年代までクラスターとして浮かび上がってこなかっ
たとしている．その遅延の理由の一つとして，都市圏におけるビジネス界の人材とベンチ
ャーキャピタルなどの不足を指摘している．その中で大きな役割を果たしたのは，サンデ
ィエゴ校のエクステンションカレッジから 1985 年に誕生した UCSD CONNECT である．
(Porter[2001]pp.95-96) 
 UCSD CONNECTは，独立採算で運営されている．CONNECTの実施している事業には，
                                               
24 契約時に最初に支払われる一時金，その後，マイルストーン（達成目標）ごとにロイヤリティが支払われ，
製品化後は売上に応じたロイヤリティが支払われる． 
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Springboardと呼ばれるフラッグシッププログラムやThe Life Science and High-Tech 
Financial Forumというキャピタルへビジネスプランのプレゼンテーションをする場の提
供，HR Exchangeと呼ばれる人材教育や人材交流およびネットワーク構築を支援，その他起
業家教育のためのプログラムなどを実施し，大きな成果を上げている．Springboardは，ア
ーリーステージからミドルステージ25の企業をサポートしており，ボランティアで登録さ
れたメンター26より，事業計画の内容を始めさまざまなビジネスシーンでの指導を受ける
ことができるプログラムである．また，資金調達では，2004 年実績（11 月時点）で，80
社の応募から 34 社が選ばれてプレゼンテーションを実施しており，1 社あたり平均 4.3 百
万ドルの調達に成功している．図表 11 は，支援機関が役に立ったかどうかを調査したもの
だが，CONNECTへの高い評価が伺える．(UCSD[2004],参考文献 57) 
 
 
 有効だったと回答した割合 
 
有効ではなかったと回答した割合 
 既存企業 起業家 既存企業 起業家 
大学ベース 
例：UC CONNECT 58% 70% 42% 30% 
大学の技術 
移転機関 41% 46% 59% 54% 
経済開発団体 44% 39% 56% 61% 
 
 
このように，短期的に大きな成果を生み出しているサンディエゴのハイテククラスターで
あるが，課題も残している．たとえば，シリコンバレーと比して研究機関も含めすべてが
小規模であり，クラスターの構成要素であるビジネス支援環境はまだまだ不足している．
バイオの先進地域であるボストン，サンフランシスコには，すでに地域経済の要である大
型の都市銀行や潤沢な資金を提供するベンチャーキャピタルなどビジネスインフラが整っ
ているが，サンディエゴでは投資家を誘致するために大きな努力を払っている．また，専
門サービスを提供する法律事務所や会計士事務所なども少なかった．2000 年代に入ってか
らようやく，サンフランシスコやボストンなどからサンディエゴへ事務所進出するところ
が増えてきた．(ヒアリング,参考文献 49) 
 ポーターは，クラスター形成のきっかけとして，革新的企業（アントレプレナー）の存
在というケースがあると指摘しているが(Porter[1998]p.238)，サンディエゴでもバイオク
ラスター形成の要因となった Hybritech という会社が存在する（図表 12）．Hybritech は大
手製薬会社に売却されたが，そこからスピンアウトした人材が売却益を活用し新たな 
                                               
25 アーリーステージは創業初期段階，ミドルステージはその次のステージ，その後，レイターステージ（IPO
前後）となる． 
26 ベンチャー成功者や支援者など，精神面も含めた企業家のサポートをする人達，第１線を退いているケー
スも多い． 
出典：Council on Competitiveness, Cluster of Innovation Initiative: SAN DIEGO 
図表 11. 地域の機関がコラボレーションに有効かどうかに関する報告（筆者訳） 
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バイオベンチャーを創業した．その繰り返しの中で，現在は第 5～6 世代のバイオベンチャ
ーが誕生し，バイオクラスターの厚い層ができ上がってきている．米国商工会議所が実施
したサンディエゴの調査リポートでは，次の３つの理由により重要であったと指摘してい
る．①地元経済とファイナンシャルコミュニティに対する企業が発展しうるとのデモンス
トレーション，②起業家精神のあるバイオテクノロジー経営者の育成，③売却金は新たな
ベンチャー立ち上げのための人材雇用に十分な資金を提供．(Porter[2001]p.68)（筆者訳） 
卓越した研究員を擁する研究所と大学，魅力的なバイオベンチャー，それらをサポート
するサービス産業の集積，サンディエゴはクラスターとしての必要要素を備えてきた． 
サンディエゴは前述のシリコンバレーとは異なり，キーとなる研究所は存在していたも
のの，人材とビジネス環境で劣位にあった．ただ，風光明媚な土地柄，シリコンバレーや
その他の地での成功者が，退職後の終の棲家としてこの地に移り住むことも多く，ビジネ
スにも経験の豊富な富裕層が集積することとなる．この人たちがエンジェルとなり，メン
ターとなり，サンディエゴの起業家を育成するインキュベーション機能となっている．ま
出所: Cluster of Innovation Initiative, San Diego , Council on Competitiveness Report 
資料：CONNECT, University of California, San Diego 
図表 12. Hybritech 社からスピンアウトした企業 
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た，すでに述べたように，大学がクラスターの中核機関として大きく貢献している事例で
あるということができる． 
 大学側はさらにリサーチパークの開発に着手しようと土地の手当てまで準備を進めてい
たが，民間による開発投資が積極的に実施されるようになったため，大学側での実施は中
断したとしている．(ヒアリング,参考文献 49) ここでも自立的な民間の競争原理が働き
だしたといえよう． 
 米国の産業クラスターにおける大学の位置付けを明確にするために，今回の事例を使い
整理してみる．事例で紹介した 2 大学はどちらも高度な研究開発力を有した全米でも有数
の大学である．スタンフォード大学は私立大学であり，財政的な面で収入の大きな部分を
基本財産の収益から得ている．その基本財産は 2001 年度で 82 億ドルにも登る27．一方，
カリフォルニア大学サンディエゴ校は州立大学であり，公的資金が財政基盤の大きな割合
を占めている28．また両校とも，連邦政府からの研究開発費獲得額で全米ベスト 10 に入っ
ており(潮木[2004]pp.178-182)，いずれも，財政的に潤沢な資金をもって大学運営が行わ
れていることが推察される． 
それぞれの地域の特色について言及すれば，スタンフォードは成熟したコミュニティが
すでに形成されており，大学役が果たす役割は極めて限定的な範囲である．一方，サンデ
ィエゴは新しいクラスターであり，大学が地域へ積極的に関与し，コミュニティ創出への
貢献をしている．産業クラスターに必要な要素は未だ完全ではないが，インフラは次第に
整いつつある．このことから，クラスターの中で大学が果たす役割は，コミュニティの成
熟とともにより限定的なものになるのではないかということが推測される． 
また，大学はクラスターの産業集積の求心力として貢献する．トップクラスの製薬会社
では，研究所をポテンシャルのある大学の町に分散して設けている．大学およびその大学
の周辺に立地するバイオベンチャー企業とのネットワークが重要だからである．企業にと
って分散することによるマイナス要因は情報化によりその補完ができる．しかしながらリ
アルなネットワークは立地によるところが大きいと分析する． 
 
小括 
 これまでの内容から鑑みると，産業クラスターの形成時には，クラスターの中核となり
うる研究開発能力の高い大学の存在およびその貢献が大きな役割を果たしている．次に，
クラスターが次第に成熟していくと同時に，クラスターのメインプレーヤーは民間の企業
に移っていくと分析される．サンディエゴの事例でも紹介したように，大学が実施しよう
とした開発がクラスターの成長とともに，民間がその役割を代替していくことでも検証さ
                                               
27 スタンフォード大学の不動産運用を一手に取り扱う弁護士事務所がある． 
28 潮木守一[2004]『世界の大学危機』中公新書によると，1999～2000 年の公立大学全体平均では公的資金は
51%である． 
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れる．ただし，大学は本来のミッション，つまり研究開発力と高度に訓練された人材の提
供や地域の求心力としての役割は，引き続き大きな貢献が期待されていることには変化は
ない． 
次に，国立大学の独立法人化後，日本においては大学のあり方が厳しく問われる時代に
入った．研究費の配布はその研究成果の評価による選択と集中が実施され，コスト面でも
研究室レベルへの負担が増える傾向にある．結果，米国の大学のように，必要な研究資金
は自ら調達することが大学レベルでも研究室レベルでも問われることになった．米国では
私立大学に研究開発能力の高いところが集中しているが，日本では国公立大学がその位置
にある．基本財産による潤沢な資産運用を行っている米国の私立大学と比して，財政的に
も不安定である日本の国公立大学が，産業クラスター形成時に期待される大学の役割を，
どの程度まで達成できるのであろうか，大いに疑問が残るところである．財政の不安定さ
と産学連携の成果を急ぐ大学を取り巻く現在の環境が，産学連携をゆがめた姿にしてしま
う危険性があると申し添えたい． 
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第２章 米国の産学連携を担う研究大学の財政構造29 
 第１章において，大学が産業振興の中でどのような役割を担うのか，先行研究および日
本の政策，米国の事例を通じて整理を試みた．その結果，産業クラスターの形成時には，
研究開発能力の高い大学が大きな役割を果たしており，クラスターが次第に成熟していく
と同時に，クラスターのメインプレーヤーは民間の企業に移っていくことが明確となった．
また，私立大学が研究の中心的役割を果たしている米国のモデルをトリガーとして日本の
政策が進められてきたが，そのモデルである米国研究大学の競争優位の条件や本質が十分
に分析されているとはいえず，その全体像も明確には見えていない．そのため，部分最適
としての制度輸入が先行し，期待すべき成果が出にくいと考えられる．そこで本章では，
米国研究大学の競争力の源泉について，具体的に進められている制度を整理するとともに，
その制度を根底で支えるファイナンス，すなわち財政の収入と支出について，フローとス
トックの両面で分析し，いくつかの視点から論じるとともに，日本の大学に対する含意を
考察し，併せて日本の大学の財政問題の今後の課題を示す． 
なお，本章において対象とする研究大学(Research University)については，後述するよ
うに，複数の考え方があり明確に定義することは難しい30 F．著名なものではカーネギー教
育振興財団(The Carnegie Foundation for the Advancement of Teaching)による調査があ
り，研究大学を博士号授与数等によって規定している．また，他の事例では連邦研究資金
獲得額や教員の受賞数などが，研究大学の評価項目として使用されている．そこで本章で
は，研究大学についていくつかの代表的な事例を使い，その一般的な特徴をまとめる． 
 
第１節  米国の科学技術政策と大学 
 近年の米国の研究大学について分析を行う前に，研究大学が米国の科学技術政策におい
てどのように位置づけられてきたのかを見ておく必要がある．この節は，第 2 節，第 3 節
で現在の研究大学の実態に迫る前提として，戦後の米国の科学技術政策の変遷について，
科学技術政策と研究大学との関係を中心に概観する． 
 
1. 米国科学技術政策の流れ F31 
 戦後の米国の科学技術政策は，The Office of Scientific Research and Development
のディレクターであるヴィネバー・ブッシュが，1944 年 11 月にルーズベルト大統領の依
頼を受け，第 2 次世界大戦後の米国における科学政策のあり方について提言をまとめた
                                               
29 本章は，木村[2006]，「米国研究大学の競争力に関する一考察」からまとめた． 
30 NB online の「有力研究大学による資金を供給，文科省の新施策がスタート」（2006 年 11 月 30 日）という
記事の中で，「研究大学とは，行政府（各省庁）が提供する競争的研究資金を多く獲得し，優れた教育・研
究環境を整備し，教育と研究の両面で成果を上げている大学を意味する」とされている． 
31 本節は中山茂[2006]『科学技術の国際競争力』朝日新聞社，The National Science Foundation[2005]“The 
National Science Board, A History in Highlights 1950-2000”,Roger L. Geiger[1993]“Research & 
Relevant Knowledge”New York, Oxford University Press などを参考にしている． 
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Vannevar Bush,“Science : The Endless Frontier”32に始まる． 
同報告書の中で，ブッシュは次の点を指摘している．第 1 に，基礎研究の重要性である．
基礎研究は実際のゴールを考えずに行われるが，もし基礎研究が無視されるようなことが
あれば，産業振興そのものが澱んでしまうので，カレッジや大学および研究所が担う基礎
研究は，公的な資金で援助することが必要であるとしている．第 2 に，科学技術政策を助
言する機関として，政府系機関とは無関係の科学者から構成される科学諮問委員会の設置
についても言及している．このように，報告書は大学の基礎研究と未来の科学者教育に対
し，継続的な資金を提供することを連邦政府に進言するマニフェストとなっており，この
マニフェストをもとに，1950 年に全米科学財団（National Science Foundation(NSF)）が
設置されている．ブッシュが示した科学技術研究開発政策は，ブッシュ・パラダイムと呼
ばれ，戦後を支配する科学技術政策のパラダイムとなる．しかしながら，実際にブッシュ・
パラダイムが米国の科学技術政策として採用されるのは，約 10 年後にソビエト連邦による
1957 年 10 月 4 日のスプートニク 1 号の打ち上げ成功によって米国が科学技術政策の見直
しを進めた（スプートニクショック）後になる (中山[2006])．  
こうした「パニックの中から，やがて 2 つの政策が出てきた．一つは基礎科学重視，も
う一つは大学院の支援であった．」(中山[2006]p.62）と言われている．更に，大学が国の
科学技術競争優位の源泉と位置付けられるために追い風となったのは，1960 年にアイゼン
ハワー政権に提出された『シーボルグ・レポート』33である．この報告書では，基礎研究
を国家資源として，また連邦政府の責任として政策的に明示すべきであるとしている．経
済進歩と国防は基礎研究に依存しているが，それらを支える研究大学はそのタスクを果た
すための資源が不足しており，公的な支援が必要であるとしている（ Vannevar 
Bush[1945]p.169）．このようにして，1960 年代に米国の研究大学支援政策は，本格的に稼
動を始めたのである． 
しかし 1968 年から 70 年代にかけて，大学紛争へと時代は移り変わっていく．また 68
年は，ベトナム戦争の反戦運動がもっとも活発になった時期であり，戦争に対する国民的
批判が高まり，軍事研究費なども批判対象となる．大学側も，軍事研究などから手を引く
傾向が強く，「軍学協同，産学協同に対するアレルギーが起こった」(中山[2006]p.109）時
代となる．しかしながら，研究開発への投資縮小は，やがて米国の経済競争力を低下させ
る結果となり，新しい問題となる． 
ロナルド・レーガンの大統領選出で始まる 1980 年代は，Rethinking と Rebuilding の期
間であったと全米科学財団（NSF）の 50 年史は分析している．そして，この時期の変化を
                                               
32 1945 年 7 月に完成し，時の米国大統領トルーマンに提出された． 
33 1960 年に President’s Science Advisory Committee(PSAC)の委員会でまとめられた報告書．アイゼンハ
ワー大統領に提出され，その後彼自身が変更や編集を行っている．委員会代表者 Glenn T. Seaborg の名前
を取って，通称｢シーボルグ・レポート｣といわれているが，正式な名前は，Scientific Progress, the 
Universities, and the Federal Government． 
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引き起こした特筆すべき環境の変化として，日本経済の台頭と石油価格の高騰，高失業率
をあげ，結果的にはこれらのことが，米国の研究を一新させるお膳立てとなったと指摘し
ている．たとえば，70 年代から 80 年代に強調された米国企業の競争力低下に対して企業
が大学との共同研究を促進したことが結果としてバイオテクノロジーなどの産業の早期育
成に繋がっている．また，1970 年代からバイオベンチャー，半導体設計，コンピュータソ
フトのベンチャー企業が台頭し，既存大企業が雇用の中心的役割を担えなくなった．法律
的にも，共同Ｒ＆Ｄ法が成立し，特許関連法が改訂され，基本特許保有者に有利な状況に
変化した．そして，バイドール法34（Bayh-Dole Act）も成立した．そうした条件を整える
ために政府は地方の大学に多額の資金を投資し，ハイテク産業の集積を図るなど，米国成
功への布石となっている(The National Science Foundation“The National Science Board, 
A History in Highlights 1950-2000”,2005) ． 
 
2. 1990 年以降の米国科学技術政策と研究大学 
東西冷戦が崩壊した 1990 年代には，米国は唯一の軍事的･政治的超大国となったが，経
済状態は財政赤字等多くの問題を抱えたままであった．そのような状況下で， 92 年に誕
生したクリントン政権が積極的に支援したバイオテクノロジーは急速な伸びを見せ，その
後の米国経済の反映を象徴するものとなる．94 年 8 月に発表されたScience in the 
National Interest35Fのなかで，科学こそが米国の未来への投資に不可欠な要素であること
が指摘され，50 年前に書かれたVannevar Bushが書いたScience：The Endless Frontierに
その投資戦略が明確に提示されているとしている．クリントン政権時代に米国の基礎研究
と産学協同を重視した科学技術政策があらためて強調され，制度的，政策的にそうした科
学技術政策を促進する体制が整えられていったといえよう．また，米国で進められた科学
技術政策と産学協同の体制は米国経済の競争力の源泉という評価が定着し，日本を始め世
界各国がアメリカ型のシステムの導入を図っていくのも 90 年代に入ってからのことであ
る． 
続くジョージ・Ｗ・ブッシュ共和党政権では，2006 年 1 月 31 日の大統領一般教書演説
に引き続き，2006 年 2 月に Domestic Policy Council Office of Science and Technology 
Policy が発表した『米国競争力イニシアティブ』(American Competitiveness Initiative)
のなかで，連邦政府の研究開発予算の重要性について，過去米国は科学と技術への投資を
通じて経済革命を起こし，世界をより良い方向へ変えてきた，そして今後もさらに競争力
を高めるには，研究開発への投資や教育が重要であると述べている．具体的には，物理学
と工学の基礎研究プログラムに対する政府系機関による支援を今後 10 年間で倍増すると
                                               
34 米国の Birch Bayh 上院議員と Robert Dole 上院議員の提案により制定された法，両者の名前から命名され
ている． 
35 クリントン政権の基礎科学に対する方針文書． 
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している．ブッシュ政権の 2007 年度予算では，研究開発予算は約 1370 億ドルを計上して
いるが，これは 2001 年度と比較すると 50%を超える増加となっており，2001 年度以前と比
べても格段に高い増加率を見せている．(Domestic Policy Council Office of Science and 
Technology Policy,“American Competitiveness Initiative ”，Feb.2006) 
これまで見てきたように，戦後の米国科学技術政策は，大統領のイニシアティブや時代
環境の大きな影響下にあった．しかし，時の政策の影響を受けながらも，1945 年に提出さ
れたヴィネバー・ブッシュの提言の根幹である基礎研究の重要性と連邦政府の支援は，ス
プートニク以降今日までの 50 年，米国において連綿と継続されてきたといって過言ではな
いであろう．そして，それを変わらず支えてきたのは，激しい競争環境に置かれている研
究大学である． 
 一方日本では，1980 年代の繁栄から，基礎研究ただ乗り論によるジャパンバッシングを
受ける 80 年代後半を経て，90 年代前半のバブル崩壊，アジアの台頭とともに，失われた
10 年といわれる時代に突入していく．日本は，80 年代頃から文部省，通商産業省を中心に
産学連携政策が実施されていたが，本格的な科学技術政策として打ち出されたのは 1995
年の科学技術基本法からになる．そして 98 年｢大学等における技術に関する研究成果の民
間事業者への移転の促進に関する法（TLO 法）｣による TLO 機関の認定，99 年に｢産業活力
再生特別措置法第 30 条｣の規定による｢日本版バイドール法｣の制定，2000 年の｢平沼プラ
ン｣による大学発ベンチャー1000 社構想，知財管理室の設置，05 年の国立大学の独立行政
法人化へと，大学を取り巻く政策が次々と実施されている．日本も，大学の先端技術に日
本のイノベーションの源泉を期待する時代に入ったと言えよう．06 年 5 月に発表された経
済産業省『新経済成長戦略』においても，日本の進むべき方向を，米国のように先端的技
術開発を通じた世界のイノベーションセンターであると結論付けている(経済産業省『新経
済成長戦略』[2006])．  
しかしながら，米国の研究大学と日本の研究大学では，その制度も産学連携の歴史も異
なる．同様の機能を求められて短期間に対応できるものではない．特に，国からの交付金
が徐々に削減される日本の旧国立大学を中核とする研究大学が，今後先端的な研究体制を
維持しながら，大学をマネジメントしていけるのかどうか，大きな課題を残している． 
次の節以降では，先行事例である米国の研究大学の制度と，その活動を支える財政を研
究し，その競争力の実態を分析する． 
 
第２節  米国の研究大学 
 本節では，米国研究大学の実態を複数の視点から分析する．その前提として，米国研究
大学の特徴について論じる．米国における研究大学（Research University）については複
数の考え方があり，前述したように明確には定義できない．そこで，まず最初にいくつか
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の著名な研究大学に関する調査事例を取り上げ，調査で利用されている重要な評価項目に
ついて検証する．その上で，研究大学の特徴を研究費と大学の制度の二つの面から見てい
く． 
 
1. 9 1 B研究大学の特徴 
米国で研究大学を定義する基準が公に存在しているわけではない．研究大学は，何か特
別の基準をクリアした上で与えられる資格ではない．しかし，研究大学という用語は戦後
には一般的に用いられているし，研究大学についてのイメージも広範に共有されているよ
うである．ここでは，最初に研究大学の範囲とその特徴について検討しておこう． 
米国の研究大学の集まりとしてよく知られているのが，1900 年設立の米国大学協会（The 
Association of American Universities(AAU)） F36Fであり，今日では米国の 60 の大学とカ
ナダの 2 校で構成されている．AAUは，研究大学の研究資金の問題や研究ポリシー，また大
学院教育に対し，それぞれの課題を解決することに注力している．AAUの会員資格は厳しく，
研究と教育双方の質と量により評価される．新会員は協会からの招待がなければ入会する
ことはできず，そのため協会は非会員を定期的に評価している．更に，協会としての質を
保証するため，既会員の評価も続けている．AAUに加盟している大学は，歴史的に研究大学
として認知されていると言ってよいだろう． 
次に，研究大学に関する調査として最も有名なものにカーネギー教育振興財団（The 
Carnegie Foundation for the Advancement of Teaching）のものがあり，そこでは研究大
学をDoctoral/Research Universitiesという項目に分類している．この項目に分類される
ためには，博士号の授与数が条件として使われ，研究分野の数により二つの条件が用いら
れている．15 分野以上の研究分野をもつ多分野（Extensive）の場合，年間 50 以上の博士
号授与等がDoctoral/Research Universitiesの条件となっている．博士号を授与できるだ
けの大学院教育および審査能力を有している大学が研究大学として重視されていることが
わかる．同財団の基準によるDoctoral/Research Universitiesが一般的には認知されてい
る研究大学の範囲と重なっており，その数は 200 以上ある37F． 
 
 
 
 
                                               
36 ハーバード大学，スタンフォード大学，ジョーンズ・ホプキンス大学，カリフォルニア大学バークレー校
という現在の米国研究大学をリードする 19 大学によって，米国研究大学の国際的な地位を高めるために設
立された． 
37 カーネギー教育推進財団の Doctoral/Research Universities という分類では，全米研究大学の数は 261 校
となっている．The Washington Advisory Group LLC,“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”，
2003 では，｢米国にはおよそ二〇〇の研究大学がある｣（p.3）と書かれており，研究大学の範囲はカーネギ
ー教育推進財団の Doctoral/Research Universities の定義の範囲に近いことがわかる．なお，同財団の定
義については，谷聖美『アメリカの大学』ミネルヴァ書房，2006 年も参照． 
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９つの評価項目のうち
　　①１－２５位に入っている項目数
　　②２５－５０位に入っている項目数
　　③アルファベット順
①→③の優先で順位付け
１-２５位に
入っている
項目数
２６-５０位に
入っている
項目数
私立 Harvard University 9 0
私立 Massachusetts Institute of Technology 9 0
私立 Stanford University 9 0
私立 Columbia University 8 1
私立 Cornell University 8 1
私立 Johns Hopkins University 8 1
私立 University of Pennsylvania 8 1
私立 Duke University 8 0
公立 University of California - Berkeley 8 0
公立 University of Michigan - Ann Arbor 8 0
私立 Yale University 7 2
私立 University of Southern California 7 1
公立 University of Washington - Seattle 7 1
公立 University of Wisconsin - Madison 7 1
私立 Washington University in St. Louis 7 1
公立 University of California - Los Angeles 7 0
公立 University of Minnesota - Twin Cities 6 2
公立 University of Texas - Austin 6 1
私立 Princeton University 5 2
公立 University of California - San Diego 5 2
公立 University of California - San Francisco 5 1
私立 University of Chicago 4 5
公立 Pennsylvania State University - University Park 4 2
公立 University of Illinois - Urbana-Champaign 4 2
私立 Northwestern University 3 5
公立 Ohio State University - Columbus 3 5
公立 University of North Carolina - Chapel Hill 3 5
公立 University of Pittsburgh - Pittsburgh 3 5
私立 California Institute of Technology 3 4
私立 Emory University 3 4
公立 University of Florida 3 4
公立 Texas A&M University 3 3
私立 New York University 2 6
公立 University of Arizona 2 5
公立 University of Virginia 2 5
公立 University of California - Davis 2 4
私立 Baylor College of Medicine 2 3
私立 Brown University 2 2
私立 Dartmouth College 2 1
私立 Rice University 2 1
私立 Vanderbilt University 1 5
公立 Michigan State University 1 4
公立 Purdue University - West Lafayette 1 4
公立 University of Colorado - Boulder 1 4
公立 University of Maryland - College Park 1 4
私立 Boston University 1 3
私立 Rockefeller University 1 3
私立 University of Notre Dame 1 2
公立 University of Alabama - Birmingham 1 1
公立 University of Georgia 1 1
私立 Yeshiva University 1 1
公立 University of Arkansas - Fayetteville 1 0
公立 University of California - Santa Barbara 1 0
図表 13. 米国研究大学ランキング（1-25位に 1項目以上入った大学） 
 
出所: TheCenter,University of Florida,“The Top of American Universities”, An Annual 
Report from The Lombardi Program on Measuring University Performance より筆者が作成 
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こうした研究大学を対象にその評価を実施しているのが TheCenter,University of 
Florida であり，その報告として公表されたのが“The Top of American Universities”
である38．同報告書によれば，研究大学の評価項目として，総研究費（Total Research）， 
連邦政府の研究費（Federal Research）， 基金財産（Endowment Assets）， 年間の寄付金
（Annual Giving）， 国立アカデミー会員数（National Academy Members）， 教員の受賞数
（Faculty Awards）， 博士号取得者数（Doctorates Granted）， 博士号取得後の研究員
（Postdoctoral Appointees），学力検査のスコア（Median SAT Scores）という９つの指標
を使用している．これらの指標のなかで，1 位から 25 位，及び 26 位から 50 位にランクさ
れた指標の数を上位からならべたのが図表 13 である．ここに示されているのが，米国にお
ける上位の研究大学になる．なお，これらにランクされるためには，連邦政府からの研究
費を 2000 万ドル以上獲得していることが前提条件となっている．(TheCenter,University 
of Florida,   “The Top of American Universities”, An Annual Report from The Lombardi 
Program on Measuring University Performance,2004) 
図表 13 にあるように，1 位から 25 位に 1 指標以上ランクされた大学は 53 校あり，私立
が 26 校，公立が 27 校である．すべての項目が 25 位に入った大学は，ハーバード大学，マ
サチューセッツ工科大学，スタンフォード大学の 3 校である．次に，コロンビア大学，コ
ーネル大学，ジョーンズ・ホプキンス大学，ペンシルバニア大学と続いている．この評価
手法では，研究資金獲得額，財政基盤，学生への支援，教員の実力，大学院の評価，学部
生の学力評価など，全般で実力を有している大学を上位の研究大学と位置付けている．こ
れらの項目は，それぞれ個別に存在しているのではなく，強い相関関係にあり，研究大学
を総合的に評価する方法として適切ではないかと考察される．その他にも，後述するよう
に The Washington Advisory Group LLC などが，研究大学についての調査，ランク付けを
行っている． 
 
2. 9 2 B研究大学の研究費 
次に，米国大学の R&D 支出額（研究費）の動向について最近のデータから，定量的に分
析する． 
大学の研究費は，図表 14 からわかるように， 2004 年度に 429 億ドルに達し， 1994 年
の 210 億ドルから比較すると倍増している．連邦政府が提供している資金は，2004 年度に
は総額の 64%を占めており，この比率は 99 年の 58％から微増している．なお，連邦政府か
ら大学研究費への支出は，連邦科学技術（Federal Science & Technology(FS&T)）予算 F39F
の約 45%を占めている．次に，図表 15 は，連邦政府によって提供された 274 億ドルの 2004
                                               
38 現在(2010 年 11 月)は，The Center for Measuring University Performance,Arizona State University
に代わっている． 
39 2006 年度連邦政府の連邦科学技術(FS&T)予算要求額 608 億 1900 万ドルを参考に算出している． 
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　　　　　図表14.　FY1999～FY2004米国大学の研究開発支出額
(単位：百万ドル）
資金の出所と特徴 1999 2000 2001 2002 2003 2004
総額  27,531  30,069  32,794  36,367  40,057  42,945
資金の出所
連邦政府  16,102  17,536  19,222  21,863  24,744  27,379
州政府と地方自治体    2,021    2,200    2,320    2,505    2,650    2,847
企業    2,033    2,156    2,220    2,187    2,163    2,107
機関の資金    5,381    5,924    6,607    7,126    2,659    7,771
その他    1,994    2,254    2,425    2,687    2,842    2,841
(連邦政府負担率) 58% 58% 59% 60% 62% 64%
研究開発対象の特徴
基礎研究  20,365  22,453  24,372  27,276  29,961  32,308
応用研究開発    7,166    7,616    8,422    9,091  10,095  10,638
出所：NSF科学資金統計課,FY2004大学の研究開発費調査より筆者が作成
(単位：百万ドル)
USDA DoD DOE HHS NASA NSF その他(注1)
42,945 100%        27,379 64%          761       2,478          940     14,083       1,098       3,232       3,145
  1,405 3%          1,028 73%              2          303            32            27            39          411          119
  2,354 5%          1,596 68%            44          140            68            31          232          521          474
  25,650 60%        15,744 61%          618          390          129     12,062          105          484       1,261
農業科学   2,695 6%             868 32%          430            12            19            81            15            97          188
生物科学   7,840 18%          5,504 70%          161          121            66       4,247            45          347          308
医科学      14041 33%          9,372 67%            27          257            44       7,734            45            40          765
450 1%             319 71%              2            31              7            50              5          154            25
  3,545 8%          2,567 72%              7          307          365          431          337          720          208
     782 2%             587 75%               -            27               -          435            10            46            56
  1,670 4%             695 42%            35            24              5          249            15            97          233
  6,312 15%          3,902 62%            34       1,205          306          225          346          720          613
DoD(Department of Defense)国防省,DOE(Department of Enegy)エネルギー省,
HHS(Department of Health and Human Services)厚生省,NASA(National Aeronautics and Space Administration)航空宇宙局,
NSF(National Science of Foundation)国立科学財団,USDA(Department of Agriculture)農務省
出所：The National Science Foundation, Academic Research and Development Expenditures Fiscal Year 2004より筆者が作成
物理科学
工学
心理学
社会科学
(注1)この表にリストアップされている６機関以外の合計
図表15.  FY2004米国大学支出元別分野別（科学・工学分野）R&D費用
支出元と分野
総R&D
支出(A)
分野別
比率
連邦政府
支出分(B) (A)／(B)
(Ｂ)の内訳
数理科学
総R&Ｄ支出
生命科学
(分野別）
情報科学
環境科学
年度支出元別分野別支出額を分析したものである．分野別では，  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生命科学が 60％と全体の半分を占めている．その反面，数理科学，心理学，情報科学，社
会科学分野の占める割合が少ない．連邦政府支出分の内訳として最も大きな資金は，
Department of Health and Human Services (HHS) (主にNational Institutes of Health 
(NIH))の 141 億ドルで，その資金の内，約 85%が医科学と生物科学に使われている40． 
また，図表 16 は，米国大学（科学・工学分野）の 2004 年度の総 R&D 支出総額トップ 20
大学およびそれに占める連邦政府 R&D 費の割合を示しているが，これらの大学で米国大学
                                               
40 NIH の予算は FY2003 の 109 億ドルから，3 割近い伸びを見せている． 
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（科学・工学分野）R&D 支出全体の約 30％，連邦政府支出の約 35％を占めている．一方，
大学の総研究費に連邦政府支出が占める割合は，トップ 20 大学で 64%，その他の大学で 62%
と大差は見られない． 
 
 
 以上の点から，米国大学（科学・工学分野）研究費は，分野や研究予算規模に関係なく，
連邦政府の資金に大きく依存していることが伺える．分野では，農業科学と社会科学で平
均より低い数値となったが，医科学や生物科学のように資金需要が大きい分野のみならず，
数理科学などの資金需要の低い分野などにおいても同様の傾向が見られる．このことから，
米国における科学・工学分野の研究開発資金は，分野に関係なく連邦政府の手厚い保護下
にあり，連邦政府が大学の研究開発力に大きな役割を持っていることがわかる.「アメリカ
の大学はもともとは教育重視であったので研究のための資金は外部から調達する伝統があ
った．1920 年代は非営利財団，1960 年代は連邦政府，1980 年代以降は産業界である．ま
た，相対的に産学連携が後退した時期もあったが大学と産業界は伝統的につながっていた．
2003年度合 （単位：百万ドル）
2004(A) 2004(B) (A)/(B) 2003(B') (A')/(B')
42,945 40,057 順位 27,379 64% 24,744 62%
12,888 12,254   8,741 68%   7,902 64%
1 Johns Hopkins University   1,375   1,244   1   1,229 89%   1,107 89%
2 University of California, LA      773      849      2      461 60%      421 50%
3 University of Michigan      769       780      3      521 68%      517 66%
4 University of Wisconsin Madison      764       717      4      434 57%      396 55%
5 University of California, SF      728       671      6      419 58%      372 55%
6 University of Washington      714      685      5      625 88%      566 83%
7 University of California, SD      709      647      7      466 66%      400 62%
8 Stanford University      671      603      8      542 81%      484 80%
9 Pennsylvania State University      600      533      11      348 58%      301 56%
10 University of Pennsylvania      597      565      9      435 73%      416 74%
11 Cornell University      576      555      10      339 59%      321 58%
12 Massachusetts Institute of Technology      543      486      17      428 79%      356 73%
13 University of California, Berkeley      526      507      14      269 51%      238 47%
14 Duke University      521      520      12      348 67%      307 59%
15 Ohio State University      518      496      15      285 55%      198 40%
16 University of Minnesota      515      509      13      308 60%      293 58%
17 University of California, Davis      512      482      18      222 43%      208 43%
18 University of Illinois Urbana-Champaign      506      494      16      276 55%      266 54%
19 Washington University. St. Louis      490      474      19      371 76%      357 75%
20 University of Colorado      483      437 -      415 86%      378 87%
その他大学合計 30,057 27,802 18,638 62% 16,842 61%
（注１）図表4はFY2004を基準に順位付けしている。合計のFY2003の順位は、FY2003合計のランキングを表している。
（注2）連邦政府から支出されたR&D支出，合計はそれ以外も含む。
（注3）The Johns Hopkins University はThe applied Physics Laboratoryを含む。
出所：The National Science Foundation, Adademic Research and Development Expenditures: Fiscal Year 2003～2004より
         筆者が作成
図表16　米国大学(科学・工学分野）R&D支出FY2004合計トップ20, 2003-4年度実績（注1）
合計 連邦政府（注2）
2003(A')
トップ20大学
総R&D支出
FY2004ランク
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さらに，18 世紀には教会，19 世紀には実業界が理事会を支配し大学に影響力を行使した．
アメリカの大学はこのような外部の権力の影響を受けながら，外部社会とのかかわりを持
ちながら，外部から研究資金を調達しながら，キャンパスでの学問の自由を確立してきた．」
（宮田[2002]p.223)「第２次世界大戦をきっかけに連邦政府が大学の研究資金の中心スポ
ンサーとなった．」（宮田[2002]p.87)と指摘されているように，アメリカの大学の研究資金
については，時代の流れとともに，安定した資金の供給源として連邦政府の競争的資金を
得ることが必然となり，連邦政府の政策と相まってその金額は次第に大きな割合を占める
ようになっていったことが伺える． 
 
3. 研究大学の財政と研究の好循環システム 
前項では，米国の研究大学の研究費に占める連邦政府からの資金のウェイトが高いこと
が示された． 本項では，そうした米国研究大学のシステムの強みについて，The Washington 
Advisory Group LLCがまとめた調査レポートThe Competitiveness of U.S. Research 
Universities, 200341を参考に，その特徴を整理する． 
このレポートでは「米国研究大学の定義を，学部及び大学院において教育を提供するこ
と，そしてその教育をライフサイエンス，物理科学，生物医学，工学，社会科学および人
文科学における研究へと結びつけることという２重のミッションを持っている大学」 (The 
Washington Advisory Group LLC,“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”，
[2003]p.3)とし，全米には約 200 の研究大学が存在し，その歴史は約 50 年に過ぎないもの
の，その優れたシステムは現在の米国の高競争力を生み出していると指摘している．その
上で，米国研究大学の競争力を研究大学の制度と組織に焦点を当てて論じている． 
米国の大学の制度と組織で特に評価すべき項目として，次の点を示唆する．まず連邦政
府，州政府や産業界，各種研究機関などから潤沢に入る研究資金についてである．研究資
金獲得にあたっては，研究資金を必要とする個人または研究グループ間で平等かつ激しい
競争が行われており，研究者の現在のポジションによって採択を左右されない．研究代表
者が大学を移動する場合には，資金も研究者とともに移動することになる．そのため，競
争的資金を獲得できる研究者が，大学組織の中で評価され昇進するシステムが機能してい
る．一方，競争的であると同時に，研究成果を共有するコミュニケーションシステムが働
いており，個の成果だけに留まらないシナジー効果を生み出している．一流大学の研究者
は，通常１週間に 1 日の外部コンサルティング活動が認められており，積極的に外部のコ
ンサルティングを実施し，自由な交流を行なうことを通じて民間企業への技術移転に役立
っている．また，教員の流動性が高く，そのことが大学の研究の活性化に貢献している．
更に，優れた学生を集めることへの競争が加熱し，奨学金等の好条件により学生を獲得す
                                               
41 澤昭裕他 [2005]『競争に勝つ大学：第１章米国の大学システム』東洋経済新報社はこのレポートの全文訳
である．なお，本論文中の引用については，木村(筆者)が訳した． 
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る努力が行われている．優秀な学生は有能な研究者であり，大学にとって大きな利益をも
たらす．また，学生の教育も，卒業生が最も大切な製品であるとの位置付けから，重要な
位置づけにある． 
 次に大学の組織を見ると，理事会，学長と運営陣，および教員という三者による明確な
役割分担をした組織で運営されている．ガバナンスは一般的に理事会が担い，大学のミッ
ションとゴール，資源の監督，ポリシーと手続きの承認，学長の指名，そして大学および
そのスタッフを守り監督する．マネジメントは通常学長に委ねられている．学長は大学の
Chief Executive Officer(CEO)であると同時に Chief Academic Officer(CAO)でもある．
学長は大学のミッションを明確にして目標を設定し，それらを達成するための戦略を策定
する．また，学長の下で Dean と呼ばれる学部長が，実務的な役割を担う．学長と学部長は
それぞれ他の国のシステムに比べ，強い独立性を保っている．このことが，米国の大学の
強みとなっていると考えられている．教員の採用，任命は大変厳しい．一般的にはポスト
が空くと公募され，アシスタント・プロフェッサー，アソシエイト・プロフェッサー，フ
ル・プロフェッサーとなるが，終身在職権であるテニュアはアシスタント・プロフェッサ
ーにはない．アシスタント・プロフェッサーは，通常勤務 3 年後に審査が行われ，合格す
れば，更に 2 年の研究期間が与えられる．その期間にテニュアの厳しい審査が行われる．
合格率は，50%から厳しいところでは 10%程度である (The Washington Advisory Group LLC 
[2003]“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”pp.12～17) ． 
以上 The Washington Advisory Group LLC がまとめているように，米国の大学は，自由
を与えることと引き換えに，常に競争にさらされる環境にあるということができる．国内
での苛烈な競争が，国外での競争力も高めているということが指摘できよう． 
ここまで米国研究大学について，いくつかの視点から分析を試みた．その結果，次のよ
うなことが明確になった．研究大学と位置付けられるためには，複数の項目で常にさまざ
まな機関からの評価を受け続けなければならない．その結果，優れた研究大学に競争的研
究資金が集中すること．そして，それらを支えるために，大学のシステム自体が競争的な
体制になっていることなどである．全米で研究大学と位置付けられる大学は，200～250 校
程度あるが，その中でも図表 16 に示したように，R&D 費用トップ 20 校で米国大学の総研
究費支出の 3 分の 1 を占めており，連邦政府からの研究費の占有率もほぼ同様である．一
方，私立大学と公立大学42の分布では，前出のトップ 20 校でも，図表 13 に示した米国研
究大学トップ 25 においても，約半数ずつがランキングされており，私立公立の区別なく，
成果を出していることが伺われる． 
 このように米国の大学システムにおいては，優れた教員や学生がいるところに競争的研
究資金が集中する．そのため競争的研究資金の確保には，優れた教員や学生を集める必要
                                               
42 日本とは異なった条件下にあることを留意しなければならない．たとえば，日本では私立大学にも私立学
校振興助成金が国より提供されているが，米国ではそのような制度はない． 
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がある．また，競争的研究資金のみならず教員や学生そのものの価値の向上は，外部の評
価を高め，その結果得られた研究大学としてのブランドは，企業の資金を集める．つまり
それぞれの要素が絡み合ってプラスの好循環を生み出せば，更にそれぞれが付加価値を生
み出すという連鎖を繰り返す．そして，それらの質を保持するために競争的システムが導
入されている．それでは，この連鎖を支えているものは何であろうか．価値創造の根源と
なる人材（教員，学生）を集めるためには，まず資金が不可欠である．つまり連鎖を維持
していくための経営基盤を掌る大学の自己資金が，根底でこのシステムを支えていると考
えられる．自己資金は，ストックとフローの両面で見る必要がある． 
 次の節では，米国研究大学の財政について，スタンフォード大学を中心に，カリフォル
ニア大学サンディエゴ校，マサチューセッツ工科大学，テキサス大学オースティン校を参
考に分析する．州政府からの予算が手当てされている州立大学と，独立した企業体である
私立大学の財政面からの違いを検証しながら，それぞれが事業としての大学をどのように
運営しているのかを分析する． 
 
第３節  米国研究大学のファイナンスの事例研究 
米国の研究大学の財政を支える大きな要素は，連邦政府や州政府および関連機関から提
供される研究助成金や委託研究費，寄付基金運用による投資収益，病院などを有する大学
ではメディカルセンターからの収入，州立大学であれば州政府からの歳入，そして学生か
らの授業料である．「私立大学では寄付やそれをもとにした資産の運用も収入源である．研
究予算と同様に州立大学では州政府からの資金が重要である．事業収入はライセンス収入
はもちろん，スポーツ（フットボール，バスケットボール）での収入，ブックストアの収
入などである．州立大学も私立大学に劣らず，事業収入が多くビジネスに熱心である．」（宮
田[2002]p.91)と指摘されているように，大学が独立した企業のように，安定した経営のた
め大学全体の収益を上げる努力をしてきた．また，全米の私立大学の平均では，「最大の収
入源は授業料・受験料などで 28％を占める．次いで大きいのが投資収益と，病院や関連企
業などの事業収入で，それぞれ 25％となっている．投資収益とは，主として寄付金を積み
立て基本財産（endowments）を投資信託などで運用して得られた利益である．」(谷
[2006]p.46)という事例分析が報告されている．一方州立大学についても，「州立大学は財
政的には州政府からある程度自立した存在なのである．」(谷[2006]p.48)とした上で，「私
立大学と違って州立大学は基本財産のうえに設立されるわけではないので，一部の大学を
除いて財産運用による収益はさほどでもないが，それでも寄付金などを蓄積することによ
って，多くの大学は運用可能な独自の財源を持とうとしている．しかし，寄付については，
企業・団体からのものはともかく，親や卒業生からのものは富裕層子弟の多い私立大学の
場合ほどには期待できない．」(谷[2006]p.49)と言われている．第 3 節では，研究大学を支
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える財政構造について年次報告書や財務報告書を分析することにより明らかにする．事例
としてトップクラスの研究大学である私立大学 2 校，州立大学 2 校を調査する．これら 4
校については，いずれも連邦政府等の研究費への取り組み，企業との共同研究等で成果を
上げている大学であるが，州政府等からの歳入がある州立大学および医学部（病院）の有
無による相違により財政の状況にどの程度違いがあるのかを分析する．また，日本におい
て一般化していない基金運用について，スタンフォード大学の資産運用会社であるスタン
フォード・マネジメント・カンパニー（Stanford Management Company(SMC)）43を事例に
使い詳しく見ていく．なお，事例に使っている各大学の財務報告書は，大学間により異な
った項目やルールがあるため，比較することが困難であるが，なるべく同様の項目を収支
のグラフにまとめるように試みた． 
 
1. 9 5 Bスタンフォード大学 
ここではスタンフォード大学の財政状況を，2004[財政年度] F44FのStanford Financial 
Reviewから見てみる． 
(1) 収支状況 
2004[財政年度]の活動状況を見てみると，事業費としては収入が約 23 億 73 百万ドルと
支出が約 23 億 66 百万ドルであり，7 百万ドルの収益となっている．これは病院の収支は
含んでいない．2003[財政年度]の収益が 46 百万ドルであったのに比べ，数値が悪くなって
いるが，これは 2003 年 9 月に発表された｢Expendable Funds Investment and Payout｣45に
よるポリシーの変更により，投資収益から事業運営に回す資金に関するルールが改定され
たためである． 
2004[財政年度]の大学の事業収入である 23 億 73 百万ドル46の内訳は，委託研究が 39%
でトップ，事業運営に分配された投資収益 20%，事業サポートのための寄付金（寄付金
（Gift）とはすでに受け取った寄付金の意）が 4%，同様にプレッジ（プレッジ（Pledge）
とは寄付は約束されているが，未実施の意）が 2%である．生徒からの授業料等の収入が 14%，
ヘルスケアが 10%，その他収入が 11%となっている．前年度からの主だった変化としては，
委託研究が 7%増加し，金額として 9 億 2,4 百万ドルに増加している．これらには，Stanford 
Linear Accelerator Center(SLAC)および Gamma-Ray Large Area Space Telescope(GLAST)
が大きく貢献している．SLACとGLAST共同プロジェクトは医学部のハイレベルな研究活動に
よるものである．また米国の大学にとって大きな収入源である間接経費が 14%も回復して 
                                               
43 Stanford Management Company(SMC)は，スタンフォードの財産と不動産資産をマネージするために 1991 年
に設立された大学の一部局． 
44 2003 年 9 月 1 日から 2004 年 8 月 31 日までの期間を示す．本章での大学会計年度の表現は，以降[財政年度]
で記載し，各大学の会計年度はそれぞれ脚注に記載する． 
45 Stanford University's official manual for Administrative Organization and Policies の Accounting
に関する規制に 2003 年 9 月に新たに追加されたポリシー． 
46 病院の収入 13 億 71 百万ドルを含んでいない．連結の収入は，約 37 億 44 百ドルとなる． 
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いる．これは，間接費47のレートが昨年に比べ 58%から 60%に上昇したこと，全体の研究ボ
リュームが増えたことが貢献している．ヘルスケアサービスは，9%増えて 2 億 39 百万ドル
に増加し，大学の収入の 10%になる．その他収入は，2003[財政年度]の 2 億 47 百万ドルか
ら 2004 年度には 2 億 59 百万ドルに増えた．これらの収入には，付属事業やサービスセン
ター，エグゼクティブ教育，コーポレートアフィリエイトプログラム，テクノロジーライ
センス，その他プログラム，また賄いつき寄宿やアスレティッククラブ等からの収入も含
む．テクノロジーライセンスを担う Office of  Technology Transfer(OTL)は，45 百万ド
ルの収入を上げており，その他収入の 17%を占める．しかしながら，全体収入に占める割
合は 1.88%に過ぎない48．一方，支出のほうは，全体の 60％が給与と福利厚生費となって
いる（図表 17 参照）． 
(2) 資産状況 
2004[財政年度]のスタンフォード大学総純資産は，2003[財政年度]実績では前年比 10 億ド
ルの増加であったのが，2004[財政年度]では前年比 15 億ドル増加となっている．この大幅
な純資産の増加は，投資運用の成功と新たな寄付金とプレッジの増加によるものである．
2004[財政年度]期末の純資産は，約 140 億ドルにおよぶ．総資産(約 180 億ドル)のうち投
資に回されている資金の時価総額は約 130 億ドルとなっており，図表 18 にあるように 
株式投資と投資ファンド，公社債と投資信託などに，Expendable Funds Pool や Merged 
Endowment Pool を通じて分散投資されている．その中でも，Merged Endowment Pool には
約 106 億ドルが投資されている．これらの資金の原資となっているのが，大学の基金 
 
                                               
47 間接費のレートは，前年度の実績をベースに決定される．使途としては日本の制度より自由度が高く，大
学の大きな収入源となる．澤昭裕他[2005]『競争に勝つ大学』東洋経済新報社． 
48 OTL にとって，ロイヤリティ収入は成功のひとつの指標に過ぎず，地元の経済開発やスタートアップ企業の
活動支援も大きなミッションである． 
本年度寄付
4%
本年度
非拘束化
資本
2%
授業料
14%
委託研究
（SLAC含む）
39%
投資収益
20%
その他収入
11%
健康
サービス
10%
その他
32%
減価償却
8%
給与及び
福利厚生
60%
出所：Stanford University, 2004 Financial Review より筆者が作成 
図表 17. 2004[財政年度]スタンフォード大学事業収支内訳（病院の収入は含まず） 
23 億 73 百ド
ル 
23 億 66 百ドル 
収入 支出 
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 (Endowment)である．大学の基金とは，寄付金等による資金であり，現在，大学の経営を
財政面から支えるものである．基金には，純粋寄付基金(Pure endowment fund)，一時寄付
基金（Term endowment fund），準寄付基金(Quasi endowment fund)49などがあり，寄贈者
の意向によって，永久拘束，一時拘束，非拘束純資産の３つに分けられている．Pure 
endowment fund は，寄贈者との契約により，主に元金は永久に投資され，収集や収益の一
部が The California Uniform Management of Institutional Funds Act(CUMIFA)50のルー
ルに従って使用される．一時寄付基金は，純粋寄付基金に基本的に似ているが，一定の期
間や特別の出来事が発生した場合に，元金が使用されることもあるところが異なる．準寄
                                               
49 基金のように機能するファンド． 
50 The Uniform Management of Institute funds Act(UMIFA)は統一州法全国理事会 (National Conference of 
Commissioners on Uniform State Laws)によって 1972 年に発布されたもので，病院や大学のような機関が
行う投資に関する権利を明確にするものである．現在 46 の州で採用されており，CUMIFA はカリフォルニア
州における機関資金統一管理法のことである． 
出所：Stanford University, 2004 Financial Review より筆者が作成 
投資先別 ＦＹ2004 %
cash and short-term investments 1,301,483 10.1%
Bonds and mutual funds 1,245,719 9.6%
Public equities and investment funds 5,410,935 41.9%
Assets held by other trustees(net of income hereficiary
share of $70225 and $59357 at August 31,2004 and 2003,
respectively)
Real estate and improvement, including Stanford shopping
center partnership investments
Limited partnership inestments 3,627,450 28.1%
Others 45,488 0.4%
Hospital's investment in the University's Merged Endowment
Pool($226,595)
TOTAL 12,926,345 100.0%
投資勘定別 FY2004 %
Expendable Funds Pool 1,147,139 8.9%
Merged Endowment Pool 10,615,767 82.1%
Living trusts 536,755 4.2%
Other investments 1,030,588 8.0%
Less funds cross-invested in endowment pools (including the -1,365,516 -10.6%
Hospitals' investment of $226,595 and 4130,212 in 2004 and
2003, respectively in the University's Merged Endowment
Pool)
Hospital (investment) 962,612 7.4%
TOTAL 12,927,345 100.0%
0 0.0%
81,599 0.6%
1,213,671 9.4%
図表 18.  2004[財政年度]投資資産内訳（時価総額） 
 49 
付基金は，非拘束の資金であるが，基金のように大学の裁量の下で，長期投資などに使わ
れている資金である．基金の総額は，2004[財政年度]期末に 15%増加して 99 億ドルになっ
た．2004[財政年度]に基金の運用益からペイアウトルールに基づき事業活動に配分された
額は約 4 億ドルであり，その他の投資収益もあわせると約 4.9 億ドルとなっており，全体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の事業収入の 2 割を占めている．以上を整理したものが図表 19 である．Endowment Funds51
は寄付基金のことであり，条件等によっていくつかの種類に分かれる．それ以外の約 3 万
1 千をExpendable Fundsと呼ぶ．Endowment Fundsは，また，Expendable Funds Poolから，
Merged Endowment Poolへクロス投資もされる． 
(3) Stanford Management Company の投資活動 
大学は 2 年連続で高い投資運用結果を上げており，2003[財政年度]は 13 億ドル，2004[財
政年度]には 17 億ドルとなっている．2004[財政年度]には，大学が保有していた Google
社の市場価格を見積もった 2 億 79 百万ドルの株式が含まれており，最終的にスタンフォー
ド大学が得た売却益は 3 億 36 百万ドルになった．この高額な売却益は，1974 年の組み替
え遺伝子の特許ライセンスによる 2 億 55 百万ドル52，1984 年の機能性抗体の特許ライセン
                                               
51 Expendable Funds には，Endowment Fund のうち Pure Endowment Funds と Quasi-endowment funds からペ
イアウトされた資金で，未使用になったものが Endowment Income Funds として Expendable Funds に含まれ
ている． 
52 スタンフォード大学，カリフォルニア大学バークレー校の教員が，バイオベンチャー「シータス」社の技
術独占に対抗して特許を取得し世界中に有償提供(利用許諾)した結果，両大学の知財事務局に収入が入った． 
Endowment Funds
Expendable Funds
Endowment fundsを除くすべて
の大学のファンド（３１０００以上
のファンド）
Endowment Income Funds
Revolving Debt Pool
Insurance reserves
Student Loan Funds
Plant Funds
ファンドタイプの代表的な事例
その他
Expendable Funds Pool (EFP)
Endowment Income Funds Pool (EIFP)
Money Market Instrument 及びＭＥＰへクロス投資
Money Market Instrument へ投資
Pure Endowment FundsからのEndowment Income 
FundsはＥＩＦＰへ投資される。
Pure Endowment Funds
Quasi-endowment Funds
Term Endowment Funds
その他
ファンドタイプの代表的な事例
Merged Endowment Pool (MEP)
Endowment Fundsの大部分はＭＥＰへ投資される
Pure Endowment FundsとQuasi-endowment Fundsからペイアウトされた金額の未使用分
出所：Stanford University, 2004 Financial Review および Stanford University's official 
manual for Administrative Organization and Policies を参考に筆者が作成 
図表 19. スタンフォード大学のファンドシステム 
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スによる 61 百万ドル以来の巨額の利益となる．但し，その後株価は更に上がり，スタンフ
ォード大学が実際に得た利益の倍額を獲得することも可能となっていた．2004 年に行った
ヒアリングによると，スタンフォード大学の投資政策は，利益相反やインサイダー取引を
回避するために，IPO 後は早期に株を売却することであり，Google 社の早期の株式売却も
そうした投資政策による． 
大学の連結純資産額は，2002[財政年度]の約 111 億ドルから 2004[財政年度]には 140 億
ドルへと推移している．2002[財政年度]以降の増加を支えているのは，病院営業収入の増
加や寄付の増加もあるが，投資による収益の増加が多大な影響を与えている．そして，こ
のスタンフォード大学の投資事業を実施している主体が，スタンフォード・マネジメント・
カンパニー（Stanford Management Company(SMC)）である．SMC は，スタンフォード大学
の金融資産および不動産資産をマネジメントするために 1991 年に設立された大学の一部
局である．運営は，理事会から指名された投資の専門家，不動産の専門家，学長，財務部
長，理事長，学長による役員会による．SMC は，約 120 億ドルの投資（基金と信託財産，
および Expendable funds の一時投資，商用不動産投資）を運営している． 
 大学の基金の大部分が投資されている The Merged Endowment Pool(MEP)は，約 100 億ド
ル(2004年 6月 30日付け)の金融および不動産資産でポートフォリオによる運用している．
MEP は 2004 年 6 月 30 日から遡る 12 ヶ月で 18%のリターンを生み出し，過去 10 年間で，年
15.1%のリターンを達成した．その結果，資産は 26 億ドルから約 100 億ドルへ増加した．
SMC の目的は，長期的な収益を確保し大学運営予算への資金提供を継続し続けることと，
教員や学生の将来世代のための安定的な資金力を維持し続けることである．そのためには，
最先端のポートフォリオ理論，リスク管理等を駆使し，科学的に長期投資戦略を実施して
いる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
政策による投資対象分類は，公開株式 40％，不動産 16%，絶対利益(Absolute Return) F53F15%，
                                               
53 米国で開発された投資戦略の一つ．主にヘッジファンドなどで用いられる戦略． 
出所：Stanford University, 2004 Financial Review より筆者が作成 
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図表 20. スタンフォード MEP10 年間の資産別平均投資収益率とベンチマーク比較 
(1995[財政年度]～2004[財政年度]) 
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確定利付債 12%，プライベートエクイティ 10%，天然資源 7%になっている．天然資源への 
投資は，木材や，石油およびガス資産への投資は国内外におよぶ．また，不動産投資では，
大学が所有する土地での不動産開発や管理における豊富な経験をベースに，より積極的な
戦略がとられている．具体的には，商用と住宅用不動産開発への直接投資，不動産関連フ
ァンドへの投資，不動産投資信託への投資を行うとともに，サンフランシスコベイエリア
やサンタクララ郡周辺の不動産資産に投資を実施し成功している．図表 20 は，1995[財政
年度]～2004[財政年度]のMEP資産別平均投資収益率とSMCが設定したベンチマークを比較
している．いずれの分野でもベンチマーク以上の成果を上げていることが確認できる． 
 
2. 9 6 Bその他の大学 
(1) カリフォルニア大学サンディエゴ校 (UCSD) F54 
  UCSDは，州立大学として，また研究大学として高く評価されている大学である．そのた
め収入は連邦政府や州政府の研究助成金や補助金等によるものが中心となる．将来的には，
地域連携の質量の強化と収入源の多様化を戦略的な目標としている．同校のAnnual 
Financial Report 2003-2004 F55Fを見ていくと，2005[財政年度]の目標としては，収入合計
額を 20億ドルにするマイルストーンを設定している．2001[財政年度]から 2004[財政年度]
の間に 19％もフローの収入が増えている．2004[財政年度]だけを見ると，前年比 8%の増加
で 19 億ドルに上昇している．これは，州政府からの収入は 10%減ったものの，連邦政府か
らの収入が 15%増加して 5 億 26 百万ドルになったこと，また医療センターの収入が 9%増加
して 5 億 26 百万ドルになったことによる．図表 21 は収入および支出の円グラフである．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
政府研究助成金や企業委託研究費および医療センター，州政府の教育歳出予算で全体の 4 
分の 3 を占めていることがわかる．研究助成金と委託研究費の内訳としては，医学部が 2
                                               
54 正式には，カリフォルニア大学の 1 つの分校である．カリフォルニア大学は 10 の分校をもつ． 
55 UCSD の会計年度 2003 年 7 月 1 日から 2004 年 6 月 30 日までを示す． 
出所：University of California San Diego ,Annual Financial Report 2003-2004 より筆者が作成 
図表 21. ＵＣＳＤ2004[財政年度]事業及び非事業収支内訳 
19億ドル 18億ドル 附属事業
5%
授業料および
諸経費
8%
州政府
財政歳出
1%
教育活動
9%
州政府
教育歳出
14%
医療センター
26%
研究助成金
委託研究費
32%
投資収入
1%
個人寄付
3%
公共料金
3%
減価償却費
8%
奨学金
研究奨学金
1%
給与及び
諸手当
60%
資材
消耗品
15%
その他経費
14%
収入 支出 
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億 88 百万ドル，その他のキャンパスから 2 億 4260 万ドル，スクリプス海洋研究所に 1 億
890 万ドルである．個人的な寄付は 1 億 3190 万ドルを計上している．他の収入は医療セン
ターオペレーション，授業料，および学生住宅，フードサービス・オペレーションおよび
駐車場運営のような収入が上げられる．一方，支出の内訳は，諸手当を含む給与が 60%，
資材・消耗品が 15%，その他経費が 14%となっている．合計では，総収入が 19 億ドル，総
経費が 18 億ドルである． 
UCSDの基金は，カリフォルニア大学の学長直轄の組織である基金投資会計部 F56Fによって
投資や管理が実施されている．基金の運用益は毎年各分校に配分されている．基金運用ポ
リシーは基金の価値を維持し，手取り収入が予測可能な方向へ導き出せるように規定され
ている．UCSDが所有する基金は，2004 年 6 月 30 日現在で 5180 万ドル(市場価格は 1 億 1810
万ドル)である．2004[財政年度]に事業運営に回された投資収益は，1240 万ドルである． 
 UCSD が獲得した研究助成金と委託研究費は，1995[財政年度]の 3 億 25 百万ドルから 10
年後の 2004[財政年度]には 6 億 3950 万ドルと約倍になっている．スクリプス海洋研究所
の金額はほぼ横ばいである為，それらに貢献しているのは医学分野とその他の学部である． 
 (2) テキサス大学オースティン校 (UTAT) 
2004 年 8 月 31 日付けのFinancial Statementsによると，収入は 15 億ドルになり，内訳
は，連邦政府関連の収入が 19%，州政府の歳出予算が 19%，学費等の収入が 19%，投資利益
と投資の公正価格評価による純増分が 17%57Fで全体の 4 分の 3 を占める．図表 22 は，収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
と経費の内訳をグラフ化している．経費は，教育費 30%，研究費 22%，付属事業 11%，続い
                                               
56 University of California Office of the President(UCOP)の The endowment and Investment Accounting 
unit. 
57 投資の公正価格評価の純増は 2 億 4,700 万ドルの内，1 億 4,654 万ドルである．UTAT では，投資公正価格
純増分が非営業収入に記載されているので，収入の項目に加えている． 
出所：University of Texas at Austin, Financial Statements 
 – Fiscal year ended August 31.2004 unaudited より筆者が作成 
図表 22. テキサス大学オースティン校収支内訳 
15 億ドル 14 億ドル 
州政府
委託研究費
3%
寄付金等
4%
民間委託
研究費
4%
教育活動
7%
附属事業
9%
純投資利益＋投
資公正価格純増
17% 授業料及び
諸経費
19%
連邦政府
委託研究費
19%
州政府
歳出金
19%
教育費（教員給
料等）
30%
研究費
22%附属事業
11%
設備運営等
8%
学術支援
7%
減価償却
6%
施設支援
5%
奨学金と
研究奨学金
5%
公益事業
3%
学生サービス
3%
その他費用
1%収入 支出 
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委託研究費
49%
教育費と研究費
25%
一般管理費
21%
附属事業
5%
学友会
1%
図表 23. 2005[財政年度]マサチューセッツ工科大学収支内訳
（注） 
出所: Massachusetts Institute of Technology, MIT Facts 2006(MIT Financial Data)より筆者が作成 
(注)支出にある委託研究費は，委託研究のコストまたは再委託等の経費を計上していると考えられる． 
20.3 億ドル 20.4 億ドル 
収入 支出 
研究調査収入
リンカーンラボラト
リー
30%
研究調査収入
学内
28%
事業運営へ
回された
投資収入
14%
その他事業収入
11%
授業料他
10%
附属事業
4%
事業運営への
寄付等
3%
て設備の運営やメンテナンスの 8%となっている．純資産は，2003[財政年度]58の 37 億ドル
から，約 41 億ドルに増加している 
(3) マサチューセッツ工科大学(MIT) 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
MIT Facts 2006 によると MIT の純資産は，2004 F[財政年度]59Fから 8 億ドル増加して 77
億ドルになった．また，MIT 基金の市場価値は，前年比 7 億ドル高くなって 60 億ドルであ
る． 
図表 23 は，2005[財政年度]の収入内訳である．他校と比して，高い占有比率にある研究費
はリンカーンラボラトリーと大学本体を合わせて全体の 58%になる．投資収入の 14%を含め
ると，全体の 4 分の 3 近くになる．一方，支出の部は，委託研究費 49%，教育と研究費 25%，
一般管理費 21%となっている． 
 
3. ファイナンスの特徴 
本節では，米国研究大学を支える財政について，スタンフォード大学，カリフォルニア
大学サンディエゴ校，テキサス大学オースティン校，マサチューセッツ工科大学を対象に
分析してきた．分析から明らかになったのは次の点である． 
第 1 に，州政府の歳出が 15～20%近くを占める州立大学と私立大学ではその資金源が異
なる．しかしながら，第 2 に，連邦政府や州政府の競争的研究開発資金が占める割合60は，
双方とも大きな位置を占める．研究大学については，「格付け61トップランクの研究大学に
                                               
58 2002 年 9 月 1 日から 2003 年 8 月 31 日までの期間を示す． 
59 2003 年 7 月 1 日から 2004 年 6 月 30 日までの期間を指す．以降，そのルールに従い記述する． 
60 大学により分析のベースが異なるため，実際には誤差がある． 
61 海外での格付機関としては，スタンダード＆プアーズ，ムーディーズ，フィッチ IBCA などがある．（川原
淳次[2004]『大学経営戦略』東洋経済新報社）． 
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なればなるほど，学費収入への依存度が低く，収入源の多角化が図られており，研究力が
競争力の源泉となっている．」(川原淳次[2004]『大学経営戦略』東洋経済新報社,p.90)と 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
指摘されている．事例の 4 大学では，連邦政府や州政府あるいは民間からの委託研究費収
入は，UTAT の約 25%から MIT の約 60%近い数値まで，収入の大きな部分を占めている．特
に，MIT については，医学部を有さないため，その依存度が高いと考えられる．一方，メ
ディカルセンターを有するスタンフォード大学では，メディカルセンターがその他の総事
業費の約 60％に匹敵する収入となっており，UCSD では，総収入の 26%を担っている． 
第 3 に，スタンフォード大学，UTAT，MIT では，投資による収益から事業運営に回され
る金額が総収入の 14%～20%になるなど，投資収益が財政に重要な意味を持っていることで
ある．UCSD では，総収入の 1％に過ぎないが，金額に換算すると 1200 万ドルと無視できな
い額となっている．大学が程度の差こそあれ，非拘束資金を使ってファンド運用を効率的
に実施し，日常的な大学の運営資金を安定的に確保しようとしていることが分析できる．
したがって，第 4 に，収益を得るために大学の持つ基金が重要な役割を果たしている． 
図表 24 は，基金資産上位 8 校62の 1995 年から 2004 年のデータである．1995 年から 2000
                                               
62 2004 年ランキングによる上位 20 校を選抜している．なお，カリフォルニア大学は，各校それぞれでランキ
ングされているため，トータルすると上位 20 校に入ると思われる．図表では，1996 年から 1999 年は略し
ている． 
図表 24. 米国大学基金資産上位 8 校（1995-2004）   単位：百万ドル 
出所: TheCenter,University of Florida,“The Top of American Universities”, An Annual 
Report from The Lombardi Program on Measuring University Performance,2004 を筆者が編集 
注）2000 年の基本資産より額を減らしているところは 2004 年実績で７校ある． 
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年の間は，すべての大学において基金資産が 2 倍から 3 倍になっている．2001 年からは一
転して資産が減少方向に傾き，2002年にはイエール大学を除く 7校で資産を減らしている．
その傾向は 2004 年の段階まで続いており，回復基調にはあるものの 2 校がまだ 2000 年資
産額に戻っていない．これらは，90 年代の米国の順調な経済成長，2001 年のITバブル崩壊
の影響など，米国経済の状況を色濃く反映していると考察される． 
 こうした大学の基金運用については，問題がないわけではない．高収益のリターンを得
るためには，リスクの高い運用を試みなければならず，運用が不調になれば批判も高まる
と考えられる．しかし，大学が置かれている競争的な環境下において，大学の評価を高め
るために必要な多額の資金を獲得するため大学が試みている積極的な資金の運用は，自主
的に活用できる資金をストックとフローの両面で得ようと努力している結果であり，その
システムが確立していることは見ておかなければならない．  
 
小括 
米国では戦後，多額の軍事技術開発費が計上され，その多くが，国立の研究所および大
学へと流れていった．ところが 1968 年から 70 年代にかけておきた大学紛争は，大学と産
業界との連携活動に徐々に影を落とすことになる．そして 80 年代に入ると，日本経済の台
頭による競争力の低下やレーガン景気による高失業率など，米国の産業は多くの問題を抱
えることになり自国の経済戦略を見直さざるを得なくなった．そこで新たな産業競争力の
源泉としての大学での先端研究が改めて見直され，連邦政府の強いイニシアティブの下で
戦略的に実施される．その結果，大学での先端研究を促進させる政府の国家戦略と産学協
同のシステムが 90 年代以降今日まで続く米国の産業競争力を生み出す一つの大きな要因
と評価され，日本などから米国型の大学システムの導入が図られている． 
一方，政府主導型の軍事技術開発に縁のなかった日本は，民間企業の優れたプロセスイ
ノベーション力により，1980 年代まで優れた経済成長を果たしてきた．しかしバブル崩壊
後の 90 年代から，金融破たんに始まる日本経済の長期低迷の時代に突入する．その中で，
米国より遅れること約 15 年を経て，経済再生をかけた国家主導の産学連携推進が始まる．
そしてその鍵を握るのが，日本版研究大学いわゆる旧国立大学を中心とする研究大学であ
る．ここで，事例に用いた米国大学と日本の代表的な大学を項目別に比較してみる． 
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図表 25 を概観すると，学生数には大差が見られないものの，教員数は全体として日本が
多く，逆にスタッフの数は桁違いに米国が多いことが分かる．例えば，学生数の近いカリ
フォルニア大学サンディエゴ校(UCSD)と東京大学を比べて見ると，スタッフは UCSD が東京
大学の約 7 倍である．また，共に医学部（病院）を有さないマサチューセッツ工科大学(MIT)
と早稲田大学では，学生数は早稲田大学が UCSD の 5 倍，スタッフ数は逆に UCSD の 10 分の
1 しかいない．スタッフの仕事については詳しくここでは見ないが，米国の大学システム
を支える重要な機能を果たしていることは疑う余地がないであろう．事業収入については，
米国が若干多い傾向は見受けられるが，大きな相違があるわけではない．また，注目すべ
き特徴は，事業収入に含まれる補助金の割合であり，米国私立大学では 0％，日本の旧国
立大学では約半分を国からの交付金で賄っている． 
これまでで見てきたように，補助金に頼らず，独自のモデルを作り上げてきた米国大学
の財政について資金のフローとストックの両面から整理してみると，いくつかのポイント
が明確になってくる．フローの面からは，競争的資金の導入であり，そのための体制作り
が重要である．競争的資金を獲得するためには，優れた研究成果を上げることのできる有
能な教員を獲得しなければならない．更に研究員として戦力になる優秀な学生の獲得が必
要である．そのためには，高額の給与や奨学金を用意しなくてはならず，企業として自由
度の高い潤沢な資金が不可欠となる．そこで大学基金（ストック）の量の確保が必要とな
る．基金は，寄付金等による増加だけではなく，自らの積極的な資産運用も行われている．
また，このストックから生み出される投資収益の一部がフローとして，大学のオペレーシ
ョンの一端を担っている．潤沢なストックが，運用による高額の利益を生み出し，十分な
フローとなって運営資金を担う．結果として，有能なスタッフの採用が可能となり，更に
図表 25. 日米研究大学項目別比較
表 
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競争的資金の確保により，潤沢なフローが生み出される（図表 26 参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 米国においては，ストックである基金の一部を積極的に運用し，その運用益の一部をフ
ロー，すなわち事業収入に充てている．基金の役割について「大学の運営をサポートする
ための基金の重要な位置づけは，独立した収入源を提供することにより，大学の自治を増
強することである．基金の状況が良い機関はすばらしい教育や研究環境を創造する財力を
もたらす収入の流入がますます増加するという恵みを受ける」(Swensen[2000]p.8)と指摘
されている．繰り返しになるが，基金運用により，大学が本来やるべきことを最大限に実
施できる環境を，大学自ら生み出す仕組みを作りだしているということである．その結果，
優れた教員・学生，そして研究成果を送り出し続けているということができる． 
日本でも，私立大学では基金を有するところもあるが，その規模は米国の比ではない．
また国立大学法人でも，基金設立の動きが数校で見受けられるが，その本格的な稼動はこ
れからである． 
米国研究大学の競争優位の源泉は，①政府のイニシアティブによる競争的資金，②ガバ
ナンスが機能し且つ競争的な組織体制，③それらを支えるファンドシステムの 3 つの項目
に集約できる．ブッシュ・パラダイムに始まる政府による長期的視野にたった基礎研究へ
の資金投入，米国の社会全体に競争的システムが導入されているということを背景とした
効率的体制，また根付いた直接金融のノウハウを活用した基金運用である．これらは，米
国において長い歴史の中に蓄積された強みの結実であると同時に，1990 年代以降の好景気
知的財産
教員
学生
公的研究助成金
委託研究費等
基金
事業収入等 投資収益
財政資金
図表 26. 大学の価値連環 
 
出所：筆者が作成 
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が，この 3 つのポイントを機能しやすい環境を生んだのである． 
日本では，｢第 3 期科学技術基本計画｣において，第 1 期および第 2 期基本計画では政府
研究開発投資拡充とともに，①基礎研究の推進と科学技術の戦略的重点化，②競争的資金
拡充と制度整備，③国立研究試験機関と国立大学の法人化等の構造改革が成果として実施
されてきたとしている．それを受けて，これからの 5 年間は，社会・国民に支持され，成
果を還元する科学技術および人材育成と競争的環境の重視を基本姿勢としてあげている．
政府の研究開発投資額としては，すでに対 GDP 比率としては主要先進国を凌いでいるため，
この水準を確保しつつも，更に国民に理解を得られる投資成果とその還元，また将来を担
う人材育成を視野にいれつつ，日本経済の長期的な発展を支えるものと位置付けている． 
今後も引き続き，イノベーションの源泉と人材育成の場としての大学が大きくその責を
担っていくことに変わりはない．基本計画においては，そのような大学への期待とともに，
大学の競争力の強化として教育研究の基盤を支える基盤的資金を確実に措置すると明示し
ている．日本の大学が必ずしも米国の大学システムに同化する必要はない．また，1990 年
以降の米国経済成長に後押しされた成功モデルの光の面だけを評価して模倣することは，
無意味であろう．しかしながら，日本の大学が今後課されるであろう状況を勘案すると，
米国研究大学の成功モデルから学ぶべきことは大いにあると考える． 
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図表27.　インタビュー実施内容
第３章 ドイツにおける産学連携と中間組織体 
本章では，前章までにおいて述べた米国とは異なる制度で，産学連携が活性化されてい
ると評価されるドイツの事例を分析することにより，その制度に中に，日本が学ぶべき点
を整理する63． 
ドイツの産学連携の活性化は先行研究によって指摘されている．本論文は，先行研究を
受け，ドイツの産学連携を活性化に導いた大学と研究所との連携の制度上の特徴を明らか
にするために，一大学から発生し発展したアン・インスティテュートであるドイツ人工知
能研究所（Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH, 以下，DFKI
と略記」）と，全国規模のフラウンホーファー協会（Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung 
und Forschung der angewandten forschung e. V.）という全く異なる産学連携組織を調査
比較し，それらの共通項を導き出すことを試みる．なお，本研究では，先行研究調査，ド
イツ人工知能研究所およびフラウンホーファー協会ミュンヘン本部へのインタビューを実
施した．インタビューを実施した詳細は図表 27 のとおりである． 
  
 
 
 
                                               
63 本章は，木村[2010]「ドイツスタイルの産学連携に関する考察」からまとめた. 
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第１節  先行研究の検討 
わが国における，ドイツの産学連携研究は主に 2 つの研究グループによって行われてき
た．1 つめのグループは，塚本と西尾を中心とするグループ64で，2 つめのグループは，前
田65である．塚本らは，ドイツの産学連携システムが産業界と大学の多面的な連携による
ものであり，資金源において産業界からの資金が占める割合以上に連携が進んでいる(塚本
ら[1999a])としている．まず 1999 年当時，英米独に比べわが国の産学連携が著しく遅れた
状況にあることを指摘，その要因を分析し，産学連携関連組織整備の強化，共同研究や受
託研究のオーバーヘッド制の導入や知財の機関帰属，産学連携活動を評価するシステムの
導入の必要性(塚本ら[1999b])を示している．次に，特許関連の技術移転機関の整備が進ん
でいないドイツにおいて，英米型ではない産学連携が進行していることに着目し，その特
徴を分析している．一つには研究予算の 25%が第三者資金といわれる競争的資金によるも
ので，その使途は研究責任者に委ねられるという自由度の高い設計になっていること，さ
らに知財の取り扱いについてもフレキシブルな対応が可能となっていること，産学協同の
プロジェクトを推進する政府の助成プロジェクトが機能していることや，それらのプロジ
ェクトの中で大学の技術を活用したベンチャー企業育成が活発化している(塚本ら[2002])
ことを明確に指摘している．例えば，「ドイツでは，米国のような組織的な支援体制は不十
分であるが，外部からの研究資金を受け入れやすい環境を整備し，教官の自発的な産業界
との連携活動を制度として認めることにより，産業界との研究協力や大学発ベンチャー企
業設立が行われている．」「大学の研究開発支出に対する産業界からの資金の比率は 1975
年の 1.9％から 87 年には 6.7％にまで上昇し，90 年代後半には約 8％に達している」「AN
インスティテュートは全国で 200 を超え，研究費支出は 8 億 9200 万マルクと大学の研究費
の 6％に達し，研究者数も総計で 4500 人（1995 年実績）程度となるなど活動の程度もかな
りの規模に達している」(塚本ら[2002])などと指摘している． 
2 つめの前田は，その博士論文において，「大企業のみではなくベンチャー企業を取りこ
む事で，科学技術と産業とのノンリニアな効果が期待できること」(前田[2001])を指摘す
ると共に，「ドイツのアン・インスティテュートがリニアな技術移転ではなく，産と学とが
同じ屋根の下で数年間同じ目的のもとに結合して何かをやり遂げるモード 2 的環境を生み
出す産学結合」(前田[2000])であると指摘している．その結果例えば，「技術系ベンチャー
が 3 年連続して倍増し，大学からの起業は米国を上回る」(前田[2000])などの成果が出て
いると明示している．このほか，ドイツの産学連携の調査報告として，吉村と徳永の文献(吉
村ら[2004] )がある．本論文と上記の研究との関係は次のとおりである．1 つめのグルー
                                               
64 塚本芳昭，西尾好司，冨士原寛，野田龍彦[1999a]「ドイツの研究大学における産学連携システムに関す
る研究」,塚本芳昭，西尾好司[1999b]「産学連携システム整備の課題に関する一考察」,塚本芳昭，西尾好
司，冨士原寛，野田龍彦[2002]「ドイツの産学連携システムに関する研究」などがある． 
65  前田昇[2001]「ハイテクベンチャーの役割と創出―米欧との対比に見る日本型モデルの仮説―」,前田昇
[2000]「産学“連携”から“結合”へ－ドイツから学ぶノンリニアな産学の有り方－」などがある． 
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プの塚本らは，英米独に比べわが国の産学連携が遅れた状況にあることを指摘し，その中
でも日本の状況と近しいドイツの産学連携の活性化に着目し日本へのインプリケーション
を整理した．その後約 10 年の間に日本でも制度改革が大きく進展し，産学連携も促進され
た．しかしながら大学発の技術をベースに起業する大学発ベンチャーや共同研究など外部
資金の獲得については，ドイツに大きく遅れを取ったままである．また，塚本らは多面的
な連携を可能にしている組織のいくつかを紹介しているものの，どのような制度がそれら
を可能にしているのかは明確ではない．一方，前田は，産と学とが同じ屋根の下で何かを
やり遂げるモード 2 的環境を生み出す産学結合であると指摘しているが，やはり，どのよ
うな制度がそれを可能としているかについて，明確に分析されていない． 
本論文の目的は，ドイツの産学連携研究の先行研究を踏まえたうえで，産学連携の促進
を可能たらしめているドイツ的な制度とはなにか，この問題を解明することにある．ドイ
ツの産学連携制度を，社会的背景を異にするわが国の産学連携に具体的に反映可能である
か検討するためには，制度設計の特徴を析出し，それらの特徴をわが国への導入が可能か
どうか個々に検討する必要がある．本論文では，上記の先行研究を受け，ドイツの産学連
携の活性化を導いた大学と研究所との連携の制度上の特徴を明らかにする．  
 
第２節    4 6 Bドイツの産学連携の概況 
 最初に最近のドイツの産学連携の状況を整理しておく．まず，1995 年から 2006 年まで
のドイツと日本を含む OECD 加盟国の基礎データを以下に示す． 
図表 2866は，GDP に占める総研究費の比率を示したものである．日本とドイツでは，若 
 
 
 
 
 
  
 
 
干増加の傾向にあるものの，大きな変動の差は見られない．図表 29 は，大学が実施する研
究費の内，産業界から大学に資金提供された比率を表している．1995 年もドイツの増加は
著しいものがある．図表 30 は，政府系研究機関に産業界から提供された資金の比率を示し
ている．OECD 加盟国がほぼ横ばいなのに対して，ドイツは 2003 年に減少傾向にあったも
のの，2006 年には 1995 年比で約 3 倍の数値になっている．以上のデータから，先行研究
                                               
66 Organization for Economic Co-operation and Development(OECD)[2009],‘Main Science and Technology Indicators 
Volume 2009/1’のデータから抽出している． 
　　　　　　図表28.　GDPに占める総研究費比率 単位：％
1995 2003 2004 2005 2006
日本 2.919 3.199 3.167 3.323 3.405
アメリカ 2.507 2.656 2.587 2.619 2.658
ドイツ 2.189 2.52 2.486 2.485 2.536
フランス 2.285 2.168 2.15 2.099 2.097
カナダ 1.697 2.038 2.079 2.05 1.98
イギリス 1.914 1.746 1.687 1.731 1.755
イタリー 0.974 1.106 1.096 1.091 1.133
OECD平均 2.056 2.221 2.192 2.227 2.265
Source: Main Science and Technology Indicators 2009/1, OECD  から筆者が作成
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が実施された 2000 年前後から今日に至るまで，ドイツにおける産学連携は着実に進展して
いるということができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に，フラウンホーファー協会と DFKI を事例として選択した理由を示す．両者は政府系
の全国組織と地方から生まれた組織という異なる成り立ちを持つ研究所である．図表 31
は，フラウンホーファー協会が産業界から得た研究資金の推移である．フラウンホーファ
ー協会は，コントラクトリサーチの 40％を民間から得ることをミッションとしている研究
機関であるため，1998 年時点でもある程度の実績を上げているが，以後約 10 年で 2 倍以
上の伸びを示しており，産学連携の活発な政府系の全国組織の調査対象として最適である
と判断した． 
 
 
 
 
 
 
 また，DFKI は，人工知能に特化したアン・インスティテュートとして，地方から生まれ
　　　　　　　図表29.　大学の総研究費のうち、産業界から資金提供された割合
単位：％
1995 2003 2004 2005 2006
ドイツ 8.202 12.595 13.178 14.145 14.196
カナダ 8.047 8.338 8.335 8.437 8.396
アメリカ 6.843 5.261 5.082 5.174 5.397
イギリス 6.297 5.169 4.864 4.595 4.781
日本 2.356 2.877 2.767 2.818 2.937
フランス 3.337 2.657 1.757 1.643 1.744
イタリー 4.68 .. .. 1.418 1.227
OECD平均 6.179 6.024 6.108 6.182 6.342
Source: Main Science and Technology Indicators 2009/1, OECD  から筆者が作成
単位：％
1995 2003 2004 2005 2006
ドイツ 3.41 2.392 2.493 9.873 10.451
イギリス 6.889 8.686 8.979 9.882 8.95
フランス 5.38 5.681 6.407 7.353 8.081
イタリー 1.818 1.162 2.866 2.417 4.073
カナダ 1.817 3.473 3.582 3.828 3.464
日本 0.736 1.844 0.858 0.738 0.669
OECD平均 3.188 2.684 2.79 3.662 3.769
Source: Main Science and Technology Indicators 2009/1, OECD から筆者が作成
図表30　政府系研究機関の総研究費のうち、産業界から提供された研究費が占める割合
1998 2000 2002 2004 2006 2008
209 257 276 317 399 452
Source: Fraunhofer Gesellschaft　Annual report 2003，2008　から筆者が作成
図表31.　フラウンホーファー協会の産業界からの研究資金調達の推移
単位：百万€
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た組織である．2007 年実績で 2860 万ユーロの収入を得ており，その内，1320 万ユーロは 
競争的な資金（政府系資金や産業界からの資金の合計）で調達している．図表 32 に見られ
るスタッフ数の推移を見ても，飛躍的な成長を遂げている研究所であり，フラウンホーフ
ァー協会同様に産学連携が活発に行われている地方から生まれた組織として，調査対象に
最適であると判断した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次にドイツの特徴的な組織であるアン・インスティテュート(An-Institut)について述べ
る．ドイツには，3 種類のインスティテュートがあると，DFKI の CEO である Wolfgang 
Wahlster 教授は指摘している．すなわちイン・インスティテュート（In-institut）と 2
種類のアン・インスティテュートである．イン・インスティテュートとは，大学の中に組
み込まれたクラッシックな組織である．一方，アン・インスティテュート(An-Institut)
の An という意味は，大学に近いインスティテュートということを指し，大学と近しい関係
にはあるが，法的には大学の一部ではない組織を意味している．大学とのコラボレーショ
ンは，契約書ベースで行われており，その立地はオンキャンパスである．組織形態は，財
団や NPO および有限会社等までいろいろあるが，民間企業の出資の有無により 2 種類に分
かれる．今回事例として取り上げるドイツ人工知能研究所がそうであるように，民間企業
による出資が行われている，いわゆるプライベート・パブリック・パートナーシップ
(Private-public-partnership「PPP」) 67で運営されるアン・インスティテュートは数多
くない．  
 
 
 
                                               
67 一般的なアン・インスティテュートと異なり，民間と大学と含む公的機関と政府がパートナーシップを持って運営して
いる． 
1988 2003 2004 2005 2006 2007
管理職 3.50 4.00 4.50 5.50 5.38
事務系スタッフ 29.27 31.56 32.68 36.00 39.79
小計 32.77 35.56 37.18 41.50 45.17
研究者 89.62 123.32 125.92 145.03 148.00
ソフトウェアエンジニア 26.23 30.59 35.57 40.81 44.29
小計 115.85 153.91 161.49 185.84 192.29
合計（フルタイム雇用） 10.00 148.62 189.47 198.67 227.34 237.46
研究アシスタント 69.24 101.00 118.11 141.97 138.31
Source: German Research Center for Artificial Intelligenceの資料から筆者が翻訳
図表32.　DFKIのスタッフ数の推移（ワーク量）
注：表中の「研究アシスタント」は（年間の研究アシスタント全員の総ワーク量÷年間のフルタイム雇用１名あたりワーク
量）で計算されており，雇用人数（フルタイム雇用として雇用された者＋研究アシスタントとして雇用された者」は487名
（2007年実績）となる。
単位：人年
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第３節 4 7 B  ドイツの産学連携事例：ドイツ人工知能研究所 
1. 概要 
DFKI は，1988 年に誕生した人工知能に特化した研究所である．応用研究が中心であるが
応用研究に必要な場合にのみ基礎研究から行うことがある．総勢 487名の従業者のうち 148
名がフルタイム雇用の研究者であり，DFKIの設立を通して短期的に増加した(図表 32参照)．
現在はドイツに 4 箇所の拠点を持ち，中心的なものがザールブリュッケン(Saarbrucken）
にあるザーランド大学（Universität des Saarlandes）の敷地内にあり，その他カイザー
スラーターン（Kaiserslautern），ブレーメン（Bremen），ベルリン（Berlin）にある．  
 
2. 9組織構造 
DFKI は，大学を含む公的機関および民間企業からなるシェアホルダー(Shareholder)の
出資によるノンプロフィットの PPP である．シェアホルダーには，ドイツの大手企業であ
るダイムラー・ドイツポスト・ドイツテレコム・BMW Group が名前を連ねている68．また公
的研究機関では，フラウンホーファー協会が名前を連ねている． 
民間企業が DFKI と協働するには，シェアホルダーになるケースと，コントラクトリサー
チベースのエクスターナル・クライアント(External Client)になるケースがあるが，両者
の待遇の差は大きい．法的な立場の違いは別にして，シェアホルダーが得るメリットの 1
つは，スーパーバイザリーボード (Supervisory board)69のポジションを手にいれること
である．スーパーバイザリーボードは，DFKI が行う投資や戦略の決定を行う．2 つには，
民間企業が参入できない EU のような公的資金によるプロジェクトに，間接的な立場として
参加することが可能となる．シェアホルダーの民間企業は DFKI の会員ではなく，その一部
と見なされるため，秘密保持契約はなしに秘密情報にアクセスすることが可能である．一
方でエクスターナル・クライアントは契約ベースのプロジェクトに限定されており，プロ
ジェクトが終了すれば関係はなくなる．ただし， 2 回以上のプロジェクト実績がある企業
に対しては，シェアホルダーへの招待が行われることがある．シェアホルダーへの招待は，
同一産業の競合企業が入らないように考慮されつつスーパーバイザリーボードが最終的な
判断を下す．DFKI は，CEO および CFO のもとで 10 の分野別ラボが運営されており，それぞ
れのラボの代表は大学教授が兼業している．CEO である Wolfgang Wahlster 教授も同様で
ある． 
ラボの責任者である大学教授は 100％大学から給与を得るが，仕事の振り分けとしては，
25％を大学，残る 75％の時間を DFKI で使用することが契約で定められている．また，DFKI
からも給与を得るため，教授は 2 つの収入を得ることになり，高額の場合で大学からの給
                                               
68 近年(2008 年 5 月のヒアリング時)では，日本からリコーが加わっている． 
69 日本語に直訳すると監査役会とされる場合があるが，日本の監査役会の役割とは異なるため，ここでは，スーパーバイ
ザリーボードと訳す 
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与の 150～160％近い収入となることもある．DFKI の職に就くと多忙になるが，ダブルイン
カムやラボに優秀な研究員（ポスドクや大学院生を含む）を雇用できること等から，魅力
ある職となっている．DFKI のラボの責任者になる教授は，研究能力だけではなく，企業と
のコミュニケーション能力やラボのマネジメント能力も要求される． 
DFKI の約 237 名のフルタイム雇用の内訳は，図表 32 で示したとおり，マネジメントが
約 45 名，研究者が約 148 名，ソフトエンジニアが約 44 名である．また研究アシスタント
のフルタイム換算は約 138 名になる．雇用人数で比較するとフルタイム雇用とパートタイ
ム雇用はほぼ同数である．フルタイム雇用に占めるマネジメントスタッフの割合は 19％と
極めて低い．研究者が DFKI のパートタイムと，自ら創業したスタートアップを両立させて
いるケースもあり，このような環境がセイフティネットとなり，DFKI からのスタートアッ
プを支援している． 
 
3. 9 9 B財務状況 
 DFKI は，100％企業と連邦政府と州政府からのプロジェクト資金によって運営されてい
る．とは言え，ラボの責任者である大学教授の給料は，大学から提供されており，その 75％
の時間を DFKI の研究に投入することが契約で決められている．また，ザーランド大学の構
内に建てられた DFKI が使用する 2 つの建物は，州政府によって無償で提供されたものであ
る．その他，ネットワークや図書館等のインフラは，大学との契約により無料で使用する
ことができる．即ち，100％プロジェクト資金であるとは言うものの，核となる研究者の雇
用や施設は保証されているのである． 
DFKI の収入モデルは，シェアホルダー（企業），州政府，ドイツ連邦研究教育省（BMBF）
の三者により等分提供される提案型プロジェクト（各 26 百万ユーロ/2007 年度）資金と，
それ以外の競争的資金である．前者は，優れた提案がなされれば，第 3 者専門委員会での
議論を経て，プロジェクト資金が提供されることがある程度担保されている．ただし提案
された内容の評価により金額は大きく変わる．後者は，企業や連邦政府機関，EU からの競
争的資金（1320 万ユーロ/2007 年度）である．2007 年度の実績で，2860 万ユーロの収入70
があり，3 億円近い利益が出ているが，NPO であるため，その資金は研究等に再投資されて
いる．  
 
4. 1 0 0 B事業戦略 
DFKI の研究テーマは，ヒューマンインターフェース,画像処理とパターン認識,安全と安
心の認知体系,ロボット,言語技術,ナレッジマネジメント,知的ユーザーインターフェース
など，広い意味での人工知能技術を中心とした先進的 IT である．企業との連携も先端分野
                                               
70 研究者一人当たりの売り上げは，平均 14.4 万ユーロである． 
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に限られ，従ってスピンオフが非常に多い．  
DFKI は知財を保有しない．パテントは原則としてシェアホルダーや共同研究先に帰属さ
せる．その理由は，DFKI がパテントの維持にパワーをかけるだけの組織規模ではないこと
を自覚しているためである． Wolfgang Wahlster 教授は，「特許の管理は困難であり，研
究機関の活動として，特許をコントロールすることは難しいと思っている．」また，「ドイ
ツやヨーロッパでは毎年高額の特許の維持費を支払わねばならず，誰も特許を維持したい
とは思わない．例えば，ビッグヒットが出ても，その他の数千の特許も維持せねばならず，
トータルではロスが出ているのではないか」と指摘している． 
 
5. 1 0 1 B人材 
DFKI の各ラボの責任者は，大学教授が兼業をしていることはすでに述べたとおりである
が，これは研究所の基礎となる人件費の一部を大学が DFKI に提供していることを意味して
いる．一方，パートナーである大学側にもメリットがある．一つには，DFKI の教授がプロ
ジェクトで雇用する数多くの優秀な研究員が，大学での教育に携わることである．次に，
大学に籍を置く大学院生が，DFKI の研究で修士論文や博士論文を書くことができる71．更
に，修士号を取得した学生が，博士号を DFKI のプロジェクト研究で取得するチャンスも
ある．DFKI にはそうした若手人材の 8 割がステップアップしてゆくシステムが出来上がっ
ており，これまでに 49 名が大学教員に，51 名が創業者に，50 名が産業界のマネジメント
のポストについている．残りの 2 割は長期に亘って DFKI に残る． 
DFKI の中心拠点であるザーランド大学の敷地内には，大学の情報系学科と DFKI 及びマ
ックス・ブランク協会（Max-Planck-Gesellschaft zur Forderung der Wissenschaften e.V.）
の研究所が近接しており，この 3 つの研究所を合わせると約 600 名の情報系の博士が集ま
っている．DFKI の成功の結果，ザーランド大学を中心とした人的資源は，京都大学の数倍
にまで至っている． 
 
6. 1 0 2 B海外活動 
DFKI は顕著に国際的研究機関を目指している． Wolfgang Wahlster 教授は，ヨーロッパ
各国を始めとして，米国，カナダ，イスラエル，日本等 12 ヶ所の IT アドバイザリーボー
ドを務めており，世界各国にネットワークを広げている．こうした努力の結果，DFKI 研究
者は 50 カ国から 123 名がリクルートされている．また，ザーランド大学の情報系大学院教
育では，授業で使用される言語はすべて英語であり，国際舞台での活躍を素地が涵養され
ている． 
 
                                               
71 ヒアリング時には，ザーランド大学の情報系学科の修士論文の半分以上が DFKI での研究に基づいて書かれている． 
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第４節 4 8 Bドイツの産学連携事例：フラウンホーファー協会 
1. 1 0 3 B概要 
フラウンホーファー協会は，マックス・ブランク協会と双璧をなすドイツを代表する研
究所で，約 13,000 人のスタッフを抱える．図表 33 は，ドイツの研究費支出の分布図であ
り，フラウンホーファー協会がドイツの研究開発の中で果たしている役割を明確に示して
いる． 
ドイツでは大学が基礎研究，民間企業が応用研究を担っているが，特徴的な事例としては， 
４つの国立の研究機関が，大学と民間企業の中間を担うような役割を果たしているところ
である．その中でも特にフラウンホーファー協会は Information and Communication 
Technology をその主要な研究分野とし，民間企業からの資金調達も 4 機関の中ではもっと
も多くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 1 0 4 B組織構造 
7 つのグループに分かれており，全体としては 56 の研究所がある72．その中でも，
                                               
72 それぞれの研究所は，どこかのグループに属しているという考え方ではないが，どれかに分類されている． 
FhG  フラウンホーファー協会 
「Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung und Forschung der angewandten forschung e. V.」 
HGF  ヘルムホルツドイツ研究センター 
「Helmholtz-gemeinschaft Deutscher Forschungszentren」 
MPG  マックス・ブランク協会 
「Max-Planck-Gesellschaft zur Forderung der Wissenschaften e.V.」 
Sonstige その他，外部研究機関，産業研究協会連合会，大学病院中央研究所 
WGL   ゴットフリード・ウィルヘルム・ライプニッツ学術連合 
「Wissenschaftsgemeinschaft Gottfried Wilhelm Leibniz」 
Resource:Bundesbericht forschung 2008, BMBF の資料から筆者が翻訳 
39,6 企業
公的機関
0.9
ＭＰＧ 1,2
ＨＧＦ 2,5
ＷＧＬ 0,8
ＦｈＧ 1,2
Sonstige 1,0
大学 9,2
研究図書館・アーカイブ
ミュージアム等 2,5
応
用
指
向
研
究
基
礎
指
向
研
究
公的 私的
資金調達
研
究
展
望
単位10億€
図表 33. ドイツ研究開発費支出分布図 
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Information and Communication Technology グループに分類される研究所は，15 から 20
程度であり，最もボリュームのある，フラウンホーファー協会にとって強みのある研究分
野となっている．ライフサイエンスに分類分けされる研究所数は逆に少ない．研究所の数
は，1976 年の 30 弱から，2008 年には 57 と倍増している．またそれに伴う予算は，1 億ユ
ーロから約 14 億ユーロと 13 倍近い成長率を示している（図 34 参照）． 
ミュンヘン本部は，フラウンホーファー協会全体の管理を行うという役割があり，必要に
応じて研究所を新設したり閉鎖したりという判断も行う．また，連邦政府との基礎資金等
を巡る交渉等も本部が担っている．一方で，それぞれの研究所では，基礎資金（Basic 
Funding or Institutional Funding と呼ばれている）が予算として連邦政府より配布され 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
るものの，収支バランスを取るためや，企業との共同研究や各種のプロジェクト予算獲得
のために，自立した経営感覚が求められている．また，研究テーマ等についても，ある程
度「研究所」での自由度があり，ミュンヘン本部はそれらの情報を吸い上げるとともに，
全体としての戦略にまとめていくという役割を担っている．さらに，「研究所」間のトラブ
ルを調整するというポリシーコミッティの運営もミュンヘン本部の役割である．つまり，
どちらかが一方的に決めるというのではなく，「研究所」の自主性を尊ぶというボトムアッ
プ型の運営を尊重しながら，必要に応じてトップダウンの方向性も示すという組織の機能
分担になっていると云える． 
フラウンホーファー協会のポリシーコミッティは，ドイツ教育研究省と 15 の州代表，
Executive Board から構成されている．重要なポイントは，連邦政府と州政府のどちらの
意見も反映させる仕組みを作っていることである．科学技術を統括し国を代表する連邦政
Resource: Fraunhofer-Gesellschaftの資料 
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図表 34. フラウンホーファー協会のInstitute数と予算の推移 
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府と教育を管轄し地方を代表する州政府．それぞれが同等の立場で議論できる場になって
いる．投票権としては，連邦政府の投票権は 1，州政府は 15 の投票権をもっている．しか
し，連邦政府の投票権は「primus inter pares」（代表権）であるため，州政府は連邦政府
に反対する投票はしない．そのかわり，連邦政府の意見に賛成できない場合，その州政府
は投票を棄権するか会議の延長を要求するなどの権利を行使する．ここでは，基礎資金の
承認と，重要戦略に対する意見交換が行われるが，最高決議機関ではなく，最終的にはフ
ラウンホーファー協会が自身で決定している．各研究所のトップ73は，研究室を有する大
学教授と定められている．これは，フラウンホーファー協会が企業と大学とのバランスを
とるためであるが，研究所を指導する教授が，研究所の規定に従って活動することにより，
2 つの組織間のコンフリクトから開放されている．  
 
3. 1 0 5 B財務状況 
総収入 13 億ユーロのうち，約 10 億ユーロが，コントラクトリサーチである．目標とし
て，その内 40％を産業界との契約で獲得することが，各研究所，またフラウンホーファー
協会全体の目標として設定されている．残り 3 割ずつの収入を公的プロジェクト資金
(Public Project Financing)と基礎資金から得ている．公的プロジェクト資金とは，連邦
政府・州政府・EU が実施するプロジェクト単位の競争的資金であり，基礎資金とは，連邦
政府・州政府からの交付金である．後者は政権の方針や税収によって左右される可能性が
高い．近年の傾向としては，企業からの受託研究が増加傾向にある．MP374で 1 つの研究所
が多額のロイヤリティを得て（成功モデルのひとつ）それを再投資してフラウンホーファ
ー協会基金ができており，それらは更に再投資されている． 
 
4. 1 0 6 B事業戦略 
フラウンホーファー協会は企業に対して，企業の開発プロセスの最適化・プロトタイプ
の開発・新規技術の導入テスト・新製品のマーケティング・フィージビリティテスト・収
益性の検討等のサービスポートフォリオを提供している．そのサービスは，3 分の 2 を中
小企業（Small ＆ Medium Enterprise「SME」）75，残り 3 分の 1 を大企業と契約し提供し
ている．研究・開発のディビジョンを持たない中小企業が，フラウンホーファー協会との
連携により，非常に安いコストで開発のための人的資源も含めたインフラを手に入れるこ
とができるのである．フラウンホーファー協会へのコントラクトリサーチは安くはないと
想定されるが，自社開発より遥かに優れた知的資源を使用できるため，コスト面でも競争
                                               
73 研究所のトップの成り手は，その多忙さゆえ少なく，またこの職位に適した，所謂ビジネスマインドを持ったマネジメ
ントができる教授は少ない． 
74  音声圧縮技術の一つ． 
75 ドイツの中小企業を日本の中小企業と同様の定義で取り扱えないが，ドイツを代表する研究機関が大企業ではなく，中
小企業を主要な契約相手としていることは事実である． 
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力があるとしている．また，フラウンホーファー協会自身も 4 割の企業資金を獲得しなけ
ればならないミッションから，双方の関係は互恵的である． 
知財戦略は，研究の継続性を確保するため特許保持（Keep patent）がフラウンホーファ
ー協会のポリシーである．基本特許は特にそのように考えており，特許権を共有しない方
針である．しかし MP3 が多額のロイヤリティ収入を得ているものの，ロイヤリティを得る
ことがフラウンホーファー協会の戦略的ゴールではない．事実，現在のロイヤリティ収入
は総収入の 4％に過ぎない．特許保持が，企業とのコントラクトリサーチのネックになる
のではと思われるが，コントラクトリサーチを行った企業へは，当初 10 年間の独占使用権
を許諾するなど，フレキシブルな対応をしている． 
フラウンホーファー協会は，その重点テーマを，構成員から募集し投票によって選別し，
取りまとめている．重点研究テーマが研究所の自由度を束縛することはないが，フラウン
ホーファー協会全体としての方向付けや対外的アピールに使われている． 
 
5. 1 0 7 B人材 
フラウンホーファー協会はドイツにおける理系学生の就職先トップ 10 に入っており，並
居る大企業を抑えて 2006 年は 6 位，2007 年は 4 位に位置している．また，2007 年のベス
ト 25％に入る理系学生の就職先企業としてはトップである．フラウンホーファー協会は私
企業ではないので，給与は公務員並みで一般企業より低く設定されているが，そのブラン
ド力により優秀な学生が集まってくる． 
研究者は通常マネジメント層にならない限り，2 年から 3 年の契約雇用で，最長でも 7
年である．フラウンホーファー協会との契約が終了した後は，企業に職を得ることが多い．
フラウンホーファー協会の研究者は，その間フラウンホーファー協会の構成員として図表
35 にあるような十分な教育を受ける．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基礎
トレーニング
管理コース
トレーニング
管理者用向け
プログラム
フラウンホーファー協会のスペシャルプログラム
プレゼンテーション, コンファレンス, PhD プログラム, 講義など
女性科学者向け支援）キャリアプランニングセミナー、
モニタリング、コーチング
図表 35. フラウンホーファー協会の教育プログラム 
Resource: Fraunhofer-Gesellschaft の資料を元に筆者が翻訳 
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この教育効果が、フラウンホーファー協会が提供する多様なサービスである前述のサー
ビスポートフォリオを可能とし，結果として，マーケットの分かる研究者として転職を容
易にしている．また，研究成果を持ってスピンオフするケースもある．フラウンホーファ
ー協会での研究成果が外部へ出ていく事例としては，プロジェクトとしてのスピンオフと，
スピンオフ企業，更にフラウンホーファー協会が出資するスピンオフ企業があるが，2003
年から 2005 年の実績として，スピンオフプロジェクトは約 30～45，スピンオフ企業は約 5
～15，出資スピンオフ企業は約 4～7 が創出されている76．また，投資したスピンオフは 5
年をリミットとしてフラウンホーファー協会の出資からテイクオフしていく．優秀な学生
が集まるフラウンホーファー協会であるが，その分野のスペシャリストを求める性格から，
各プロジェクトの研究者の採用は容易ではない．  
 
6. 1 0 8 B海外活動 
フラウンホーファー協会は，第 2 次世界大戦後のドイツの製造業支援をミッションとし
て立ち上げられた研究機関である．そのため，収入の 85％はドイツ国内からであり，研究
者も同様である．海外に拠点を設けているが，研究所を海外に設けてはおらず，営業拠点
としての役割を担っている．海外からの受託が活発になると，相手国の国力強化に協力し
ているのではないかと批判が上がり，特に中国に対してはその批判が顕著である． 
 
第５節 4 9 B比較分析 
ドイツのモデルは，大学と企業が研究所を使ってコラボレーションするシステムが機能
している．また，そこに政府の施策や支援がうまく絡み合っている．たとえば DFKI の事例
では，設立時に連邦政府および州政府と DFKI の間で，DFKI の設立目的が，「人工知能の有
望な分野において技術開発連携し，国際競争で優位性を確立する」と明示した上で，その
ためには連邦政府と州政府の持続的な支援が必要であると明記された包括契約が締結され
ている．それに基づき，設立当初は，連邦政府からの助成金（5 百万 DM）が提供され，そ
の後 4年間は助成が継続，以降は減額して約 10年間助成が続けられる契約となっている77． 
DFKI はザーランド大学およびカイザースラーターン大学との強い協力関係により運営さ
れているが，それぞれの大学は州立大学であるため州政府の支援も必須である．現在，建
物は州政府が建てたものが無償で提供されており，インターネット等の通信設備，図書館
など施設の利用も大学から保障されている．また，連邦政府や州政府は，DFKI のスーパー
バイザリーボードに人を送り込む権限を持ち，DFKI の運営や戦略の方向に関与できる内容
となっている．一方，フラウンホーファー協会においても，連邦政府からの助成金である
                                               
76 このデータはフラウンホーファー協会がすべてを把握しきれていないことから，実際には，もっと多くなると思われる． 
77 助成期間終了後も良いプロポーサルがあれば，連邦政府・州政府・シェアホルダー（企業）3 者によるプロジェクト資金
が提供される仕組みも作られている． 
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基礎資金は 30%程度とし，40%を企業との研究契約で調達するというマイルストーンを定め
ている．その結果民間からの資金調達は増加の傾向にある． 
これまで 2 つの事例を分析してきた結果，共通要素としては，1）プロジェクトのトップ
は研究実績のみならずマネジメント能力の高い大学の教授であり，それを支える組織設計
が整備されていること．2）財政面では，3 分の 1 程度の安定した収入あるいは類する支援
があり，残りを競争的資金で調達していること． 3）人材面では，研究機関における勤務
の任期は有期であり，通常 3 年～7 年程度である．しかし，この研究機関に所属している
間に，次のキャリアへ向けた教育を結果として受ける．4）知財の確保を目標とせず産学連
携による知の創造を実現していることである．1）については，大学の教授がプロジェクト
のトップとして活動するのはたまたまではなく，制度として定められている．例えば，DFKI
では，ラボのトップに就任する大学の教授に大学が 100%の給料を払いながら，実際には 75%
のエフォートを DFKI で使用することを認める制度を作っている．2）3）については，財政
状況，人材でその特徴を説明した．4）については，DFKI では，知財の確保を目的としな
いと明確に説明している．小規模な組織であるため，知財は共同研究先に委ね，むしろ研
究成果をアピールすることによって，多くの研究資金の流入を実現していることからも明
確である．フラウンホーファー協会では，知的財産確保は重要な項目となっているが，知
財確保による効果と，知財確保による企業との競合の双方に目を配りながら，適切なバラ
ンスを求めていると説明している． 
一方，異なる要素としては，1）研究分野（先端型か複合型か），2）クライアント企業規
模，3）国際的な戦略の違いが上げられる．これらの要因としては，フラウンホーファー協
会が公的な研究機関であり，その役割に，国内の応用研究を担う機関，中小企業へのサポ
ート機関という位置づけがあるからであると判断される．また，マネジメントコストの相
違が上げられる．図表 32 で示したとおり，DFKI のスタッフ数にマネジメント層が占める
割合は 20%を切っている．これにより，DFKI の価格競争力が生まれている．DFKI では研究
所の規模をこの価格競争力を維持する規模に留めるとしている． 
 
小括 
 これまで事例で分析してきたように，DFKI とフラウンホーファー協会に共通する特徴と
して， 1）研究所への大学教授の深い関与とそれを支える制度が確立していること，2）学
生のキャリアアップの場として魅力ある教育システムと研究システムが用意されているこ
と，3）財政面で競争的である部分と長期的展望に立った資金支援が融和していること，4）
知財を多面的観点から産学連携の戦略ツールとして使う考え方などが抽出された．これら
の共通点は産学連携が期待どおり進まず，ポスドクの進路に問題を抱えるわが国に対し，
重要な示唆を与えるものである． 
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 日本でも，ここ 2000 年代に入ってから，各種の制度改革が進み，国立大学の独立行政法
人化に始まり，国立大学や国の研究機関等の研究員任期制度導入，その他産学連携関連の
施策が数多く実施されてきた．しかしながら，たとえば任期付きの研究員制度は出来たも
のの，それがキャリアアップの期間としては機能しておらず，ドイツの事例で見るような
ダイナミックな流動化は全く進んでいない（文部科学省[2008]p.163）．また大学の技術を
ベースにした技術志向型ベンチャーの中で期待値に達する成果が出ていない．大学と企業
間の共同研究件数はここ数年で 1.6 倍程度の増加を示しているものの，1 件あたりの共同
研究費は約 200 万円と伸び悩んでいること（文部科学省[2008]p.92）などを鑑みるに，大
学と産業界の間に，ドイツの事例でみるような中間組織体的な研究機関あるいは同様の機
能を果たすシステムの構築が必要なのではないか，検討に値すると考える． 
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第４章 ドイツの産学連携における中間組織体の機能と運営 
―契約書の分析を通じてー78 
  
第 3 章において，ドイツ人工知能研究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche 
Intelligenz GmbH， 以下，DFKI と略記)とフラウンホーファー協会に共通する重要な特徴
として， 1）組織連携：研究所への大学教授の深い関与とそれを支える制度が確立してい
ること，2）人材育成：学生のキャリアアップの場として魅力ある教育システムと研究シス
テムが用意されていること，3）財政基盤：財政面で競争的である部分と長期的展望に立っ
た支援が融和していること，4) 知財戦略：知財を多面的観点から戦略ツールとして使う考
え方，などを析出した．本章では，DFKI を対象に，その設立と運営に関する基本契約書，
付属書および株主間契約書の中から，上記の 4 つのキーワード（組織連携・人材育成・財
政基盤・知財戦略）に関連する条項を抽出し，その制度設計を分析する．なお，本契約書
は，DFKI の CEO である Wahlster 教授より提供を受けたものである． 
 
第１節  契約書の構成 
基本契約書は，ドイツ連邦政府(the Federal Republic of Germany(Bund）)，州政府
(Rhineland-Palatinate と Saarland），大学(Kaiserslautern University と Saarland 
University）及びフラウンホーファー(Fraunhoger-Gesellschaft)を含む株主79である複数
の企業との間で締結されている．基本契約書の第１条の１には，当事者80 Fは，人工知能の
有望な分野において技術開発連携し，国際競争で優位性を確立することを目指すというこ
とが明記され，この目的を達成するための各条文が定められている． 
また，付属書は，DFKI と大学(Kaiserslautern University と Saarland University）間
で結ばれており，その序文において，①ドイツ連邦共和国において人工知能分野の研究開
発が現在必要とされていること ②国内あるいは国際的なレベルでの競争力強化のために
協力パートナーが必要とされてこと ③若い科学者に将来性のある方向へと導く教育環境
を提供し更なるスキルを習得させる必要がある，との視点から契約を締結すると述べられ
ており，それらを達成するために設立された DFKI と大学間の協力事項に関する条項が取り
決められている． 
 
                                               
78 本章で取り上げる 3 つの契約書のオリジナルはドイツ語で書かれている，筆者が参考にしたものは英語に
翻訳されたものであり，ドイツ語と英語間で齟齬が生じた場合は，ドイツ語を優先するとしている． 
79 基本契約書でいう株主（Shareholder）は，フラウンホーファー(Fraunhoger-Gesellschaft)を含む株主で
ある複数の企業を示している． 
80 ここで言う当事者とは，ドイツ連邦政府(the Federal Republic of Germany(Bund))，州政府
(Rhineland-Palatinate と Saarland），大学(Kaiserslautern University と Saarland University）及びフ
ラウンホーファー(Fraunhoger-Gesellschaft)を含む株主である複数の企業を示す． 
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次に，株主間契約書は，出資者である大学を含む株主間の取り決めである81．その冒頭
で，「基本合意書における株主は，ドイツ連邦共和国，ラインランドファルツ州，ザールラ
ンド州，カイザースラーターン大学，ザールランド大学とともに，非営利有限会社という
形で人工知能のための研究センターを設立し，運営することに合意した．そして株主（大
学を含む）は，研究センターの設立と運営に関する合同且つ相互の権利と義務を定義しよ
うとするものである」と述べられており，本契約で DFKI の運営に関する条項が定められて
いる． 
 基本契約書は，次のような構成である． 
第1条 設立目的（Objective） 
第2条 DFKI の設置場所（Location of DFKI） 
第3条 経営委員会（Management Committees） 
第4条 科学技術諮問委員会（Scientific Advisory Panel） 
第5条 スタッフと施設・設備（Staff and physical facilities） 
第6条 DFKI の財務（Financing DFKI） 
第7条 研究開発成果の権利（Rights to the research and development results） 
第8条 契約の有効性，期間，変更及び終了(Effectiveness， Term， Changes and 
Termination） 
 基本契約書の付属書の構成は，以下のとおりである． 
第1条 連携協定の内容（Subject-Matter of the Cooperation） 
第2条 科学技術連携（Scientific collaboration） 
第3条 マトリクス型スタッフ派遣（Matrix Staffing） 
第4条 合同選任手続，研究所長の提案，任命(Joint Selection procedure， Offer of 
a Chair， Appointments） 
第5条 部門責任者とマネジング・ディレクターの法的地位（Legal status of the 
Managing Director and of the department Heads） 
第6条 諸経費の返済（Refunding of Expenses） 
第7条 インフラストラクチャの共同使用（Joint Use of the Infrastructure） 
第8条 職務発明，著作権(Employee inventions， Copyrights） 
第9条 機密情報と情報公開（Confidentiality/Publications） 
第10条 賠償責任（Liability） 
第11条 有効性，期間，終了(Effectiveness， Term， Termination） 
第12条 一般規定（General Provisions） 
                                               
81 株主間契約書における株主とは，基本契約書が定義する株主とは異なっており，フラウンホーファー
(Fraunhoger-Gesellschaft)を含む株主である複数の企業と大学(Kaiserslautern University と Saarland 
University）を加えたものである． 
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また，株主間契約書の構成は次のとおりである． 
第1部 総則（Part One: General Provisions） 
第1条 研究所名（Company Name, Registered Office,Duration） 
第2条 研究所の目的（Purpose of the Company） 
第3条 非営利の特性（Non-Profit-Making Character） 
第4条 公告（Notifications） 
第2部 株式資本，株式（Share Capital, Shares） 
第5条 株式資本と株式（Share Capital and Shares） 
第6条 株式の譲渡（Transfer of Shares） 
第7条 新たな株主の受け入れ（Acceptance of New Shareholders） 
第8条 株式の償還（Redemption of Shares） 
第3部 研究所のマネジメントと規約（Part Three: Constitution and Management of 
the Company） 
第9条 研究所の構成（Bodies of the Company） 
第10条 株主総会（Shareholders Meeting） 
第11条 スーパーバイザリーボード（Supervisory Board） 
第12条 経営幹部（Management） 
第13条 科学技術諮問委員会（Scientific Advisory Council） 
第14条 スタッフ（Staff） 
第15条 研究開発（Research and Development Activity of the Company） 
第16条 研究開発成果に関する権利（Rights to the Company’s Research and 
Development Results） 
第4部 年次財務諸表，収益の利用（Part Four: Annual Financial Statements, Use 
of Earnings） 
第17条 年次財務諸表（Annual financial statements） 
第18条 収益の利用（Use of Earnings） 
第19条 契約の解約（Termination） 
第20条 契約の分離，変更（Severability, Changes） 
 
第２節 1   1 0 B中間組織体の機能 
次に DFKI の機能を支える 4 つの重要条件（組織連携・人材育成・財政基盤・知財戦略）
に関連する条項を抽出し，その制度設計を明らかにする． 
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組織連携 
【1-2】82研究所の主要活動は，製品化の基盤となるシステムに近い基礎研究とす
る．よって，研究所は，Bund（the Federal Republic of Germany），ラインラン
ドファルツ州（the State of Rhineland-Palatinate），及びザールラント州（the 
State of Saarland）による包括的且つ持続的な支援を必要とする．更に，目的達
成のため，研究所，ザールラント大（the Saarland University），カイザースラ
ウテルン大（the Kaiserslautern University）の緊密な連携は必須条件である．  
【1-3】 当事者は，本契約で定められた資金・土地提供の履行義務が，当事者間
の相互に依存する関係にあることを理解している．よって，研究所の設立にあた
って，Bund，ラインランドファルツ州，カイザースラウテルン大，ザールラント
州，ザールラント大がこの規定を履行することをこの契約の前提とする． 
最初の条項ではドイツ連邦共和国の人工知能の有望な分野における国際的優位性を牽引
する研究所の設立にあたり，ドイツ連邦政府と州政府及び大学の持続的連携支援が必須条
件であることを明確に規定している．次に DFKI がターゲットとする研究は応用研究であり，
製品化へ向けた研究を進めることがそのミッションであるとしている．大学で実施された
基礎研究を実用化へ向けて更なる応用研究を進める，その為には大学との蜜な連携が必須
であることを前提条件としている．また各関係機関の連携がこの研究所の成功を導きだす
ものであることを明示している．DFKI は大都市圏に立地する研究所ではない．しかしなが
ら設計段階から特定分野（人工知能）における国際的競争力を持った研究所を目指すとい
うことが目的となっている．そのために必要な資金の提供が連邦政府や州政府から行われ，
更に土地は州政府や大学から提供されている．研究所の設立は人材育成も含め短期的に成
果が出るものではない．設立時から段階的な支援は，自立化へ向けて序々にその金額を減
らす設計になっている．しかし，連邦政府や州政府からの支援は，資金や土地に留まらず
多面的な支援が当初から継続して行われ，たとえば企業株主の獲得や競争的資金の獲得な
ど，研究所が次第に独立した研究所としての実力を備えるためのインキュベーション機能
を果たしてきている． 
次に，研究所のスタッフについて以下のように規定している． 
【付：5-1】合同選任手続によって任命された研究所長は，終身教授となる． 
【付：5-2】DFKI との調整により，株主，カイザースラウテルン大とザールラン
ト大は，それぞれのスタッフを DFKI に派遣することができる．その際に発生する
スタッフの費用は，親組織に割り当てられることとする．当事者は，株主がスタ
ッフを派遣することは，DFKI の持続的な活動を推進し，且つ，研究成果の事業化
の幅を広げ加速化するものと考える． 
                                               
82 【1-1】は，第１条第 1 項を示す，以降同様に記載． 
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DFKI の研究所長も，大学と DFKI による協議により選任される．選任された研究所長は，
終身教授（a lifetime professorship）となる．DFKI の研究所長については，大学での地
位が保障された状態で，大学の職務から解放されることを明示している．当該教授は大学
から給料を得ることはできない．その代わり大学からのあらゆる拘束を回避でき，DFKI で
の活動が十分にできるように取り決められている．ただ，大学院生への指導や試験等への
参加については，従来どおりの立場が保全されており，大学においては教授として扱われ
る．また，DFKI との雇用契約では，教育大臣の同意を必須としている．DFKI には，株主で
ある企業や大学からスタッフが派遣されており，その給与はそれぞれの組織により負担さ
れており，DFKI は無償でそれらのスタッフを使うことができる．これは，株主である企業
や大学による間接的な DFKI への支援と見ることができる．特に研究プロジェクトの代表と
なる大学教授は，給与を大学から得ながら，そのエフォートの 75％を DFKI での研究に注
ぐことが可能となっている．これらの仕組みが，DFKI を研究のみならず財政的な面で支え
ている．また，事業化を目指した研究促進の面では，大学だけではなく株主である民間企
業から派遣された研究者を積極的に取り込み，そのニーズに対応する体制が設計されてい
る．一方で，DFKI に協力する企業や大学サイドのインセンティブは次に述べるとおりであ
る．企業は DFKI が実施する公的プロジェクトの研究に，間接的ながらコミットすることが
可能となる．また，大学側のメリットとしては，DFKI が実施する研究プロジェクトに参加
した多くの大学院生が修士号や博士号を取得できることである．更に，DFKI が雇用する優
秀な研究者が大学での講座を担当することもある．このような相互の人材交流は，大学の
レベルをアップさせ評価を上げる結果となっている． 
次に，大学と DFKI 間での取り決めには，次のような項目がある． 
【付：4-1】83 当事者84は，DFKI のサイエンティフィック・ディレクター(同時に
マネジング・ディレクターも兼任)を合同手続によって選任することに同意する． 
【付：4-5】DFKI の部門責任者の選任，提案についても同様の原理に基づき採用
が行われる．合同選任手続により選ばれた候補者が既に大学の教授職にある場合，
この候補者は DFKI での活動を兼業(副業)することが許可される． 
DFKI のサイエンティフィック・ディレクター(マネジング・ディレクター)は，DFKI と大
学の協議により決定される．DFKI の研究は大学との強い連携がベースになっている．した
がって，研究の方向性やその戦略を策定する重要メンバーであるサイエンティフィック・
ディレクターは，大学との十分な協議を経て決定することが必然である．また，各部門責
任者（人工知能の関連した約 10 の分野に分かれている）には大学教授の地位にある人が候
補になるケースが多い．このような場合，大学は教授が DFKI での活動を兼業(副業)するこ
とを事前に承諾している．この結果，DFKI は部門責任者を決める場合，本人の了解さえ得
                                               
83 【付：4-1】は，付属書：第 4 条第 1 項の意味，以降同様に記載． 
84 付属書の当事者は，DFKI と大学(Kaiserslautern University と Saarland University）を指す． 
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られれば，大学教授から自由に選考するという選択権を得ていることになる． 
 
人材育成 
 人材育成に関する取り決めは主に大学と DFKI の間で定められている． 
【付：3-2】法律に基づき可能な範囲で，DFKI は研究機材や知識の利用を可能に
し，大学関係者の修士，博士号，大学教員資格の取得を支援する． 
【付：3-3】規定に基づき可能な範囲で，大学は DFKI スタッフの修士号，博士号，
大学教員資格の取得を支援する． 
DFKI は，法律に反しない限り，大学関係者への研究機材や知識の利用を可能にし，大学
の学部生や院生が修士号，博士号，大学教員資格等を取得する場合の支援を行っている．
DFKI が実施する企業との共同研究のテーマで論文を書くことも多くなっており，DFKI での
研究成果をベースに修士号や博士号を取る学生が大学内での研究だけでそれらの資格を取
得する学生より多くなる傾向が見られている．一方大学側も DFKI スタッフが修士号，博士
号，大学教員資格の取得を支援している．極めて近しい関係にある二つの組織で活動する
スタッフと学生は，それぞれ職務についている期間はその職務を管理する機関のルールに
従うことが明確に示されている．これにより，個々のスタッフや学生が本来所属する機関
とのコンフリクトから開放されるように設計されている． 
 
財政基盤 
【5-3】 ラインランドファルツ州とカイザースラウテルン大，ザールラント州と
ザールラント大は，DFKI に次のインフラを無料で提供し，「屋根と構造」(屋根，
正面外壁，耐力壁，天井と天井の基礎，壁と壁下・壁中の基礎を含む)に関して適
切なメンテナンスと修理を，責任をもって行わなければいけない． 
【6-1】当事者は，DFKI の研究活動費の総額は，連邦助成金，ラインランドファ
ルツ州/カイザースラウテルン大とザールラント州/ザールラント大によるオフィ
ススペースやインフラの提供と株主や第三者(資本，研究助成，スタッフの派遣，
その他の助成金または資金調達)によって調達されるものと見なしている． 
【6-2】 当事者は更に，Bund85 Fが予算枠の可能な範囲で，DFKIの建設と研究活動
に必要な支援を創業（設立）から 10 年の期間，提供するものと見なしている． 
【6-8】 当事者は，DFKI がその企業目的という枠組みの範囲で，非営利団体の範
疇を越えない範囲で報酬と引き換えに研究開発契約を締結することができるもの
と見なす． 
【6-9】 株主は，研究所設立時と同数の株式資本，資本金 110 万 DM を現金で出資
                                               
85 the Federal Republic of Germany, represented by the General Minister for Research and Technology
のことである． 
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する義務がある． 
【6-10】DFKI の株主は，現行の契約に拘束されないものとし，財務・設備に関し
て研究所の損失補填や，追加の支払いをする義務は負わないものとする．同様に
Bund も本契約に規定された助成金の額を超える財務上の義務は負わないものと
する． 
DFKI は州政府や大学からインフラを無償で提供されており，メンテナンスや修理も同様
である．ただし，敷地占有率に比例した管理運営費は自己負担をしている．研究活動費の
総額は，連邦助成金，ラインランドファルツ州/カイザースラウテルン大とザールラント州
/ザールラント大によるオフィススペースやインフラの提供と株主や第三者(資本，研究助
成，スタッフの派遣，その他の助成金または資金調達)によって調達されている．連邦政府
は DFKI の設立（1988 年）から段階的に 10 年間の資金的な援助を行っている．設立時から
４年間は研究活動に掛かる経費の大部分，平均 4 分の 3 は連邦政府の助成金によって調達
する．この助成金は，5 年後には減少し始め，7 年後には 3 分の 2 まで減少する．この間，
1988 年から毎年 500 万 DM～1000 万 DM(約 3.5 億円～7 億円），1992 年より年度毎に約 1000
万 DM から 1500 万 DM 程度（約 7 億円～10.6 億円）86のプロジェクト資金を提供することに
同意している．この補助金は，1997 年度末で終了する．一方，資金を提供する連邦政府は，
専門家による監査を実施して，DFKI のプロジェクトに十分な成果が出ているか常に精査を
している．また，連邦政府は，DFKI が EU の実施する ESPRIT プログラムのような事業に積
極的に関与することを期待している． 
DFKI が PPP の NPO として設立された団体であることは既に述べたが，非営利団体の範疇
を超えない範囲での企業等との報酬を目的として研究開発を実施することを許諾している．
この結果，DFKI は株主以外の企業と契約ベースの共同研究を数多く実施しており，そのク
ライアントは海外に及ぶ．契約ベースの共同研究先企業から，後に株主となった企業もあ
る．更に，株主は DFKI が追加資金を必要とした場合，追加資金と同等の株式（株主の融資，
保証，または自己資本）と有価証券の両方，またはいずれか一方を金額にして 110 万 DM
まで提供する義務がある．株主は，資本金 110 万 DM を現金で出資しているが，DFKI が追
加資金を必要とした場合，追加資金と同等の株式（株主の融資，保証，または自己資本）
と有価証券の両方，またはいずれか一方を金額にして 110 万 DM まで提供する義務がある． 
ただし株主は，財務・設備に関して研究所の損失補填や追加の支払いについて，基本契約
書には拘束されず，その義務は負わない．同様に連邦政府も本契約に規定された助成金の
額を超える財務上の義務は負わないものとしている． 
次に付属書には，次のような条項がある． 
【付：7-1】ラインランドファルツ州とカイザースラウテルン大，ザールラント州
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とザールラント大は，DFKI に次のインフラストラクチャを維持管理し，無償提供
する． 
①提供場所：それぞれ，延床面積最大 4000 ㎡の実験室・オフィススペースと延床
面積最大 100 ㎡の空調設備のあるスペース．両州は賃貸料を請求しない．DFKI の
活動によって派生する運営費は DFKI がこれを負担する．②必要に応じて家具・オ
フィス機材を設置する． 
契約時点では，それぞれ，延床面積最大 4000 ㎡の実験室・オフィススペースと延床面積
最大 100 ㎡の空調設備のあるスペースが無償で提供されている．DFKI の活動によって派生
する運営費は DFKI がこれを負担する．また，必要に応じて家具やオフィス機材が提供され
る．DFKI は，4 つの拠点を持っており，そのうち２つはカイザースラウテルン大，ザール
ラント大のオンキャンパスに立地する．研究拠点としてはこの 2 つが中心拠点となってお
り，キャンパス内の独立した建物が DFKI のために用意されている．また，それ以外にもネ
ットワーク環境や図書館，食堂など大学の設備は無償で DFKI に提供されている．その結果，
DFKI のコスト負担は大きく軽減されている． 
 
知財戦略 
大学との共同使用権については次に示す付属書において規定されている． 
【付：2-2】 第三者に対する義務により禁止されていない限りにおいて，大学と
DFKI の異なる目的を考慮したうえで有用であると考えられるなら，その研究成果
をお互いに知らせなければならない． 
DFKI と大学間は，それぞれ独立した機関でありながら，人材の交流含めた情報交流が活
発に行われる仕組みが形成されている．本条項は，異なる機関でありながら研究面では一
つの組織のように機能する DFKI の機能の根幹を示すものである．別の機関としての規則は，
人工知能分野における包括的な取り決めを本契約で実施し，それぞれ共同研究実施契約書
にて個別の規定を定めている． 
【付：8-1】 ドイツの職務発明法(Arbeithnehmererfindergesetz）42-1 によって
定義された範疇に属する大学の研究員（scientific staff）や雇用契約の規定に
従う学生や博士候補生（以下，被雇用者）が DFKI のプロジェクトに従事する場合，
DFKI と被雇用者は，あらゆる自由発明(ドイツ法の概念による)と，雇用期間中に
発生したそれ以外の保護対象となる業務上の成果の独占的実施権を，即ちにかつ
直接的に DFKI に対し提供することを，事前に同意しなければならない．DFKI に
とって特に経済的価値のある特許可能な発明には DFKI はケースバイケースで十
分な補償をすることに同意する． 
【付：8-2】 DFKI の研究開発活動への参画が，職務発明法または同様の規定の条
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項，あるいは賃金協定や業務契約の条項によって，被雇用者と学長の双方または
いずれかがその権利を請求できる発明もしくは保護対象となる業務上の成果を生
み出した場合には，大学は DFKI に通知し，DFKI の依頼があれば，存在する請求
項に基づき，移転可能な権利の全てを譲渡しなければならない．DFKI は，最低限
の権利所有のために，請求された発明をドイツ連邦共和国内で登録し，事前協議
により DFKI と同意に達した金額，または裁判所が最終決定した金額を，職務発明
補償金として，被雇用者を派遣した大学に返済する義務を負う． 
【付：8-3】DFKI はセクション「8-1」87に示す被雇用者とセクション「8-2」88に
該当する大学に対し，所有権・著作権を含むその時点までの研究成果を，その被
雇用者や大学の研究と教育のために使用する権利を，非独占的に無償かつ無期限
で付与する．この規定は，DFKI と第三者による有償の業務契約の成果には適用し
ない． 
DFKI での研究で成果が出た発明に対しては，被雇用者である大学の学生を含む関係者と
DFKI の間で独占実施権付与することを事前に同意することを明確に示している．また経済
的な価値が高いと思われるものに対しては，DFKI は被雇用者に対し，十分な対価を補償す
るべきとしている．これは，被雇用者が大学の学生であっても，DFKI との雇用関係により，
その発明の権利の取り扱いについて，被雇用者である学生と DFKI との間で決定すべきこと
を示している．また，もし契約形態により大学での職務発明法等に照らして，その権利の
全部あるいは一部が被雇用者と大学あるいはどちらかが請求できる可能性がある場合には，
事前に DFKI に通知して，DFKI が必要とするならば，その権利を譲渡しなければならない
としている．この条項でも，DFKI の権利が優先的に保護される契約となっている．ただし，
研究成果を教育と研究に使用する場合については，大学や被雇用者に対して無償無制限で
提供をすることを明示している．しかし，企業との有償の研究の場合はこの限りではなく，
ここでも DFKI と企業との契約が優先されている．この結果，大学の関係者が DFKI の職務
で発明等権利を保全すべき研究成果が出た場合，大学の権利を保全しながらも，DFKI 実施
する企業との共同研究の障壁となるような規制は加えていない．妥当な報酬が保障される
場合，その権利を DFKI や企業等がそれらの権利を使用することを概ね認めている．これに
より，企業が懸念する大学との知財関係のトラブルを払拭し，共同研究を安易にしている． 
【付：9-1】次の規定によって，DFKI は研究開発の成果，ならびに，その他プロ
ジェクトの研究経過を情報公開し，これを理論的且つ実践的な教育，高度な科学
技術の継続的人材育成に利用できるようにする． 
【付：9-2】大学関係者が DFKI で研究活動に連携する限りにおいて，DFKI は，連
携の範囲内でこれらの職員の知るところとなった内部情報のうち，明らかに機密
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情報であるか機密情報印(マーク)が明示されている場合は機密事項として扱われ
ることに同意する． 
【付：9-3】大学関係者が第三者の共同研究に有償で関わった場合，DFKI は研究
開始前に大学に通知し，セクション「9-2」89に従い情報公開に関する論点を解決
する．この場合，DFKI はクライアントの利益の容認範囲内で研究成果と研究経過
の公表を承認する場合がある． 
【付：9-4】 他の全ての場合では， DFKI は正当な理由がある時，公表の時期と
内容を制限，もしくは承認しない場合がある．正当な理由とは，連邦政府の科学
技術省の大臣による無制限の要求，資金提供者の要求，DFKI の所有権取得，重要
な利益を著しく損なう場合，株主による研究成果とインサイトの活用等を含む．
正当性について異議がある場合は，当事者の利益を考慮しつつスーパーバイザリ
ーボードがその決定を下す． 
卒業論文，修士論文，大学教員資格に必要な論文の公開義務については尊重しな
ければならない． 
 DFKI は企業からの受託研究も多い研究所である．これまで述べてきたように大学との関
係は密接であり，特に大学院生の外部教育機能も担っている．その為，DFKI での活動によ
る大学の研究を阻害する要因について極力排除するよう状況が設けられている．大学関係
者が DFKI での研究プロジェクトに加わった場合，知りえた機密事項については，それらが
機密事項として取り扱われるべきであることにまず同意をしている．また，企業との有償
プロジェクトに大学関係者が加わった場合，事前に【付：9-2】について協議しておくこと
が必要としている．また，企業が許諾する範囲において，研究成果を公表ができるとして
いる．それ以外の場合については，DKFI はある条件のもとで，研究成果の公表内容と時期
について制限を加える権利を有している．たとえば，クライアント企業の利益を損ねる場
合などである．基本的には，有償の共同研究に関する秘密事項等は企業サイドに不利益を
与えないように保全されることが優先される．一方で論文等の公開に関する配慮も尊重さ
れるべきとしており，個別に話し合いの場を設けて調整するように明示されている． 
 
第３節  中間組織体の運営 
 次に DFKI の株主間契約の中で，その組織体制を支える運営組織について分析する．DFKI
は，株主総会（the shareholders meeting），スーパーバイザリーボード（the supervisory 
board），経営幹部（the management），科学諮問委員会（the scientific advisory committee）
の 4 つの組織により構成されている． 
スーパーバイザリーボードは各株式の額面€52,000 単位により任命権が確保されており，
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17 名で組織されている DFKI にとって重要な戦略決定機関である．経営幹部は，大学の教
員を含めたメンバーで組織された研究所の管理職であり，研究所の実務的な運営を担って
いる．科学諮問委員会は外部の有識者による研究戦略策定上のアドバイザー的な位置づけ
を持つ機関である． 
特に，スーパーバイザリーボードについては，日本語に直訳すると監査役会とされる場
合があるが，日本の監査役会の役割とは異なるため，ここではスーパーバイザリーボード
と訳す．スーパーバイザリーボードは，常勤の取締役や CEO を雇用し，会社を統治する立
場で株主の要望を推進する．また，企業統治は国に拠って，一層もしくは二層の役員シス
テムを取り，ドイツでは二層方式が取られる．常勤役員で構成されている経営執行委員会
と非常勤役員で構成され，企業でいう取締役会に当たるスーパーバイザリーボードの二層
である．スーパーバイザリーボードの半数は株主から選ばれ，残りは雇用者代表から選ば
れる．彼らは，マネジメントボードを任命監督し，重要なビジネスの意思決定を承認する．
DFKI の中で重要な役割を担うスーパーバイザリーボードに関する条項は以下のとおりで
ある． 
【11-1】研究所は，最大 17 名の委員をスーパーバイザリーボードに置く．スーパ
ーバイザリーボードでの委員の活動は無報酬とする． 
【11-2】各株式の額面€52,000 に対して，スーパーバイザリーボード 1 名の任命
権が与えられる．スーパーバイザリーボード任命権は，いかなる時にもスーパー
バイザリーボードを解任し，他の人を任命できる権利を含む．研究所設立時に取
得した元の株式を譲渡した場合，スーパーバイザリーボードの任命・解任権は購
入者へ移転する．これは，株式の一部譲渡には適用しない． 
【11-4】基本契約書(master agreement:1988 年 7 月締結)に定められたドイツ連
邦共和国，ラインランドファルツ州とザールラント州による資金責任を考慮し，
株主は連邦政府，ラインランドファルツ州とザールラント州にもう 1 名スーパー
バイザリーボードを選出する権利を与えることに同意する．株主は，正当な理由
によってのみ連邦政府と州政府の指名を拒否できる．その他全ての点で，株主は
連邦政府と州政府によるスーパーバイザリーボードの選出に同意する． 
【11-14】スーパーバイザリーボードは，研究所の事業について経営幹部を監督，
指揮する．スーパーバイザリーボードは法令，株主間契約書，株主の決議で定め
られた責任と権利を負う． 
【11-15】経営幹部は，スーパーバイザリーボードに研究所の事業について継続的
に報告しなければならない．さらに，スーパーバイザリーボードは，研究所の問
題に関する報告書をいつでも要求することができる．スーパーバイザリーボード
は，経営幹部によって実施される特定の事業に関して，スーパーバイザリーボー
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ドの承認を得ることを命ずることができる． 
【11-17】法定義務と株主間契約で定められた義務の他，スーパーバイザリーボー
ドの責任は無制限で次項を含む． 
・ マネジング・ディレクターの任命と解任 
・ マネジング・ディレクター雇用契約の締結，改正，取消，終了 
・ 経営幹部の手続き規定の制定と改正 
 スーパーバイザリーボードはこれまで指摘してきたように，研究所の戦略の方向性を決
定づける機関であり，DFKI にとって最も重要な機関であるということができる．スーパー
バイザリーボードのメンバーは各株式の額面€52,000 を単位として 1 名の任命権を持って
いる．一方で，連邦政府，ラインランドファルツ州およびザールラント州も各 1 名の任命
権を有している．また，カイザースラウテルン大学やザールラント大学がもし任命権がな
い場合（株主ではない場合）でも，それぞれの大学の代表者がスーパーバイザリーボード
の会議に出席することを認めている．任命権は同時に解任権となり，最大 17 名の委員で構
成されたスーパーバイザリーボードは無報酬で運営されている．更に，連邦政府，ライン
ランドファルツ州とザールラント州はもう 1 名スーパーバイザリーボードを選出する権利
をもっている．ただし，株主に正当な理由があるときは，その追加の指名を拒否できると
している．また，スーパーバイザリーボードは，経営幹部を管理し，監督する責任を担う．
経営幹部は，研究所の事業について，スーパーバイザリーボードに報告することが義務付
けられており，重要と考えられる事業については実施の決定権をスーパーバイザリーボー
ドが握っている．加えて，マネジング・ディレクターの任命と解任，その他雇用契約等に
関する役割を担っている．このようにスーパーバイザリーボードの役割は，研究テーマか
ら研究所の経営管理的な面にまで幅広く広がっており，重要な機関であることが伺い知れ
る．これには，連邦政府や州政府の意向が大きく反映される仕組みとなっていることは本
契約からも明確である． 
 次に経営幹部については，大学との関係が深い人材が登用される．大学との連携が不可
欠のため，両方に精通した人物が必要とされるためであると判断される． 
【12-3】カイザースラウテルン大学とザールラント大学間の既存の連携を考慮の
上，株主は，研究所と大学間の連携協定書に基づき，カイザースラウテルン大学
とザールラント大学と綿密に調整し研究所の代表者に適任者を選任することに同
意する． 
【12-5】経営幹部は，株主間契約書，もしくはスーパーバイザリーボードによっ
て決められた手続規定に別段の定めがある場合を除き，研究所の事業実施責任を
負う．マネジメントの責任は，無制限で，年次財務諸表，科学研究年間スケジュ
ールと予算，中期・長期研究開発計画(科学技術諮問委員会と調整)，と財務計画
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の作成，策定を含む． 
DFKI の研究所長は，カイザースラウテルン大学とザールラント大学の調整による人選で
決定されている．これまでも指摘したとおり，DFKI は大学との連携プレーにより応用研究
や実用化研究に重点を置いた研究をそのミッションとしている．したがって，大学のシス
テムおよび研究内容双方に見識も持つ人物が適任とされている．その為，両大学間が合意
できる人材の配置が必然であると考えられる．通常経営幹部は，DFKI の業務に専任する．
付属書の【付：5-1】で示されたように，たとえば研究所長は，大学での地位が保障された
状態で，大学の職務から開放され，終身教授（lifetime professorship）となる．当該教
授は大学から給料を得ることはないが，大学からのあらゆる拘束を回避でき，DFKI での活
動が十分にできるように取り決められている．その結果，経営幹部は研究所の事業の実施
責任を負うことになる． 
ただし，スーパーバイザリーボードの権限は大きく，①研究所の経営方針，研究目標，
およびスタッフマネジメントの方針の確立，②研究所の組織構造とその変更，③研究，開
発，および研究所拡大に関する長期計画の確立，④中期・長期の財政計画の確立，⑤年間
科学研究スケジュールと財務予算の確立，⑥不動産とその他，財産権利の購入，売却，抵
当権設定，⑦動産の抵当権とその他の権利の付与，⑧借入，⑨工業所有権の取得と処分の
検討，工業所有権と著作権のライセンス付与方針，⑩研究所の設立と他研究所の株式の取
得と処分等の重要案件については，スーパーバイザリーボードによる承認を得ることが求
められる．また過半数の採決によりスーパーバイザリーボードは経営幹部の決定を覆すこ
とが可能である．スーパーバイザリーボードの権限が大きいことはこれまでも何度か指摘
してきたが，この条項でもその傾向が特徴的である． 
 次に科学技術諮問委員会の特徴を示す条項を以下に記載する． 
【13-1】科学技術諮問委員会の委員は，スーパーバイザリーボードの総議決権数
の過半数によって選任される．科学技術諮問委員会は 7 名とし，内部から委員長
を選ぶ．科学技術諮問委員会は，少なくとも年に一度会合をする． 
【13-3】科学技術諮問委員会は，研究所の経営幹部とスーパーバイザリーボード
に，研究所の方針，研究活動の科学的な目標，適切なプロジェクトの選択に関す
る助言に責任を負う．具体的には，諮問委員会は，選択されたプロジェクトの評
価と連邦科学技術省から助成金を得るために必要な専門的な意見の提供に責任を
負う．諮問委員会は，経営幹部がプロジェクトに助成金を迅速に利用できるよう，
いかなる支援も行う． 
科学技術諮問委員会は国内外の有識者から選抜されており，各分野のトップクラスの研
究者が指名されている．DFKI にとってプロジェクト資金として重要な EU 等のファンドに
よる研究開発予算の獲得などの際，科学技術諮問委員会は的確なアドバイスを行っている．
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また彼らの評価が連邦政府からの予算獲得（競争的資金）を左右していることも事実であ
る．現在のアドバイザーは，EU の大学教授や研究者が中心となっている．対 EU プロジェ
クトの位置づけが重要になっていると考えられる． 
U 次に株主は，大学，政府系研究機関，民間企業からなる株主で構成されている．民間企
業は，ドイツテレコム，BMW，ドイツポスト，ダイムラーAG，インテル，マイクロソフト，
SAP，リコー等，海外を含めた大手企業である．一分野一企業が前提であるが，スーパーバ
イザリーボードで承認された場合はその限りではない．しかし，以下に示す株式譲渡に関
する条項により，実質的には競合他社が入る可能性は低い． 
【6-1】株式の全部またはその一部は，他の株主の事前承諾なしに，非株主に売却
または売却の約束をしてはならない．これは，17.1GmbHG(GmbHLaw)に影響しない． 
【6-2】株主が保有する株式の全部，またはその一部を第三者に譲渡することを希
望する場合，他の株主は，次項の条件を満たさない限りその承諾を差し控える場
合がある． 
 株式の譲渡については厳しい制限が設けられている．これは DFKI が連邦政府や州政府，
大学と密接な関係にあり，単に営利を目的とした研究所ではないためである．また，株主
である民間企業についても，分野が重なる企業が新たに参入する場合は既存の株主にその
参加の是非を確認するなどの処置も取られている．そのため，保有する株式を売却したい
株主は，まずその他の株主に対して株式購入の意思の有無を確認する．その他の株主が購
入の意思表示をしなかった場合，第三者にこれらを売却することが可能となる．ただし，
この場合も具体的に購入が決まった第三者との契約の前に，この譲渡を是としない株主が
出てきた場合，その契約を拒否する権利を株主は有している．このような手続きを経て，
新しい株主が加わる．また，株式は額面価格で譲渡される． 
 新しい株主は既存の株主の了解を得て初めて株主に加わることが許されているが，ただ
し，ドイツ国内の企業が関連の機関に譲渡をする場合は，その他の株主の了解を得ずに実
施する権利がある．すでに述べてきたように，これらは DFKI が連邦政府や州政府と極めて
深い連携関係にあることを示している． 
 最後に，民間企業が株主として参画するうえで，大きなインセンティブを生む研究開発
の成果に関する権利の特徴を示す． 
 まず，DFKI が受ける政府系のファンドによるプロジェクトにより発生した研究成果につ
いて，無償で，非独占的に利用できることを次の条項により示している． 
【16-1】株主は，連邦政府や州政府の助成金による資金サポートを受けているプ
ロジェクト，著作権によって保護されている研究成果，これらプロジェクトの研
究成果から生じた全ての所有権と研究結果を利用することができるものとし，こ
れら実施権は，無償，非独占，移転可能で，場所，時間と内容についていかなる
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制限も課さない． 
著作権によって保護されている研究成果の場合は，あらゆる種類の実施権，無制
限利用，複製，翻案，配布等を含む．株主は，著作権によって保護された研究の
改作に対して，自己の著作権表示を加える権利がある． 
 これによって，国内だけではなく，外国の企業であっても，ドイツ国内の政府系ファン
ドやＥＵによるプロジェクトの研究開発成果を無償で利用できることになる．これを可能
ならしめているのは，株主になることによって株主である企業は DFKI の一部であると見な
されるからである． 
 次に株主が自己費用で DFKI に職員を派遣し，その研究課題から工業所有権と著作権が発
生し，かつそれが連邦政府および州政府の助成金の融資を受けたプロジェクトの成果に適
用された場合であって，それがその職員による成果である場合については以下のように決
めている． 
【16-4-1】雇用者の株主はそのような権利を受ける権利を有する． 
【16-4-2】職員を派遣した株主は，研究所だけでなく他の株主とアフィリエイト
（外部団体）にも，無償で無制限，譲渡不可，非独占的，変更不可の国外での実
施権を付与する． 
【16-4-3】第三者がセクション「16-4-1」の権利の下，連邦および州政府の助成
金の融資を受けたプロジェクトの成果全体を利用する限りにおいて，職員を派遣
した株主は，要望によりこの第三者に，その業界の慣例として，非独占的，譲渡
不可を条件として，国内での実施権を与える義務がある．研究所の研究課題に職
員を派遣した株主が，事前に既に保有していた所有権と著作権，もしくは，派遣
以外から生じた所有権と著作権には適用しない． 
株主の権利を認めた上で，DFKI およびその他の株主と外部関係団体に譲渡不可，非独占
的等の条件をつけながら国外での実施権を与えるとしている．これは，DFKI の株主であれ
ば，他の株主が派遣した研究者による成果であってもその恩恵を蒙ることができることを
現している．また，第三者がプロジェクトの成果全体を利用する場合に限り，国内での実
施権についても与える義務を課している．これらは，成果を生み出した当該研究員を有す
る株主にとっては，権利を縮小されるように考えられるが，その反対のケースを勘案する
と全体としては大きくインセンティブに働くと考えられる．一分野一企業を考慮している
ことも，知財の取り扱いから考えると妥当な配慮と思われる． 
 さらに，DFKI が株主以外の研究プロジェクトを受注した場合の成果についても，可能な
限り株主に還元できることを努力目標としていることが次の条項から見て取れる． 
【16-5】研究所が第三者の研究開発契約を受ける場合に限り，研究所は，少なくとも
株主に妥当な条件の下，関係する個別契約の成果を，非独占的に利用できる権利を提
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供できるように努める． 
 
小括 
基本契約書と付属書では，DFKI の機能面を支える 4 つ要件，すなわち組織連携，人材育
成，財政基盤，知財戦略を，契約書を分析することにより具体的に明らかにした．組織連
携と財政基盤では，基本契約書で主に重要な条項が制定されている．たとえば，連邦政府，
州政府，大学および株主である企業との連携がこの研究所の成否を握ること，更に連邦政
府，州政府からは資金や土地に留まらず，多面的な継続した支援が必須であることなどが
明文化されている．また，DFKI の経営幹部層にまで及ぶ大学との連携については，DFKI
が比較的自由に大学の人材にオファーを投げることが可能な仕組みを作っており，この仕
組みが基礎研究から応用研究，実用化研究に至るまでシームレスな研究体制を整える基盤
を支えている． 
更に，人材育成と知財戦略では，大学と DFKI の間で締結されている付属書に重要な条項
が盛り込まれている．DFKI は法律に反しない限り，大学の関係者が研究所内の研究機材や
知識の利用を許しており，前出のシームレスな研究体制の中で，大学院生を含めた大学の
関係者が DFKI での研究に積極的に参加をしている．一方で，シームレスな研究体制で生じ
る知財のコンフリクトを回避するため，詳細な条項を決めている．ただし，論文等への配
慮は尊重されるものとしつつも，大学の権利を主張するというより，DFKI での研究プロジ
ェクトの進展を援護する内容と判断される． 
また，株主間契約書では，スーパーバイザリーボードの位置づけが重要である．スーパ
ーバイザリーボードは，投資判断や戦略決定の最も重要な法的機関と位置づけられている．
研究戦略に大きな影響力をもつ科学技術諮問委員会の委員や，ビジネス関連のマネジメン
トスタッフなど，経営幹部サイドの主要な人事権を有しており，DFKI の株主である民間企
業は，このスーパーバイザリーボードのポジションを得ることにインセンティブを見出し
ている．つまり，DFKI の戦略的な意思決定に直接コミットすることが可能となる．たとえ
ば，研究分野の選定やその方向性などについて，自分達の意向を反映する権限を持つとい
うことを意味する．一方で，欧州プロジェクトのような公的な資金のプロジェクトが DFKI
で実施される時，株主である民間企業は DFKI という組織の一部と見なされ，結果として間
接的に全ての公的資金プロジェクトの研究に加わることを可能としている．それは外国籍
の企業であっても同様の権利を持つことを許容しているのである．連邦政府をはじめとす
る国内外の関係機関の意思決定により，DFKI の戦略的方向性は決定付けられている．DFKI
が国際的な視点に立った研究所であり得る根拠のひとつでもある． 
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結論 
わが国では，アジアが世界の生産拠点となるにつれ，国内産業の空洞化が進み，それま
でのプロセスイノベーションという考え方からプロダクトイノベーション，更にサービス
イノベーションへの変革を迫られている．そのため，これまで以上に大学の研究開発力や
ナレッジへの期待は高まっている．政府は 1995 年に科学技術基本法を制定し，日本の大学
の産学連携活動を加速してきた．その結果，数々の新たな施策が実施され，評価すべき制
度も導入されている．しかし，政府が日本で実施してきた産学連携施策の多くは，米国の
モデルを模倣しているため，その成果は期待するほどには上がっていない．なぜなら，産
学連携で重要な役割を担う研究大学が，米国と日本ではその制度も運営も異質であるため
である．日本に適した産学連携のあり方については，先行研究でも数々論じられているも
のの，未だ日本型モデルと言える成果は出ていない． 
本論文では，産業活性化を導く産学連携の核となる研究大学に着目し，日本の産業クラ
スター政策と大学の関わりを整理する中で，研究大学の役割を明確にした．次に，産学連
携による産業活性化が成功しているとされる米国の事例を使って，新しい角度からその成
功の要因を導き出すことを試みた．具体的には米国の研究大学を財政面から分析すること
を通じて，産学連携に担い手である研究大学の日本と米国の違いについて述べ，米国の研
究大学の競争力の強さを明らかにした．次に，米国とは異なる方法で，産学連携による産
業活性化が進んでいるとされるドイツの事例の研究を行った．ドイツの産学連携は，ドイ
ツの研究大学が大学だけではなく，産業界と大学の多面的な連携により形成されているこ
とでその強みを発揮しており，米国の産学連携とは異質なモデルを築いている．本論文で
は，それらを支える制度設計を明らかにすることにより，ドイツの産学連携の優位性を論
じる．続いて，その制度を支える契約書についても重要な条項について析出し分析を試み
た．最後に，日本の制度導入への可能性について検証し，日本において今後取り組むべき
施策について講じている． 
まず，第 1 章では，日本の産業クラスター政策を分析し，クラスターと大学の関係を述
べた．産業クラスターの形成時には，地域におけるクラスターの中核となりうる研究開発
能力の高い大学の存在およびその貢献が，大きな役割を果たしていることが明らかとなっ
た．また，技術的要素が理解され，ベンチャー企業の誕生や民間投資資本等が活発化し，
イノベーションのサイクルが自発的に機能するクラスター成熟期に移行すると，メインプ
レーヤーは民間の企業に移っていくことも明確となった．大学の貢献はクラスター形成の
初期には極めて大きく，その後小さくなっていくことはしばしば観察される事実であるが，
大学がイノベーションの源泉であること，また高度に訓練された人材の供給源であること
はクラスター形成後も変わらず，その存在がクラスターにとって重要でありつづけること
は明らかである． 
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 日本では産業クラスター政策の進展と同時期に大学の改革も進み，米国をモデルとして
制度改革が進められた．しかし，財政面，組織面で制度が整っていない日本の大学に，任
期付き人材の雇用や競争的資金の導入など拙速な制度輸入が行われた結果，大学がクラス
ターの中で期待される役割を担えていないという課題が浮かびあがった．特に研究費の配
分では，研究成果の評価による選択と集中が実施され，現場である大学研究室の負担が増
える傾向にある．米国の大学のように，必要な研究資金は自ら調達することが大学レベル
でも研究室レベルでも問われるようになった．米国では特定私立大学に研究開発能力の高
いところが集中しているが，日本では国公立大学がその位置にある．基本財産による潤沢
な資産運用を行っている米国の私立大学と比して，財政的にも不安定である日本の国公立
大学が，産業クラスター形成時に期待される役割を，どの程度達成できるのか疑問が残る
ところである．財政が不安定なまま，産学連携の成果を急ぐ大学の置かれた環境が，産学
連携をゆがめる危険性を孕んでいる． 
第 2 章では，まず，米国科学技術戦略の中で研究大学がどのように位置づけてられてき
たかをまとめた．米国では 80 年代に，連邦政府の強いイニシアティブの下で研究大学が戦
略的に活用され，大学での先端研究を促進する政府の国家戦略に基づく産学協同のシステ
ムが確立した．これが，90 年代以降今日まで続いた米国の経済的繁栄を生み出す主要な要
因となった．一方，日本では，バブル崩壊後の 90 年代から金融破たんが始まり，米国より
遅れること約 15 年を経て，経済再生をかけた国家主導の産学連携推進が始まり，米国型の
モデルが導入された．しかしながら，米国研究大学はあらゆる側面に競争的システムを導
入し，結果として人材と研究の両面で強い競争力を生み出している．また，そのシステム
を支える機能として，財政が重要な役割を果たしていることは明らかである．たとえば，
米国大学の財政を資本のフローとストックの両面から整理してみると，政府からの補助金
に頼らない独自のモデルが浮かび上がる．フローの面からは競争的資金の導入が重要であ
り，そのための体制作りが行われている．競争的資金を獲得するためには，優れた研究成
果を上げることのできる有能な教員や優秀な学生の確保が必要である．そのためには，高
額の給与や奨学金を用意しなくてはならない．そのためには，自由度の高い潤沢な資金が
不可欠となり，大学運営基金（ストック）の量の確保が必要となる．この大学基金は，寄
付金等によるだけではなく，自らの積極的な資産運用によって維持される．このストック
から生み出される投資収益の一部がフローとして，大学のオペレーションの一端を支えて
いる．潤沢な資金ストックが高収益を生み出し，資金フローとなって運営資金を賄うので
ある．その結果として，有能なスタッフの採用が可能となり，更に競争的資金の確保が容
易となり，潤沢な資金フローが生み出される．重要なことは，基金運用により，大学が本
来やるべきことを最大限に実施できる環境を，大学自らが生み出す仕組みが作りだされて
いるということである．この仕組みが，優れた教員や学生，そして研究成果を生み出し続
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けている． 
即ち米国研究大学の競争優位の源泉は，①政府のイニシアティブによる競争的資金，②
ガバナンスが機能し，かつ競争的な組織体制，③それらを支えるファンドシステムの３項
目に集約できる． 
第 3 章では，欧州において，特に産学連携が活性化しているドイツの事例を取り上げ，
その成功の要因を分析した．特にドイツの産学連携の活性化を顕著に示す２つの組織を取
り上げ，それらの制度設計の特徴を洗い出した．事例として取り上げたのは，ドイツ人工
知能研究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH)とフラウン
ホーファー協会（Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung und Forschung der angewandten 
forschung e. V.）という全く異なるタイプの組織である．両者を比較分析した結果，共通
する特徴として， 1）研究所への大学教授の深い関与とそれを支える制度が確立している
こと，2）学生のキャリアアップの場として魅力ある教育システムと研究システムが用意さ
れていること，3）財政面で競争的である部分と長期的展望に立った支援が融合しているこ
と，4）知財を多面的観点から産学連携の戦略ツールとして使う考え方が確立していること
などが明らかとなった．日本では，各種の制度改革の結果，産学連携関連の施策が数多く
実施されてきたが，たとえば任期付きの研究員制度はキャリアアップの期間としては機能
しておらず，ドイツの事例で見るようなダイナミックな人材の流動化は進んでいない．ま
た，大学発ベンチャーの創出件数は僅かで，その成功事例はさらに少ない．大学と企業間
の共同研究件数が期待されるほどの伸びを見せていないなど，多くの課題を残したままで
ある．日本においても，大学と産業界の間に，ドイツの事例でみるような中間組織体とし
ての研究機関あるいは同様の機能を果たすシステムの構築が必要ではないかと考えられる． 
第 4 章では，第 3 章で事例として取り上げたドイツ人工知能研究所について，その制度
を支える関係機関との契約書を分析した．まず中間組織体を成立させる契約書として，基
本契約書（連邦政府，州政府，大学，ドイツ人工知能研究所間の契約書）および付属契約
書（大学，ドイツ人工知能研究所間の契約書）を取り上げた．これらの契約書の特徴を，
DFKI の主要な機能である，組織連携，人材育成，財政基盤，知財戦略の観点から捉え整理
を行った．また，中間組織体の運営を支える契約書として，株主間契約書の分析を行った． 
 これらの分析から，連邦政府，州政府，大学および株主である企業との組織連携が，こ
の研究所の財政基盤を支えていることが明らかとなった．連邦政府，州政府からの，資金
や土地を含む多面的で継続した支援内容が明文化されているのである．また，DFKI と大学
との連携については，DFKI が大学のマネジメント層にまで及ぶ人材に仕事を提供する権利
を持っており，それらが基礎研究から応用研究，実用化研究に至るシームレスな研究体制
を整える事業基盤を支えていることが明らかとなった．更に，知財戦略と人材育成では，
DFKI が大学の関係者による研究所内の機材や知識の利用を許可しており，大学院生を含め
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た大学関係者が DFKI での研究に積極的に参加する誘因を作りだしている．一方で，シーム
レスな研究体制で生じる知財のコンフリクトを回避するために詳細な取り決めを定めてい
る．たとえば，論文発表に配慮しつつ，大学が権利を主張するというより，DFKI の研究プ
ロジェクトを発展させる制度を定めていることが明らかとなった．また，株主間契約書で
は，株主である民間企業のインセンティブと，全体として戦略をコントロールしたい連邦
政府や州政府の意向をうまく取り込んで融合する契約内容となっていることが明らかとな
った．特にその中でも，スーパーバイザリーボードの位置づけが重要であり，投資判断や
戦略決定の最も重要な機関と位置づけられている．このスーパーバイザリーボードの運営
により，利害関係者のインセンティブが取りまとめられている． 
要するに本論文は，地域産業施策である産業クラスター形成と大学の関わりの分析を起
点として，大学が産業振興の中で果たす役割を産学連携という切り口から明らかにしよう
としたものである．産学連携については，既に多くの研究が行われている．数々の政策提
言が行われ，それらの中には，すでに制度化されたものや，わが国の産学連携を推進する
原動力となったものも含まれている．しかしながら，産業振興策が検討され始めた 1990
年代よりすでに 20 年が経過しているにも関わらず，その中核となるべき大学の力をいまだ
十分に生かす仕組みが形成できていない．そこで，米国とドイツの事例研究を通じて日本
の現状を整理することを試みた，米国の研究大学における財政基盤は，ダイナミックに変
動する自由主義経済の中で，人材育成と研究の両面で強い競争力を持続的に生み出すこと
を可能としている．ドイツにおける中間組織体は，政府，企業，大学の連携による人材育
成と研究を主たる業務とする組織であり，既存組織のサポートを得て産学連携を大きく発
展させている．一方，日本の現状を鑑みるに，1990 年代より米国の産学連携を導入する試
みが続けられてきたが，持続可能なモデルが生み出されてきたとは言えない．米国の研究
大学のような財政基盤を日本の大学に望むことができないため，競争の激化は財政基盤の
弱い日本の大学にとって，むしろ大きな負担となってきている．そこで，本論文では，ド
イツにおける中間組織体を，わが国の産学連携の基本に据えるべきであるとの提言を行っ
ている． 
本研究の独自性は，①日本が模倣しようとした米国の研究大学の財務体制を資金のフロ
ーとストックの両面から分析し，競争的資金の獲得を支える組織，自主的に活用できる資
金を得るためのシステムを確立させていることなど，日本との徹底的な違い明らかにした
こと，②米国の研究大学のようなシステムを持たないドイツの研究大学が，中間組織体と
いう独特のシステムで成果を生み出していることを明らかにしたこと，③そして，中間組
織体を支える契約制度の機能と運営を明らかにしたことである．これは，筆者が具体的に
産学官連携に携わる中，日本の大学と企業間の産学連携を進める過程で遭遇するいくつか
の問題を解決するために調査や研究を行った結果である．これまでの研究成果を踏まえ，
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日本の制度においても有効に機能すると考えられる中間組織体については，日本型中間組
織組成の可能性を大学，企業，地元自治体による研究会で検討を続けており，試行的な取
り組みも進めている．また，既存組織へ機能の導入も含めた具体化を地元自治体と一緒に
なって進めている．一方で，ドイツの会社制度と日本の会社制度の違いや，ドイツ連邦政
府と州政府の対等の関係性と日本の政府と自治体では全く異なることなど，ドイツと日本
では異質の背景を有している．日本への導入に当たってはそのような異質性に関する調査
を十分しなければならないことは，これまで実施してきた米国の産学連携モデル導入によ
る結果を教訓とすべきであろう． 
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